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第
一
種
指

定
電
気
通
信
設
備
接
続
料
規
則

等
の
一

部
改

正
に
つ
い
て

－
平
成

３
１
年

度
以

降
の
接

続
料

算
定
に
お
け
る
長
期

増
分
費
用
方
式
の
適
用

－

平
成

3
0
年

1
2
月

総
務
省

総
合
通
信
基
盤
局

電
気
通
信
事
業
部

料
金
サ
ー
ビ
ス
課
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主
な
改
正
の
概
要

1

①
長

期
増

分
費

用
モ

デ
ル

の
見

直
し

•
接

続
料

原
価

の
算

定
に
用

い
る
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
見

直
し
に
伴

い
、
電

力

設
備

等
の
耐

用
年

数
の
推
計
方
法
等
、
算
定
方
法
に
係

る
規

定
を
一
部

改
正
。

②
長

期
増

分
費

用
モ

デ
ル

の
適

用
方

法
の

見
直

し

•
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
に
基
づ
く
接
続
料
の
水
準

が
総

務
大

臣
が
通

知
す

る
条

件

に
該

当
す

る
場

合
等

に
は
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
と
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
組

合
せ

に
よ
り
接

続
料

を
算
定

す
る
こ
と
と
し
、
両
モ
デ
ル
の
組

合
せ

方
法

、
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
Ｉ

Ｃ
モ
デ

ル
に
よ
る
算

定
方
法
等
に
係
る
規
定
を
追
加
。

③
接

続
料

算
定

に
用

い
る

入
力

値
の

扱
い

•
平

成
３
１
年

度
の
接

続
料

算
定

に
必

要
な
入

力
値

（
設

備
単

価
、
仕

様
、
耐

用
年

数

等
）
を
定

め
る
た
め
、
接
続
料
規
則
別
表
の
数
値
を
更
新
。

■
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
（
平

成
1
2
年

郵
政

省
令

第
6
4
号

）
の

一
部

改
正

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

が
設

置
す
る
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

の
う
ち
加

入
者

交
換

機
能

や
中

継
交

換
機

能
等

に
係

る
接

続
料

の
算

定
に
は
、
現

在
、

長
期
増
分
費
用
方
式
が
適

用
さ
れ

て
い
る
。

○
現
行
の
長
期

増
分

費
用

モ
デ
ル
は
、
平

成
２
８
年

度
か
ら
３
０
年
度
ま
で
の
適
用

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
平
成

３
１
年

度
以

降
の
長

期
増

分
費

用
方

式
に
基

づ
く
接

続

料
算
定
等
に
つ
い
て
、
長

期
増

分
費

用
モ
デ
ル
研

究
会
や
情
報
通

信
審
議

会
に
お
け
る
検
討

結
果
を
踏
ま
え
、
所

要
の
規

定
を
整

備
。

○
平
成
３
１
年
度
の
接
続

料
算

定
に
当

た
っ
て
、
必
要
な
入
力
値

（設
備

仕
様
、
耐
用

年
数
等

）を
更
新
。

○
そ
の
他
、
接
続
料
規

則
の
規

定
上

の
表

現
を
改

め
て
確
認

し
、
制
度
趣

旨
に
照
ら
し
て
明

確
化
す
る
た
め
、
所

要
の
規

定
を
整

備
。

■
接

続
料

規
則

の
一

部
を

改
正

す
る

省
令

（
平

成
1
7
年

総
務

省
令

第
1
4
号

）
の

一
部

改
正

④
Ｎ

Ｔ
Ｓ

※
コ

ス
ト

の
扱

い

•
平

成
３
１
年

度
か
ら
３
３
年

度
ま
で
の
３
年

間
に
お

い
て
も
引

き
続

き
、
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト

の
う
ち
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
の
全

額
を
接

続
料

原
価

に
算

入
す

る

た
め
、
所

要
の
規

定
を
整
備
。

※
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
（
N

o
n

T
ra

ff
ic

Se
n
si

ti
ve

C
o
st
）
：
通

信
量

で
は
な
く
回

線
数

に
依

存
す

る
コ
ス
ト
。

⑤
接

続
料

算
定

に
用

い
る

通
信

量
の

扱
い

•
平

成
３
１
年

度
か
ら
３
３
年

度
ま
で
の
３
年

間
に
お

い
て
も
引
き
続

き
、
前

年
度

下
期

と
当

年
度

上
期

の
通

信
量

を
通

年
化

し
た
も
の
を
接

続
料

算
定

の
入

力
値

と
し
て

採
用
す

る
た
め
、
所

要
の
規
定
を
整
備
。

⑥
東

西
均

一
接

続
料

の
扱

い

•
平

成
３
１
年

度
か
ら
３
３
年

度
ま
で
の
３
年

間
に
お

い
て
も
引

き
続

き
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日

本
・
西

日
本

で
均

一
の
接
続
料
を
適
用
す

る
た
め
、
所
要
の
規
定
を
整
備
。

○
施

行
日

平
成
３
１
年

４
月

１
日

か
ら
施

行
※

一
部
規
定
（
総
務
大
臣
に
よ
る
通
知
等
）
は
公
布
日
に
施

行
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改
正
に
至
る
ま
で
の
経
緯

2

○
平

成
２
８
年

１
０
月

、
「長

期
増

分
費

用
モ
デ
ル
研
究

会
」
を
開
催

。
平

成
３
１
年

度
以

降
の
接
続

料
算
定

に
適

用
可

能
な
長

期
増

分
費

用
モ
デ
ル
（第

８
次

モ
デ

ル
）と

し
て
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
及

び
ＩＰ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
の
２
つ
の
モ
デ
ル
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
平
成

２
９
年

７
月

に
報

告
書

を
取

り
ま
と
め
。

○
平

成
２
９
年

１
１
月

、
平

成
３
１
年

度
以

降
の
接

続
料

算
定

に
お
け
る
長

期
増

分
費

用
方

式
の
適

用
の
在

り
方

に
つ
い
て
情

報
通

信
審

議
会

へ
諮

問
、
平

成
３
０

年
１
０
月

、
第

８
次

モ
デ
ル
を
平

成
３
１
年

度
か
ら
３
３
年

度
ま
で
の
３
年

間
、
接

続
料

算
定

に
用

い
る
こ
と
が
適

当
で
あ
る
と
す
る
答

申
（
以

下
「
平

成
３
０
年

答
申

」
と

い
う
。
）を

取
り
ま
と
め
。

○
平
成
３
０
年

１
１
月

、
長

期
増

分
費

用
モ
デ
ル
研

究
会

に
お
い
て
、
長
期
増
分

費
用
方

式
に
基
づ
く
平

成
３
１
年

度
の
接

続
料

算
定

に
用

い
る
入

力
値

を
見

直
し
。

平
成

２
８

年

１
０

月

平
成

２
９

年

３
月

７
月

１
１

月

平
成

３
０

年

１
０

月
１

１
月

１
２

月

長
期

増
分

費
用

モ
デ

ル
研

究
会

情
報

通
信

審
議

会

情
報

通
信

行
政

・

郵
政

行
政

審
議

会

▲ 開 催

長
期

増
分

費
用

モ
デ

ル
（
第

８
次

モ
デ

ル
）
の

検
討

▲ 諮 問

平
成

３
１

年
度

以
降

の
接

続
料

算
定

に
お

け
る

長
期

増
分

費
用

方
式

の
適

用
に

つ
い

て
検

討

▲ 審 議

平
成

３
１

年
度

の
接

続
料

算
定

に
用

い
る

入
力

値
の

見
直

し

▲ 報 告 書 の

取 り ま と め

▲ 答 申

▲ 諮 問

接
続

料
規

則
等

の
一

部
改

正
に

つ
い

て

「
固

定
電

話
網

の
円

滑
な

移
行

の
在

り
方

」
一

次
答

申
～

移
行

後
の

ＩＰ
網

の
あ

る
べ

き
姿

～
※

▲ 答 申

※
ＩＰ

網
へ

の
移

行
期

間
中

に
お

け
る

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

に
係

る
接

続
料

算
定

の
在

り
方

に
つ

い
て

検
討

が
必

要
と

の
提

言
。
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（
参
考
）
長
期

増
分
費
用
（
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

）
方
式
に
基
づ
く
接
続
料
算
定

3

○
長

期
増

分
費

用
（
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
：
L
o
ng

-
R
un

In
cr
e
m
e
nt
al

C
o
st
s
）
方

式
は
、
接

続
料

の
原

価
算

定
に
お
い
て
、
事

業
者

の
非

効
率

性
を
排

除
し
た
適

切
な
原

価
を

算
定
す
る
た
め
に
平

成
１
２
年

の
電

気
通

信
事

業
法

改
正

に
よ
り
導
入

。
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西
日

本
の
実

際
の
ネ
ッ
トワ

ー
ク
と
同

等
規

模
の
ネ
ッ
トワ

ー
ク
を
、
現

時
点

で
最
も
低

廉
で
効
率
的
な
設

備
と
技

術
に
よ
り
構
築

・
運
営

し
た
場

合
の
費
用

を
算

定
す
る
方
式
。

○
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
方

式
は
、
現
在
、
加

入
者

交
換

機
や
中

継
交

換
機
等
の
接

続
料
算

定
に
適
用
さ
れ

て
い
る
。

※
２
～
３
年
で
見
直
し
。
現

行
は
７
次
モ
デ
ル
（
平
成
２
８
～
３
０
年
度
）
。


Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の

見
直

し
検

討

接
続
料
原
価
の
算

定
に
用
い
る
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
を
策
定
・
見
直
し
。


接

続
料

算
定

の
在

り
方

の
決

定

Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
適

用
方

法
や

適
用

期
間

等
、
接

続
料

算
定

の
在

り
方

を

見
直
し
。

Ｌ
Ｒ

ＩＣ
モ

デ
ル

の
策

定
及

び
そ

の
適

用
の

決
定

電
柱

管
路

加
入

者
交

換
局

（
G

C
局

）

中
継

交
換

局
（

IC
局

）

加
入

者
交

換
機

中
継

交
換

機

接
続

事
業

者
（
長

距
離

、
国

際
、

移
動

体
、

Ｃ
Ａ

Ｔ
Ｖ

な
ど

）

相
互

接
続

点

他
の

中
継
交

換
機
へ

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

の
P

S
T
N 接 続 料 原 価 対 象 設 備

加
入

電
話

中
継

交
換

機
へ

の
接

続
加

入
者

交
換

機
へ

の
接

続

加
入

電
話

相
互

接
続

点

接
続

料
の

算
定

※
毎
年
度
実
施
。
次
年
度
の
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・西

日
本
の
接
続
約
款
に
反
映
。


入

力
値

の
見

直
し

毎
年
度
、
接
続
料
算
定
に
必
要
な
需
要
・
パ
ラ
メ
ー
タ
（
回
線
数
、
設
備
単
価

、

耐
用
年
数
等
）
を
最
新
の
値
に
見
直
し
・
更
新
。


接

続
約

款
の

変
更

認
可

上
記

モ
デ

ル
及

び
入

力
値

に
よ
り
算

定
し
た
接

続
料

に
つ

い
て
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
・
西
日
本
の
接
続
約
款
の
変
更
を
認
可
。

＜
平
成
３
０
年
度
接
続
料
＞

①
加
入
者
交
換
機
へ
の
接
続
（
Ｇ
Ｃ
接
続
）：

６
．
８
１
円
／
３
分

②
中
継
交
換
機
へ
の
接
続
（
ＩＣ

接
続
）：

８
．
０
９
円
／
３
分

②
Ｉ

Ｃ
接

続

①
Ｇ

Ｃ
接

続
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（
参
考
）
接
続
料
の
推
移

4

○
長

期
増

分
費

用
方

式
は
、
現

時
点

で
最

も
低

廉
で
効

率
的

な
設

備
と
技

術
に
よ
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構

築
や
運

営
を
行

っ
た
場

合
を
仮

想
し
て
費

用
を
算

定
す

る
方

式
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
独

占
的

な
事

業
者

の
非
効
率

性
の
排
除
や
接
続
料

算
定

に
当
た
っ
て
の
透

明
性
、
公

正
性

の
確

保
が
可

能
。

○
N
T
T
東

日
本
・N

T
T
西

日
本

の
P
S
T
N
接

続
料

の
算
定
に
は
、
2
0
0
0
年

度
(平

成
1
2
年
度
)か

ら
長
期
増

分
費

用
方

式
が
用

い
ら
れ
て
い
る
。

○
現
在
、
接
続
料
原
価
の
減

少
よ
り
も
通

信
量

の
減

少
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
接

続
料
単

価
は
年
々

上
昇
。

6.
31

6.
19

5.
81

5.
57

4.
95

4.
6

4.
5

4.
8

5.
13

5.
32

5.
05

4.
69

4.
53

4.
52

5.
21

5.
08

5.
26

5.
29

5.
39

5.
78

6.
05

6.
38

6.
81

19
.7

8

16
.4

5

14
.4

8

12
.9

3
11

.9
8

10
.6

4

7.
65

5.
88

4.
78

5.
79

6.
12

7.
09

6.
84

6.
55

6.
41

6.
38

6.
96

6.
57

6.
79

6.
81

6.
84

7.
22

7.
33

7.
68

8.
09

05101520

H6
年

H7
年

H8
年

H9
年

H1
0年

H1
1年

H1
2年

H1
3年

H1
4年

H1
5年

H1
6年

H1
7年

H1
8年

H1
9年

H2
0年

H2
1年

H2
2年

H2
3年

H2
4年

H2
5年

H2
6年

H2
7年

H2
8年

H2
9年

H3
0年

G
C接

続

IC
接

続

第
２

次
モ

デ
ル

第
１

次
モ

デ
ル

（
単

位
：
円

／
３

分
）

長
期

増
分

費
用

方
式

導
入

後

第
３

次
モ

デ
ル

第
４

次
モ

デ
ル

第
５

次
モ

デ
ル

第
６

次
モ

デ
ル

第
７

次
モ

デ
ル

※
１

※
１

※
２

※
１

平
成
６
～
７
年
度
は
、
３
分
課

金
制

を
秒
課
金
制

に
換
算
し
た
場
合

の
料

金
。

※
２

接
続
会

計
結
果
に
基
づ
く
算

定
。
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（
参
考
）
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
試
算
結
果

5

第
８

次
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル

第
７

次
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
（
現

行
）

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
ＩＰ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル

接
続

料
原

価
１
，
１
５
９
億
円

１
，
１
１
０
億
円

（
▲

4
9
億
円
、
▲

4
.2
％
）

７
８
４
億
円

（
▲

3
7
5
億
円
、
▲

3
2
.3
％
）

■
各

モ
デ

ル
に

よ
る

接
続

料
原

価
の

試
算

結
果

（
平

成
３

０
年

度
接

続
料

算
定

ベ
ー

ス
）

※
カ
ッ
コ
内
は
現
行
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
と
比

較
し
た
場

合
の
差
額
及

び
比
率
。

○
新
た
に
策
定
し
た
第

８
次

Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
に
は
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
と
ＩＰ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
の
２
つ
の
モ
デ
ル
が
あ
る
。

○
ＩＰ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
は
、
ＩＰ
網

を
ベ
ー
ス
と
し
た
モ
デ
ル
で
あ
り
、
第

７
次
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
（現

行
）
で
算
定

し
た
コ
ス
ト
に
比

べ
て
３
２
％

の
減

少
。

【
Ｐ

Ｓ
Ｔ

Ｎ
－

Ｌ
Ｒ

ＩＣ
モ

デ
ル

】
【
ＩＰ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
】

◎

G
C
局

R
T
局

IC
局

◎

収
容
局

コ
ア
局

◎
中

継
系

交
換

コ
ス

ト
約

５
５

億
円

中
継

伝
送

コ
ス

ト
約

５
５

億
円

端
末

系
交

換
（
Ｇ

Ｃ
相

当
）コ

ス
ト

約
５

１
０

億
円

端
末

系
交

換
（
Ｇ

Ｃ
以

下
）コ

ス
ト

約
４

９
０

億
円

中
継

系
交

換
コ

ス
ト

約
１

５
億

円

中
継

伝
送

コ
ス

ト
約

２
２

５
億

円

端
末

系
交

換
（
Ｇ

Ｃ
相

当
）コ

ス
ト

約
５

１
０

億
円

ＩＣ
－

Ｐ
Ｏ

Ｉコ
ス

ト
約

３
５

億
円

１
，

１
１

０
億

円
７

８
４

億
円

8



6
省
令
改
正
案
の
内
容
（
１）

【
現

状
】


平
成
２
８
年
度
か
ら
３
０
年
度
ま
で
の
３
年
間
は
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
（
第
７
次
モ
デ
ル
）
に
よ
り
接
続
料
原
価
を
算
定
。


長
期
増
分
費

用
モ
デ
ル
研

究
会
に
お

い
て
、
電

力
設

備
等
の
耐
用

年
数
等

、
さ
ら
な
る
効
率
化
の
た
め
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
を
見
直

し
（
⇒
第

８
次
モ
デ

ル
へ
反

映
）
。

【
措

置
】


長
期
増
分
費
用
モ
デ
ル
研
究
会
の
審
議
結
果
及
び

平
成
３
０
年
答
申
を
踏
ま
え
、
接
続
料
算
定
方
法
に
係
る
規
定
を
一
部
改
正
。

①
長

期
増

分
費

用
モ

デ
ル

の
見

直
し

モ
デ

ル
の

主
な

見
直

し
事

項
概

要

電
力

設
備

等
の

耐
用

年
数

の
見

直
し

モ
デ
ル
に
お
け
る
電

力
設

備
（
電

源
装

置
、
発

電
装

置
及
び

受
電
装

置
）
等
の
経

済
的
耐
用
年
数
に
は
、
こ
れ
ま
で
法
定
耐
用
年
数
が
用
い
ら

れ
て
い
た
が
、
使
用
実
態

に
即

し
た
も
の
と
す

る
た
め
撤

去
法

に
よ
り
推
計

し
た
値

を
採

用
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
例

空
調

設
備

の
経
済
的
耐
用
年
数
を
９
年
か
ら
２
２
．
８
年
へ
見

直
し
）

【
新

接
続

料
規

則
別

表
第

４
の

３
（
費

用
算

定
に

用
い

る
数

値
）】

駐
車

ス
ペ

ー
ス

の
コ

ス
ト

配
賦

方
法

の
見

直
し

こ
れ
ま
で
駐
車
ス
ペ

ー
ス
の
コ
ス
ト
は
、
音

声
サ
ー

ビ
ス
の
み

に
配

賦
さ
れ
、
デ

ー
タ
系
サ
ー
ビ
ス
へ
は
配
賦
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
局
ご
と
に

音
声
サ
ー
ビ
ス
と
音
声
サ
ー

ビ
ス
以

外
の
加

入
者

回
線

数
比
で
按
分

す
る
こ
と
と
し
た
。

【
新

接
続

料
規

則
別

表
第

２
の

１
（
正

味
固

定
資

産
価

額
算

定
方

法
）
】

局
舎

に
設

置
す

る
電

力
設

備
の

仕
様

の
追

加

局
舎
に
設
置
す
る
電

力
設

備
の
仕

様
と
し
て
、
局
設

置
Ｆ
Ｒ
Ｔ
局
に
お

け
る
小
規

模
局
用
電
源
装
置
の
仕
様
及
び
Ｕ
Ｐ
Ｓ
の
規
定
出
力
容
量
の

仕
様
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て
、
電

気
通
信

事
業
者

で
採
用

さ
れ
て
い
る
も
の
を
追

加
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
例

局
設

置
Ｆ
Ｒ
Ｔ
局

（
局
舎
種
別
：
Ｒ
Ｔ
－
Ｂ
Ｏ
Ｘ
）
に
設
置
す
る
小
規

模
局
用

電
源
装

置
の
仕

様
と
し
て
、
最

大
電

流
１
０
０
Ａ
／

台
に
３
７
．
５
Ａ
／

台
及

び
５
０

Ａ
／

台
を
追

加
）

【
新

接
続

料
規

則
別

表
第

２
の

１
（
正

味
固

定
資

産
価

額
算

定
方

法
）
、

第
２

の
２

（
正

味
固

定
資

産
価

額
算

定
に

用
い

る
数

値
）
】

Ｒ
Ｔ

局
の

蓄
電

池
保

持
時

間
の

長
延

化

モ
デ
ル
に
お
い
て
、
Ｒ
Ｔ
局
の
非

常
用

電
源
関

連
設
備

と
し
て
設
置

す
る
蓄
電

池
の
保

持
時
間
は
１
０
時
間
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
、
近
年
の
実
際
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
は
災
害

発
生
時

、
復

旧
に
１
０
時

間
以

上
を
要
す

る
事

象
が
発

生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
対
策
が
必
要
な
局
を
対
象
に
、
局
ご
と
に

必
要
な
蓄
電
池
保
持

時
間
の
長

延
化

を
行

う
こ
と
と
し
た
。

（
例

Ｒ
Ｔ
局

の
う
ち
作

業
員
の
到
着
に
１
．
５
時
間
以
上
を
要

す
る
も
の
の
場
合

は
、
蓄
電
池

保
持

時
間

を
１
０
時

間
か
ら
１
８
時

間
へ

長
延

化
。
あ
わ
せ

て
、
蓄

電
池

保
持

時
間

１
８
時

間
の
場
合
の
蓄
電
池
容

量
算
出

係
数
を
２
１
．
７
Ａ
Ｈ
／
Ａ
と
設

定
（
蓄

電
池

保
持

時
間

１
０
時

間
の
場

合
の
蓄

電
池

容
量

算
出

係
数

は
１
２
．
６
Ａ
Ｈ
／
Ａ
）
）

【
新

接
続

料
規

則
別

表
第

２
の

２
（
正

味
固

定
資

産
価

額
算

定
に

用
い

る
数

値
）】

【
新

接
続

料
規

則
別

表
第

２
の

１
、

第
２

の
２

、
第

４
の

３
】
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7
省
令
改
正
案
の
内
容
（
２
）

【
現

状
】


長
期
増
分
費
用
モ
デ
ル
研
究
会
に
お
い
て
、
第
８
次
モ
デ
ル
と
し
て
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
及
び
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

の
２
つ
の
モ
デ
ル
を
策
定
。


平
成
３
０
年
答
申
で
は
、
長
期
増
分
費
用
モ
デ
ル
の
適
用
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
が
適
当
と
さ
れ
た
。

①
平
成
３
１
年
度
か
ら
３
３
年
度
ま
で
の
３
年
間
は
、
ＩＰ

網
を
前
提
と
し
た
接
続
料
原
価
の
算
定
に
向
け
た
段
階
的
な
移
行
の
時
期
と
し
て
対
応
。

②
段
階
的
な
移
行
の
手
段
と
し
て
、
ま
ず
は
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
に
よ
り
接
続
料
を
算
定
。

③
こ
れ
に
よ
り
価
格
圧

搾
の
お
そ
れ
が
生
じ
る
場
合
は
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
と
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
の
組

合
せ
（
４
対
１
等
）
へ
移
行
の
段
階
を
進
め
る
。

【
措

置
】


平
成
３
０
年
答
申
を
踏

ま
え
、
平
成

３
１
年
度
か
ら
３
３
年

度
ま
で
の
接
続
料
算
定
に
長
期
増
分
費
用
方
式
を
適
用
す
る
に
当
た
り
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
に
基
づ
く
接
続

料
の
水
準
が
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
条
件
に
該
当

す
る
場
合
等
に
は
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
と
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
の
組
合
せ
に
よ
り
接
続
料
を
算
定
。


こ
の
た
め
、
両
モ
デ
ル
の
組
合
せ
を
適
用
す
る
こ
と
と
な
る
条
件
、
そ
の
場
合
の
機
能
・
組
合
せ
方
法
、
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
に
よ
る
算
定
方
法
等
に
係
る
規
定
を
追
加
。

②
長

期
増

分
費

用
モ

デ
ル

適
用

方
法

の
見

直
し

答
申

を
踏

ま
え

た
制

度
整

備
イ

メ
ー

ジ

【
諮

問
対

象
外

の
事

項
】

■
接

続
料

と
利

用
者

料
金

の
関

係
の

検
証

に
関

す
る

指
針

（
再

改
定

）

•
「
加
入
電

話
・
IS

D
N
通
話

料
」
に
つ
い
て
は
、
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
の
改

正

規
定
が
効
力
を
有
す
る
間

は
、
本

指
針

を
適

用
し
な
い
。

（
参

考
）

■
価

格
圧

搾
の

お
そ

れ
が

生
じ

る
場

合
（
総

務
大

臣
に

よ
る

通
知

）

•
「
加

入
電

話
・
IS

D
N
通

話
料

」
に
つ

い
て
、
指

針
に
基

づ
く
方

法
で
利

用
者

料
金

と
接

続
料

を
比

較
し
、
両
者
の
差
分
が
「
他
律

的
要

因
」
※
に
よ
ら
ず
に
、
営

業
費

相
当

基
準

額
未

満
と
な
る
こ
と
。

※
客

観
的

か
つ

定
量

的
に
確

認
で
き
る
も
の
。

■
客

観
的

か
つ

定
量

的
に

確
認

で
き

る
他

律
的

要
因

（
総

合
通

信
基

盤
局

長
に

よ
る

通
知

）

•
価

格
圧

搾
の
お

そ
れ
が
生

じ
る
と
し
て
も
、
認

可
接

続
料

に
比

べ
他

事
業

者
接

続
料

の
著

し
い
上

昇
に
よ
り
利

用
者

料
金

と
接

続
料

の
差

分
が
営

業
費

相
当

基
準

額
を
下

回
る
と
い
っ
た
他

律
的

要

因
が
客
観
的
か
つ
定
量
的

に
確

認
で
き
る
場

合
※
に
、
そ
う
し
た
事

情
を
考

慮
す

る
も
の
。

※
考

慮
す

べ
き
他

律
的

要
因

、
そ
の
確
認
方
法
等
に
つ
い
て
、
予
め
、
内
容
を
明
確
に
し
て
こ
れ
を
通
知
。

【
改

正
省

令
案

附
則

に
お

け
る

規
定

】

■
両

モ
デ

ル
の

組
合

せ
を

適
用

す
る

こ
と

と
な

る
条

件
【
改

正
省

令
案

附
則

第
４

条
】

1
.
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
に
基

づ
く
接

続
料

水
準
が
、
利
用

者
料

金
と
の
関

係
に
よ
り
価
格

圧
搾
の
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
総

務
大

臣
が
通

知
す

る
条

件
に
該

当
す
る
場
合

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本

の
い
ず

れ
か
に
お

い
て
該

当
す

る
場
合
）

2
.
前
算
定
期
間
に
お
い
て
両

モ
デ

ル
の
組

合
せ

に
よ
り
接

続
料
を
算
定
し
た
場
合

■
両

モ
デ

ル
組

合
せ

の
場

合
の

機
能

と
組

合
せ

方
法

【
改

正
省

令
案

附
則

第
５

条
、

別
表

第
１

、
告

示
】

•
概
ね
通
信
形
態
ご
と
を
接
続

料
単

位
と
す

る
機

能
を
新

た
に
定

義
。

•
当
該

機
能
ご
と
に
各
モ
デ

ル
の
該

当
す

る
単
位

費
用
総

額
を
算

定
し
、
そ
れ
ら
を
４
対

１
等
の

割
合
で
合
算
。

■
ＩＰ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
に

よ
る

算
定

方
法

【
改

正
省

令
案

附
則

第
６

条
等

】

•
単
位
費
用
の
算
定
に
は
、
接

続
料

規
則

第
３
章

か
ら
第

５
章

ま
で
の
規
定
を
準
用
。

•
上

記
に
加

え
、
ＩＰ

－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ
ル
に
よ
る
算

定
に
当

た
り
、
必

要
と
な
る
算

定
方

式
や

算
定

に
用
い
る
値
に
係
る
規
定
を
追

加
。

【
改

正
省

令
案

附
則

第
４

条
～

第
６

条
、

別
表

第
１

～
第

６
】

（
詳

細
⇒

８
ペ

ー
ジ

）
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8

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
に

よ
っ

て
算

定
す

る
場

合
（現

行
）

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
と

ＩＰ
－

Ｌ
Ｒ

ＩＣ
モ

デ
ル

の
組

合
せ

に
よ

っ
て

算
定

す
る

場
合

機 能

■
概

ね
設

備
ご

と
を

接
続

料
単

位
と

す
る

機
能

【
新
接
続
料
規
則
第
２
章

】

加
入
者
交
換
機
能
、
中
継
交
換
機
能

等

■
概

ね
通

信
形

態
ご

と
を

接
続

料
単

位
と

す
る

機
能

【
改
正
省
令
案
附
則
第
４
条
、
別
表
第
１
の
１
】

加
入
者
交
換
機
接
続
機
能
、
中
継
交
換
機
接
続
機
能
、
中
継
交
換
機
経
由
機
能

等

算 定 方 法

■
Ｐ

Ｓ
Ｔ

Ｎ
モ

デ
ル

に
基

づ
く
費

用
等

に
よ

り
算

定

•資
産
及
び
費
用
を
整
理

【
新

接
続

料
規

則
第

３
章

】

•原
価
及
び
利
潤
を
算
定

【
新

接
続

料
規

則
第

４
章

】

•機
能
ご
と
に
接
続
料
を
設
定

【
新

接
続

料
規

則
第

５
章
】

（
各
機
能
の
接
続
料
を
合
算
）

■
各

モ
デ

ル
に

基
づ

く
費

用
等

の
組

合
せ

に
よ

り
算

定

•次
の
式
に
よ
り
、
機
能
ご
と
に
接
続
料
を
設
定

【
改
正

省
令

案
附

則
第

５
条

】

•各
モ
デ
ル
の
部
分
機
能
（
機
能
に
相
当
）
ご
と
に
単
位
費
用
（接

続
料
に
相
当
）
を
算
定

【
改

正
省

令
案

附
則

第
６
条

】

-
資
産
及
び
費
用
を
整
理

【
新
接
続
料
規
則
第
３
章

の
準

用
】

-
原
価
及
び
利
潤
を
算
定

【
新
接
続
料
規
則
第
４
章

の
準

用
】

-
部
分
機
能
ご
と
に
単
位
費
用
を
算
定

【
新
接
続

料
規

則
第

５
章

の
準

用
】

（
各
モ
デ
ル
に
基
づ
く
部
分
機
能
の
単
位
費
用
総
額
を
合
算
）

次
に
掲

げ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
と
ＩＰ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
の
組

合
せ
に
よ
っ
て
接
続
料

を
算

定
す
る
。

１
．
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－

Ｌ
Ｒ
ＩＣ
モ
デ
ル
に
基

づ
く
接

続
料

水
準

が
、
利

用
者

料
金

と
の
関

係
に
よ
り
価

格
圧

搾
の
お
そ
れ

が
あ
る
も
の
と
し
て
総

務
大

臣
が
通

知
す
る
条

件
に
該

当
す
る
場
合
（Ｎ

Ｔ
Ｔ
東

日
本

・西
日

本
の
い
ず
れ
か
に
お
い
て
該
当
す
る
場
合
）

２
．
前

算
定
期
間
に
お
い
て
両

モ
デ
ル
の
組

合
せ
に
よ
り
接
続
料

を
算

定
し
た
場
合

ＩＣ
接

続
料

＝
加

入
者

交
換

機
能

単
金

＋
加

入
者

交
換

機
共

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

機
能

単
金

＋
中

継
交

換
機

能
単

金
＋

中
継

交
換

機
共

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

機
能

単
金

＋
中

継
伝

送
共

用
機

能
単

金

（
８

．
０

９
円

／
３

分
＠

H
3
0
A

C
）

中
継

交
換

機
接

続
機

能
に

係
る

接
続

料

＝
（
Ｐ

Ｓ
Ｔ

Ｎ
モ

デ
ル

に
基

づ
く
部

分
機

能
の

単
位

費
用

総
額

）
×

（
１

－
X
）＋

（
ＩＰ

モ
デ

ル
に

基
づ

く
部

分
機

能
の

単
位

費
用

総
額

）×
X

＝
×

（
１

－
X
）
＋

×
X

加
入

者
交

換
部

単
位

費
用

＋
加

入
者

交
換

機
共

用
ﾄﾗ

ﾝ
ｸ
ﾎ

ﾟｰ
ﾄ部

単
位

費
用

＋
中

継
交

換
部

単
位

費
用

＋
中

継
交

換
機

共
用

ﾄﾗ
ﾝ
ｸ
ﾎ

ﾟｰ
ﾄ部

単
位

費
用

＋
中

継
伝

送
共

用
部

単
位

費
用

端
末

系
ル

ー
タ

交
換

部
単

位
費

用
＋

中
継

系
ル

ー
タ

交
換

部
単

位
費

用
＋

中
継

系
ル

ー
タ

変
換

部
単

位
費

用
＋

中
継

伝
送

共
用

部
単

位
費

用

長
期

増
分
費
用
モ

デ
ル
適
用
方
法
の
見
直
し

（
接

続
料

）
＝

（
Ｐ

Ｓ
Ｔ

Ｎ
モ

デ
ル

に
基

づ
く
部

分
機

能
の

単
位

費
用

総
額

）×
（
１

ー
Ｘ

）

＋
（
ＩＰ

モ
デ

ル
に

基
づ

く
部

分
機

能
の

単
位

費
用

総
額

）
×

Ｘ

※
 Ｘ

：
特

定
比

率
。

1
/
5
、

2
/
5
、

3
/5

、
4
/
5、

5
/
5の

う
ち

、
こ

の
比

率
の

適
用

に
よ

る
接

続
料

水
準

が
、

総
務

大
臣

が
通

知
す

る
条

件
に

該

当
し

な
い

も
の

で
あ

っ
て

、
前

算
定

期
間

で
用

い
た

場
合

は
そ

れ
よ

り
低

く
な

い
も

の
（
全

て
の

対
象

機
能

に
お

い
て

同
一

）
。

ＩＰ
モ
デ

ル
に
よ
る
算

定
方

法
等

に
係

る
規

定
を
追

加
【
改
正
省
令
案
附
則
別
表
第
１
の
２
、

第
２
～
第
６
】

11



9

モ
デ

ル
の

組
合

せ
イ

メ
ー

ジ
（
経

由
回

数
）

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
ＩＰ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル

機
能

加 入 者 交 換 部

Ｇ Ｃ

加 入 者 交 換 部

Ｇ Ｃ 以 下 の 伝 送 路

加 入 者 交 換 機 共 用

ト ラ ン ク ポ ー ト 部

中 継 交 換 部

中 継 交 換 機 共 用

ト ラ ン ク ポ ー ト 部

中 継 伝 送 共 用 部

そ の 他

端 末 系 ル ー タ 交 換 部

中 継 系 ル ー タ 交 換 部

中 継 系 ル ー タ 変 換 部

中 継 伝 送 共 用 部

そ の 他

加
入

者
交

換
機

内
折

返
し

通
信

機
能

１
２

２
１

２

加
入

者
交

換
機

設
置

局
内

折
返

し
通

信
機

能
２

２
２

１
２

単
位

料
金

区
域

内
折

返
し

通
信

機
能

２
２

２
１

２
２

２
１

２

中
継

区
域

内
折

返
し

通
信

機
能

１
１

１
０

．
５

１
１

１
０

．
５

１

加
入

者
交

換
機

接
続

機
能

１
１

１
１

１
１

中
継

交
換

機
接

続
機

能
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１

中
継

交
換

機
経

由
機

能
１

１
１

加
入

者
交

換
機

専
用

ト
ラ

ン
ク

ポ
ー

ト
機

能
・
加

入
者

交
換

機
専

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

部

・
中

継
系

ル
ー

タ
専

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

部
・
中

継
系

ル
ー

タ
接

続
伝

送
専

用
部

加
入

者
交

換
機

専
用

ト
ラ

ン
ク

ポ
ー

ト
中

継
伝

送
専

用
機

能

・
加

入
者

交
換

機
専

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

部
・
中

継
伝

送
専

用
部

・
中

継
系

ル
ー

タ
専

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

部
・
中

継
系

ル
ー

タ
接

続
伝

送
専

用
部

中
継

交
換

機
専

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

伝
送

専
用

機
能

・
中

継
交

換
機

専
用

ト
ラ

ン
ク

ポ
ー

ト
部

・
中

継
交

換
機

接
続

伝
送

専
用

部

・
中

継
系

ル
ー

タ
専

用
ト

ラ
ン

ク
ポ

ー
ト

部
・
中

継
系

ル
ー

タ
接

続
伝

送
専

用
部

信
号

伝
送

機
能

・
信

号
伝

送
部

・
信

号
伝

送
部

そ
の

他
の

機
能

総
務

大
臣

が
告

示
す

る
機

能

（
参
考
）
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
と
ＩＰ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
組
合
せ
に
よ
る
場
合
の
機
能

12



10
Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
と
ＩＰ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
組
合
せ
に
よ
る
場
合
の
機
能

（
参
考
）
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
機
能

モ
デ

ル
の

組
合

せ
イ

メ
ー

ジ
（
経

由
回

数
）

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
ＩＰ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル

機
能

加 入 者 交 換 部

Ｇ Ｃ

加 入 者 交 換 部

Ｇ Ｃ 以 下 の 伝 送 路

加 入 者 交 換 機 共 用

ト ラ ン ク ポ ー ト 部

中 継 交 換 部

中 継 交 換 機 共 用

ト ラ ン ク ポ ー ト 部

中 継 伝 送 共 用 部

そ の 他

端 末 系 ル ー タ 交 換 部

中 継 系 ル ー タ 交 換 部

中 継 系 ル ー タ 変 換 部

中 継 伝 送 共 用 部

そ の 他

市
内

通
信

機
能

加
入

者
交

換
機

内
折

返
し

通
信

１
２

２
１

２

加
入

者
交

換
機

設
置

局
内

折
返

し
通

信
２

２
２

１
２

単
位

料
金

区
域

内
折

返
し

通
信

２
２

２
１

２
２

２
１

２

リ
ル

ー
テ

ィ
ン

グ
通

信
機

能

市
内

通
信

・
市

内
通

信
部

・
市

内
通

信
部

中
継

区
域

内
折

返
し

通
信

２
２

２
１

２
２

２
１

２

リ
ル

ー
テ

ィ
ン

グ
指

示
に

係
る

網
保

留
機

能
１

１
１

１
１

１
１

１
１

一
般

音
声

ガ
イ

ダ
ン

ス
送

出
用

接
続

通
信

機
能

加
入

者
交

換
機

接
続

１
１

１
１

１
１

中
継

交
換

機
接

続
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１

特
定

音
声

ガ
イ

ダ
ン

ス
送

出
用

接
続

通
信

機
能

中
継

区
域

内
設

置
装

置
へ

の
接

続
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１

中
継

区
域

外
設

置
装

置
へ

の
接

続
（
Ｇ

Ｃ
）

１
１

１
１

２
２

１

中
継

区
域

外
設

置
装

置
へ

の
接

続
（
ＩＣ

）
１

１
１

２
１

１
１

２
２

１

13



11

モ
デ

ル
の

組
合

せ
イ

メ
ー

ジ
（
経

由
回

数
）

Ｐ
Ｓ

Ｔ
Ｎ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
ＩＰ

－
Ｌ

Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル

機
能

加 入 者 交 換 部

Ｇ Ｃ

加 入 者 交 換 部

Ｇ Ｃ 以 下 の 伝 送 路

加 入 者 交 換 機 共 用

ト ラ ン ク ポ ー ト 部

中 継 交 換 部

中 継 交 換 機 共 用

ト ラ ン ク ポ ー ト 部

中 継 伝 送 共 用 部

そ の 他

端 末 系 ル ー タ 交 換 部

中 継 系 ル ー タ 交 換 部

中 継 系 ル ー タ 変 換 部

中 継 伝 送 共 用 部

そ の 他

一
般

リ
ダ

イ
レ

ク
シ

ョ
ン

網
使

用
機

能
１

１
１

１
１

１
１

１
１

１

特
定

リ
ダ

イ
レ

ク
シ

ョ
ン

網
使

用
機

能
１

１
１

１
１

１

中
継

交
換

機
加

入
者

交
換

機
接

続
機

能
１

１
１

１
１

１
１

１

中
継

交
換

機
加

入
者

交
換

機
接

続
番

号
照

会
機

能
１

１
１

１
１

１
１

２
２

２

中
継

交
換

機
経

由
番

号
照

会
機

能
１

１
１

１
１

１
１

Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
と
ＩＰ
－
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

モ
デ

ル
の
組
合
せ
に
よ
る
場
合
の
機
能

（
参
考
）
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
機
能

14



12
省
令
改
正
案
の
内
容
（
3
）

③
接

続
料

算
定

に
用

い
る

入
力

値
の

扱
い

■
平

成
３

１
年

度
の

接
続

料
算

定
に

用
い

る
各

種
入

力
値

の
更

新
【
新

接
続

料
規

則
別

表
第

２
の

２
、

第
４

の
３

】


長

期
増

分
費

用
モ
デ

ル
研

究
会

の
審

議
結

果
を
踏

ま
え
、
平

成
３
１
年

度
の
接

続
料

算
定

に
必

要
な
入

力
値

（
投

資
額

比
率

、
設

備
仕

様
、
耐

用
年

数
等

）
を
定

め
る

た
め
、
接
続
料
規
則
別
表
の
数
値
を
更
新
。

接
続

料
規

則
別

表
へ

の
反

映

接
続

料
算

定
に

必
要

な
入

力
値

の
見

直
し

■
経

済
的

耐
用

年
数

⇒
修

正
増

減
法

や
撤

去
法

を
用

い
て
設

備
ご

と
に
算

定

（
交

換
機

／
投

資
抑

制
を
考

慮
し
た
補

正
、
公

衆

電
話

／
修

正
増

減
法

、
空

調
設

備
／

撤
去

法

等
）

■
実

績
値

•
各
社
提
出

デ
ー

タ
に
基

づ
く
値

（
資

本
等

比
率

、
監

視
設

備
対

投
資

額
比

率
、
メ
タ

ル
ケ
ー
ブ
ル
単
価
、
光
ケ
ー
ブ
ル
単
価

等
）

⇒
得
ら
れ
た
最

新
の
デ

ー
タ
に
更

新

■
フ

ォ
ワ

ー
ド

ル
ッ

キ
ン

グ
性

を
考

慮
す

る
も

の

•
施
設
保
全
費

（
加

入
者

交
換

機
加

入
者

回
線

当
た
り
施

設
保

全
費

、

メ
タ
ル

ケ
ー

ブ
ル

加
入

者
回

線
当

た
り
施

設
保

全
費

等
）

⇒
効
率
化
係
数
を
加
味
し
て
値
を
更
新

長
期

増
分

費
用

モ
デ

ル
研

究
会

に
お

け
る

審
議

■
接

続
料

規
則

別
表

第
２

の
２

（
正

味
固

定
資

産
価

額
算

定
に

用
い

る
数

値
）

（
例
）

投
資
額

の
算

定
に
必

要
な
値

の
更

新

■
接

続
料

規
則

別
表

第
４

の
３

（
費

用
算

定
に

用
い

る
数

値
）

（
例
）

施
設
保
全
費
の
算

定
に
必

要
な
値

の
更

新

監
視

設
備

（
加

入
者

交
換

機
）

対
投

資
額

比
率

0
.0

5
7
0
6

⇒
0
.0

5
4
2
5

共
通

用
建

物
対

投
資

額
比

率
0
.0

0
7
7
6
8

⇒
0
.0

0
8
7
0
2

加
入

者
交

換
機

加
入

者
回

線
当

た
り

施
設

保
全

費
6
1
1
円

／
回

線
⇒

5
8
4
円

／
回

線

共
通

用
建

物
施

設
保

全
費

対
投

資
額

比
率

0
.0

1
8
0
3

⇒
0
.0

1
8
9
8
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13
省
令
改
正
案
の
内
容
（
４
）

④
Ｎ

Ｔ
Ｓ

コ
ス

ト
の

扱
い

■
き

線
点

Ｒ
Ｔ

－
Ｇ

Ｃ
間

伝
送

路
コ

ス
ト

の
接

続
料

原
価

へ
の

全
額

算
入

の
継

続
【
新

平
成

１
７

年
改

正
省

令
附

則
第

７
項

、
第

１
０

項
】

【
現

状
】


ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
サ
ー

ビ
ス
制
度

の
補

て
ん
対

象
額

の
算

定
に
お

い
て
、
同

制
度

に
お

け
る
利

用
者

負
担

の
抑

制

を
図

る
観

点
か

ら
、
平

成
１
９
年

度
に

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル

サ
ー

ビ
ス
制

度
の
補

填
対

象
額

へ
の
算

定
方

法
を
当

分
の
間

変
更

す
る
こ
と
と
し
た
（
ベ

ン
チ
マ
ー
ク
「
全

国
平

均
費

用
＋

標
準

偏
差

の
２
倍
」
の
適
用

）
。


こ
れ

に
伴

い
、
当

分
の
間

の
措

置
と
し
て
、
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト

の
う
ち
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－
Ｇ
Ｃ
間
伝
送
路
コ
ス
ト
を
接
続
料
原

価
へ

付
替

え
る
こ
と
と
し
、
平

成
2
3
年

度
以

降
は
、
当

該

コ
ス
ト
の
全

額
が
接

続
料
原
価
に
算
入
さ
れ
て
い
る
。

【
措

置
】


平

成
３
０
年

答
申

を
踏

ま
え
、
平

成
３
１
年

度
か
ら

3
３
年

度
ま
で
の
３
年

間
に
お

い
て
も
引

き
続

き
、
き
線

点
Ｒ
Ｔ

－
Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
の
全

額
を
接

続
料

原
価

に
算

入
す

る
た
め
、
所

要
の
規

定
を
整
備
。

⑤
接

続
料

算
定

に
用

い
る

通
信

量
の

扱
い

⑥
東

西
均

一
接

続
料

の
扱

い

■
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
接

続
料

原
価

及
び

通
信

量
等

の
合

算
に

よ
る

接
続

料

算
定

（
東

西
均

一
接

続
料

）
の

継
続

【
新

平
成

１
７

年
改

正
省

令
附

則
第

１
５

項
】

【
現

状
】


Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
は
異
な
る
電
気

通
信

事
業

者
で
あ
り
、
各

々
の
原

価
に
基

づ

き
接

続
料

を
算

定
す

る
こ
と
が
適

当
で
あ
る
が
、

接
続

料
水

準
の
東

西
格

差
に
よ
り
利

用
者

料

金
の
地

域
格
差

が
生
じ
る
こ
と
へ

の
懸
念

か
ら
、

こ
れ

ま
で
東

西
均

一
接

続
料

が
採

用
さ
れ

て

い
る
。

【
措

置
】


平
成
３
０
年
答
申
を
踏
ま
え
、
平
成
３
１
年
度
か

ら
３
３
年
度
ま
で
の
３
年
間
に
お
い
て
も
引
き
続

き
、
東
西
均

一
接
続

料
を
適
用

す
る
た
め
、
所

要
の
規
定
を
整
備
。

■
前

年
度

下
期

と
当

年
度

上
期

の
通

信
量

を
通

年
化

し
た

通
信

量
の

継
続

採
用

【
新

平
成

１
７

年
改

正
省

令
附

則
第

１
２

項
】

【
現

状
】


接

続
料

算
定

に
用

い
る
入

力
値

の
う
ち
通

信
量

に
つ

い
て
は
、
信

頼
性

の
あ
る
デ

ー
タ
で
あ
る
こ
と
を
前

提

と
し
て
、
可

能
な
限

り
適

用
年
度

に
近

い
デ

ー
タ
の
採

用
が
適

当
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ

ま
で
、
算

定
さ
れ
る

接
続

料
の
適

用
年

度
の
前

年
度

の
下

半
期

と
適

用

年
度

の
上

半
期

の
通

信
量

を
通

年
化

し
た
も
の
を
採

用
。

【
措

置
】


平

成
３
０
年

答
申

を
踏

ま
え
、
平

成
３
１
年

度
か
ら
３
３

年
度
ま
で
の
３
年

間
に
お

い
て
も
引

き
続

き
、
前

年
度

下
期

と
当

年
度

上
期

の
通

信
量

を
通

年
化

し
た
も
の

を
採

用
す

る
た
め
、
所

要
の
規

定
を
整
備

。

■
そ

の
他

【
新

接
続

料
規

則
第

１
条

、
第

４
条

、
第

５
条

、
第

６
条

第
１

項
、

第
２

項
及

び
第

４
項

、
第

８
条

第
１

項
、

第
９

条
第

２
項

、
第

１
０

条
第

１
項

、
第

１
１

条
第

３
項

か
ら

第
５

項
ま

で
、

第
１

２
条

の
２

、
第

１
３

条
第

４
項

、
第

１
４

条
第

１
項

、
第

１
４

条
の

２
、

第
１

６
条

の
２

、
第

１
７

条
第

２
項

、
第

１
８

条
の

４
、

第
１

９
条

、
第

２
０

条
、

第
２

１
条

、
新

平
成

１
７

年
改

正
省

令
附

則
】


制

定
か

ら
約

２
０

年
※

を
経

た
本

省
令

の
規

定
上

の
表

現
を

改
め

て
確

認
し

、
制

度
趣

旨
に

照
ら

し
て

規
定

を
明

確
化

。
※

本
省

令
の

前
身

に
当

た
る

「指
定

電
気

通
信

設
備

の
接

続
料

に
関

す
る

原
価

算
定

規
則

」
は

平
成

９
年

１
２

月
１

９
日

制
定

。
ま

た
、

平
成

１
２

年
に

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備
接

続
料

規
則

と
な

っ
て

か
ら

こ
れ

ま
で

約
４

０
回

の
改

正
を

経
て

い
る

。
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（
参
考

）
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
の
接
続
料
原
価
へ
の
付
替
え

14

平
成
２
０
年
度
以
降
の
接

続
料
算
定
の
在
り
方
に
つ
い
て

答
申
（平

成
1
9
年

9
月
）

○
（
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
の
う
ち
）
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
は
、
あ
く
ま
で
も
当

分
の
間

の
措

置
と

し
て
、
従

量
制

接
続

料
の
原

価
に
算

入
し
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

の
利

用
部

門
を
含

む
接

続
事

業
者

が
公

平
に
負

担
す

る
と
い
う
形

に
す

る
こ
と
も
や

む
を
得

な
い
。
激

変
緩

和
措

置
と
し

て
、

平
成

２
０

年
度

を
ベ

ー
ス

と
し

て
毎

年
度

２
０

％
ず

つ
接

続
料

原
価

に
算

入
す
る
こ
と
が
適

当
。

長
期
増
分
費
用
方
式
に
基
づ
く
接
続
料
の
平
成
２
３
年
度
以
降
の
算
定
の
在
り
方
に
つ
い
て

答
申
（平

成
2
2
年

9
月
）

○
（
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
の
扱

い
に
つ

い
て
は
）
利

用
者

負
担

軽
減

の
観

点
か
ら
、

あ
く
ま
で
も
当

分
の
間

の
措

置
と
し
て
、

引
き

続
き

段
階

的
付

替
え

を
行

う
こ

と
に

よ
っ

て
、

従
量

制
接

続
料

の
原

価
に

そ
の

１
０

０
％

を
算

入
す
る
こ
と
も
や
む
を
得

な
い
。

長
期
増
分
費
用
方
式
に
基
づ
く
接
続
料
の
平
成
２
５
年

度
以
降
の
算
定
の
在
り
方
に
つ
い
て

答
申
（平

成
2
４
年

9
月
）

○
（
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
の
扱
い
に
つ

い
て
は
）
利

用
者

負
担

軽
減

の
観

点
か
ら
、

あ
く
ま
で
も
当

分
の
間

の
措

置
と
し
て
、

引
き

続
き

従
量

制
接

続
料

の
原

価
に

そ
の

１
０

０
％

を
算

入
す

る
こ

と
も

や
む

を
得

な
い
。
（
局
設

置
Ｆ
Ｒ
Ｔ
－
Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
に
つ

い
て
は
、
き
線

点
Ｒ

Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
と
同
様
の
扱
い
。
）

長
期
増
分
費
用
方
式
に
基
づ
く
接
続
料
の
平
成
２
８
年
度
以
降
の
算
定
の
在
り
方
に
つ
い
て

答
申
（平

成
2
7
年

9
月
）

○
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
の
扱
い
に
つ
い
て
は
、
利

用
者

負
担

の
抑

制
の
観

点
か
ら
、

引
き

続
き

従
量

制
接

続
料

の
原

価
に

そ
の

１
０

０
％

を
算

入
す

る
こ

と
は

や
む

を
得

な
い
。

○
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
の
う
ち
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
に
つ
い
て
は
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
制

度
と
の
関

係
か
ら
、
利

用
者

負
担

を
軽

減
す
る
た
め
、

平
成

2
0
年
度
以
降

、
接

続
料

原
価

に
付

替
え
を
行

っ
て
い
る
と
こ
ろ
。

平
成
１
７
年
度
以
降
の
接
続
料
算
定
の
在
り
方
に
つ
い
て

答
申
（平

成
1
6
年

1
0
月
）

○
通

信
量

の
減

少
傾

向
が
継
続

す
る
こ
と
が
共
通

の
理

解
と
な
っ
て
い
る
現

時
点

に
お

い
て
は
、
Ｎ

Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
を
接

続
料

原
価
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

の
基

本
料

収
支

に
過

度
の
影

響
を
与

え
な
い
た
め
に
は
、

Ｎ
Ｔ

Ｓ
コ

ス
ト

を
5
年

間
で

段
階

的
に

接
続

料
原

価
か

ら
除

き
、
基
本
料

に
付

け
替
え
る
こ
と
が
適

当
。

Ｎ
Ｔ

Ｓ
コ

ス
ト

の
接

続
料

原
価

へ
の

算
入

額
推

移

3
,4

8
4
億

円

2
,6

2
0
億

円
（
3
,2

7
5
億

円
）

3
9
8
億

円

2
6
8
億

円

1
/
5

2
/
5

3
/
5

4
/
5

5
/
5

H
1
2

H
1
6

H
1
7

H
2
3

H
2
4

H
2
5

（
Ｎ

Ｔ
Ｓ

コ
ス

ト
総

額
）

（
2
,6

6
2
億

円
）

（
3
,4

8
4
億

円
）

H
2
0

き
線

点
Ｒ

Ｔ
－

Ｇ
Ｃ

間
伝

送
路

コ
ス

ト

Ｎ
Ｔ

Ｓ
コ

ス
ト

H
2
6

H
2
7

H
2
8

4
1
2
億

円

3
6
4
億

円

4
6
4
億

円
※

（
1
,6

5
4
億

円
）

（
1
,4

3
3
億

円
）

（
1
,4

0
6
億

円
）

4
1
6
億

円
※

（
1
,2

3
7
億

円
）

3
8
8
億

円
※

（
1
,1

3
1
億

円
）

3
2
7
億

円
※

（
1
,0

1
6
億

円
）

3
6
6
億

円
（
2
,4

0
7
億

円
）

4
3
6
億

円
（
2
,1

3
6
億

円
）

H
2
1

H
2
2

※
局

設
置

F
R

T
-
G

C
間

伝
送

路
コ

ス
ト

を
含

む
。

H
2
9

2
8
9
億

円
※

（
9
4
3
億

円
）

き
線

点
Ｒ

Ｔ
－

Ｇ
Ｃ

間
伝

送
路

コ
ス

ト
以

外
の

Ｎ
Ｔ

Ｓ
コ

ス
ト

H
1
8

H
1
9
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（
参
考
）
き
線
点
Ｒ
Ｔ

-Ｇ
Ｃ
間
伝
送
路
の
概
要

15

主
な

設
備

主
な

機
能

①
き

線
点

遠
隔

収
容

装
置

（
き

線
点

Ｒ
Ｔ

）

・
メ

タ
ル

回
線

を
収

容
す

る
機

能

・
呼

出
信

号
の

送
出

等
の

機
能

・
光

信
号

／
電

気
信

号
変

換
等

機
能

②
中

継
伝

送
路

等

（
き

線
点

Ｒ
Ｔ

－
Ｇ

Ｃ
間

）

・
光

フ
ァ

イ
バ

で
通

信
を

伝
送

す
る

機
能

－
F
R

T
由

来
の

リ
ピ

ー
タ

－
中

継
光

ケ
ー

ブ
ル

－
中

継
系

管
路

等

③
加

入
者

ポ
ー

ト

（
Ｓ

Ｌ
ＩＣ

）

・
メ

タ
ル

回
線

を
Ｇ

Ｃ
交

換
機

に
収

容
す

る
機

能

・
呼

出
信

号
の

送
出

等
の

機
能

④
半

固
定

パ
ス

接
続

装
置

（
Ｌ

Ｘ
Ｍ

）

・
光

フ
ァ

イ
バ

に
よ

り
伝

送
さ

れ
る

通
信

を
複

数
の

交
換

機
に

振
り

分
け

る
機

能

⑤
主

配
線

盤
、

光
ケ

ー
ブ

ル
成

端
架

（
Ｍ

Ｄ
Ｆ

、
Ｃ

Ｔ
Ｆ

）

・
局

内
ケ

ー
ブ

ル
を

収
容

す
る

た
め

の
配

線
盤

※
端

末
回

線
伝
送

機
能
は
、
当

初
よ
り
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
と
の
位

置
付

け
。
い
わ
ゆ
る
Ｎ
Ｔ
Ｓ
コ
ス
ト
は
、

平
成

1
7
年

度
接

続
料

算
定

時
よ
り
、
接

続
料

原
価

か
ら
の
段

階
的
控

除
が
開

始
さ
れ
た
部
分

。

（
き
線

点
Ｒ
Ｔ
－

Ｇ
Ｃ
間

伝
送

路
コ
ス
ト
は
、
平

成
2
0
年

度
よ
り
、
段

階
的

に
接

続
料

原
価

へ
付

替
え
。
）

○
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平成31年度以降の接続料算定における

長期増分費用方式の適用の在り方について

答申概要

平成30年10月16日

情報通信審議会

電気通信事業政策部会

参考

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する第一種指定電気通信設備の機能のうち加入者交換機能や中継交換機能等に係る接続

料の算定には、現在、長期増分費用方式が適用されている。平成27年９月14日付け情報通信審議会答申では、現行の長期

増分費用方式に基づく算定方法の適用期間を平成30年度までとしている。

○ 情報通信審議会答申「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移行後のIP網のあるべき姿～」（平成29年３月28

日）では、ＩＰ網への移行期間中におけるＰＳＴＮに係る接続料算定の在り方について検討が必要であり、音声通信に係る接続料

算定の対象とすべき設備やサービス、機能の範囲等について整理することが必要と提言された。また、総務省は「長期増分費

用モデル研究会」を開催し、平成31年度以降の接続料の算定に適用可能な長期増分費用モデルについて検討を行い、平成

29年７月11日に同研究会の報告書が取りまとめられた。

○ 以上を踏まえ、情報通信審議会では、平成31年度以降の当該機能に係る接続料算定における長期増分費用方式の適用

の在り方について検討を行い、平成30年７月18日に答申（案）を取りまとめた。

検討の経緯等 18
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（参考）長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式に基づく接続料算定 19

○ 長期増分費用（ＬＲＩＣ：Long-Run Incremental Costs）方式は、接続料の原価算定において、事業者の非効率性を排除した適切

な原価を算定するために平成１２年の電気通信事業法改正により導入。ＮＴＴ東日本・西日本の実際のネットワークと同等規模の

ネットワークを、現時点で最も低廉で効率的な設備と技術により構築・運営した場合の費用を算定する方式。

○ ＬＲＩＣ方式は、現在、加入者交換機や中継交換機等の接続料算定に適用されている。

※２～３年で見直し。現行は７次モデル（平成２８～３０年度）。

 ＬＲＩＣモデルの見直し検討

接続料原価を算定するための技術モデル（ＬＲＩＣモデル）を策定。

 接続料算定の在り方の決定

ＬＲＩＣモデルの適用方法や適用期間等、接続料算定の在り方を決定。

ＬＲＩＣモデルの策定及びその適用の決定

電柱

管路

加入者交換局（GC局）

中継交換局（IC局）

加入者交換機

中継交換機

接続事業者（長距離、国際、移動体、ＣＡＴＶなど）

相互接続点

他の中継交換機へ

ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本のPSTN

接
続
料
原
価
対
象
設
備

加入電話

中継交換機への接続加入者交換機への接続

加入電話

相互接続点

接続料の算定

※毎年度実施。次年度のＮＴＴ東日本・西日本の接続約款に反映。

 入力値の見直し

毎年度、接続料算定に必要な需要・パラメータ（回線数、設備単価、耐

用年数等）を最新の値に見直し・更新。

 接続約款の変更認可

上記モデル及び入力値により算定した接続料について、ＮＴＴ東日本・

西日本の接続約款の変更を認可。

＜平成３０年度接続料＞

①加入者交換機への接続（ＧＣ接続）： ６．８１円／３分

②中継交換機への接続（ＩＣ接続）： ８．０９円／３分

②ＩＣ接続

①ＧＣ接続

報告書の構成 20

第１章 接続料の現状

第２章 長期増分費用方式の適用等

１．ＩＰ網への移行後を見据えた接続料算定

１．１．ＩＰ網への移行過程及び移行後における長期増分費用方式の適用

１．２．ＩＰ網への移行時の接続料算定に関する留意点

１．３．次々期適用期間以降の接続料算定に向けた検討課題

１．４．事業者間協議における着信接続料の設定

２．平成31年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用

第３章 ＮＴＳコストの扱い

第４章 東西均一接続料の扱い

第５章 接続料算定に用いる入力値の扱い

第６章 ＰＳＴＮ接続料と光ＩＰ電話接続料との関係

第７章 新たな算定方法の適用期間

第８章 今後の接続料算定の在り方
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第１章 接続料の現状① 21

○ 「固定電話全体」の契約数はほぼ横ばい傾向。

- 平成28年度は5,540万加入、前年度比で約0.8％の減少。

○ 「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数は減少傾向。

- 平成28年度は2,298万加入、前年度比で約8.4％の減少。

○ 「ＯＡＢＪ－ＩＰ電話」の契約数は増加傾向。

- 平成26年度に加入電話・ＩＳＤＮを上回り、28年度は固定電話全体の約６割。

- 平成28年度は3,241万加入、対前年度比約5.4％の増加。

■音声通信サービスの契約数等の推移

【音声通信サービスの契約数等の推移】

出典： 「電気通信サービスの加入契約数等の状況」（総務省）及び「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」（総務省）

○ 加入者交換機等の接続料算定には、平成12年度に長期増分費用方式

を導入。

○ 長期増分費用方式により算定した接続料原価は、現在まで一貫して減少。

- 平成30年度は1,159億円、前年度比で約6.7％の減少。

○ 現在、実際費用の水準は長期増分費用方式による接続料原価の水準を

大きく上回っている。

- ＮＴＴ東日本・西日本によれば、平成28年度において700億円程度の乖離。

■接続料原価の推移

【長期増分費用方式に基づく接続料原価の推移】

第１章 接続料の現状② 22

■接続料の推移

【長期増分費用方式に基づく接続料の推移】

○ ＮＴＴ東日本・西日本の交換機を経由する通信量は減少傾向。

- 平成29年度、加入者交換機を経由する通信回数は約252億回で対前年度比約

12％の減少。通信時間は約7.3億時間で対前年度比約13％の減少。

○ 接続料原価の減少よりも、通信量の減少が大きいことから、接続料

単価は年々上昇。

- 平成30年度、ＧＣ接続料は6.81円／３分、前年度比で約6.6％の上昇。ＩＣ接続料

は8.09円／３分、前年度比で約5.4％の上昇。

- いずれも長期増分費用方式を導入して以来の最高水準。

○ ＮＴＴ東日本・西日本は、2021年（平成33年）から2025年（平成37年）

にかけて、ＰＳＴＮからＩＰ網へ移行するとの方針。

＜移行工程＞

・2021年（平成33年）１月頃に、ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話と各事業者網のＩＰ－ＩＰ

接続、及びＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者網間のＩＰ－ＩＰ接続を開始。

・2023年（平成35年）１月頃に「固定電話」着信のＩＰ接続を開始。

・2024年（平成36年）１月頃に「固定電話」発信のＩＰ網経由への切替を開始。

・2025年（平成37年）１月までにＩＰ網への移行を完了。

■ネットワークのＩＰ化（ＮＴＴ東日本・西日本）

【ＮＴＴ東日本・西日本固定電話網の移行に関する概要】

出典： ＮＴＴ「「固定電話」の今後について」（平成27年11月６日発表）
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第２章 長期増分費用方式の適用等① 23

○ メタルＩＰ電話について、接続料算定における適正性・公平性・透明性の確保等を図ることが必要。

- 現在、ＮＴＴ東日本・西日本の「加入電話・ＩＳＤＮ」の契約数及び需要は縮小傾向にあるものの、固定電話全体の契約数は依然として５千万加入以上。

- ＩＰ網への移行後、他事業者のＮＧＮへの依存性は強まることが想定され、ＮＧＮとの接続に関しては引き続き、公正競争の確保と利用者利便の向上を図っていくことが必要。

- ＮＧＮに接続して音声サービスを提供する接続事業者にとって、メタルＩＰ電話への接続は不可避。

○ 当面のＰＳＴＮの利用について、また、今後のＩＰ網への移行における局面について、接続料算定における非効率性の排除とともに公平性・透明性の確保

が可能な長期増分費用方式を適用することの意義は依然として変わらない（今後の接続料算定方法として有力なオプション）。

○ 接続ルート切替の順序・時期によって、事業者間で接続料負担の差異が生じないようにするための措置としては、個別事業者の接続ルート切替の前後

で接続料を区別せずに単一の料金を適用する方法が考えられる。

- ＩＰ網への移行における接続ルートの切替に伴い、ＰＳＴＮトラヒックが大幅に減少するため、ＰＳＴＮ固有の接続料を維持する場合、その算定方法によっては、ＰＳＴＮ接続料が急

激に上昇するおそれがある。

- 接続事業者の接続ルート切替の順序・時期は必ずしも当該事業者の都合だけでは決められないことを考えると、切替の前後（加入電話⇒メタルＩＰ電話）で適用される接続料の

考え方が異なる場合、事業者間で接続料負担の差異が生じるが、公平性の観点からは適切とは言えない。

１．１ ＩＰ網への移行過程及び移行後における長期増分費用方式の適用

１．２ ＩＰ網への移行時の接続料算定に関する留意点

第２章 長期増分費用方式の適用等② 24

＜次々期適用期間以降の接続料算定方法の検討にあたって＞

○ メタルＩＰ電話で用いる設備の内容、メタルＩＰ電話の接続料原価に相当する実際費用の見通し及びその内訳としてメタル収容装置のコスト見通しについて、

ＮＴＴ東日本・西日本はできる限り早期に明確にしていくことが求められる。

- ＮＴＴの構想によれば、ＰＳＴＮ接続料原価の大きな割合を占める加入者交換機は、ＩＰ網への移行後もメタル収容装置として引き続き使用される予定。

- ＩＰ網への移行後を見据えつつ、次々期適用期間以降の接続料算定に用いる方法として長期増分費用方式や他のオプションの採用の適否を検討していく上では、メタルＩＰ電話

の設備構成やコスト見通しを具体的に把握することが望ましいが、具体的な見通しはまだ示されていない。

＜長期増分費用モデルの見直しに向けて＞

○ 対象とするサービス・機能の範囲等、いくつかの選択肢について、まずは技術的な観点からモデル検討可能性や課題を整理し、その上で、プライシング

の観点からどのような適用が相応しいか定量的な検証を行う方法が考えられる。

○ その際、ユニバーサルサービスに関する今後の検討状況を踏まえつつ、光ファイバなどメタル回線以外の方法によってもサービス提供が可能な設備構

成とする等、技術の進展を反映した、より効率的なモデルを検討することが必要。

○ 市場におけるＩＰ網への移行の進展状況や技術的発展動向を踏まえつつ、第一種指定電気通信設備以外の電気通信設備との接続に関する接続料の

ベンチマークへの活用可能性も念頭に、長期増分費用モデルのさらなる改良の検討を進めることが必要。

- ＮＴＴ東日本・西日本以外の事業者の固定網への着信接続料の水準等については、事業者間協議において決められることが基本。

- 事業者間協議において合意が得られず、裁定の申請があった場合の考え方の方針として、原価等の算定に当たっては、接続に関して生じる費用等、算定根拠となるようなデー

タの提供を関係当事者に対して求めるとしている。その際、有効と認められるデータの提供が行われない場合には、原価等の算定のため、近似的に、例えば長期増分費用モデ

ル等により、他の費用等を用いるとしている。

１．３ 次々期適用期間以降の接続料算定に向けた検討課題

１．４ 事業者間協議における着信接続料の設定
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第２章 長期増分費用方式の適用等③ 25

＜次期適用期間における接続料算定で用いるモデル＞

○ 次期適用期間における接続料の算定は、段階的な移行の手段として、まずは改良ＰＳＴＮモデルによりこれを行う。

○ 仮に、改良ＰＳＴＮモデルによって算定する接続料水準が、指針に基づくスタックテストによる検証に耐えられないことが分かった場合（指針に基づき行う

ＮＴＴ東日本・西日本の検証結果の報告を受ける総務省において、利用者料金の水準と接続料の水準の関係が指針の基準を満たしていないと認めた場

合）には、それに代えて、改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせ（４対１等）へ移行の段階を進める※こととする。

- 長期増分費用方式の適用に当たっては、現在の実際のネットワークがどのような設備構成で設置されているかにとらわれず、現在想定できる高度で新しい電気通信技術を利用

した効率的な設備構成を想定することが制度の趣旨に適っていることになる。そういった見地からは、モデル研究会で新たに策定された改良ＩＰモデルを用いて接続料の算定を

行うこととすることは、公正な競争環境の確保を求める制度の趣旨に適っていると言える。

- 他方で、既存の利用者の円滑な移行への考慮も必要であり、効率的なネットワークへの移行を現実には瞬時に行うわけにはいかないことも事実。

- 現時点においては、ＩＰ網を前提にした算定への移行を終了する時期を特定するのは時期尚早と考えられ、長期増分費用方式の適用に当たって当面の間は、ＩＰ網を前提とした

接続料原価の算定に向けた段階的な移行の時期として対応することがより適切。

※ 指針に基づくスタックテストのうち、利用者料金と接続料の差分が営業費相当基準額を下回らないものであるかどうかの検証を行い、差分が営業費相当基準額を下回る場合に

は、改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせへ移行の段階を進める。ただし、認可接続料に比べ他事業者接続料の著しい上昇により利用者料金と接続料の差分が営

業費相当基準額を下回るといった他律的要因が客観的かつ定量的に確認できる場合には、総務省において、そうした事情を考慮して取り扱うことを検討する余地があると考える。

２． 平成３１年度以降の接続料算定における長期増分費用方式の適用

（参考）
Ｈ３０ＡＣ

次期適用期間

Ｈ３１ＡＣ Ｈ３２ＡＣ Ｈ３３ＡＣ

改良ＰＳＴＮモデル

ＩＣ接続料 ８．０９ ※第７次モデル ８．０～８．３ ８．７～９．１ ９．６～１０．０

ＧＣ接続料 ６．８１ ※第７次モデル ６．９～７．０ ７．５～７．８ ８．２～８．６

改良ＩＰモデル ５．２ ５．７～５．８ ６．２～６．４ ６．９～７．２

各年度の接続料算定において、改良ＰＳＴＮモデルによる接続料水準が指針に基づくスタックテストの検証に耐えられない場合、改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデ
ルを組み合わせ（４対１等）。

（単位：円／３分）【各モデルによる接続料の試算】

第２章 長期増分費用方式の適用等④ 26

＜モデルの組み合わせ方法＞

○ 改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせによって接続料水準を設定する場合の接続料は、ＧＣ接続やＩＣ接続といった通信形態ごとを接続料の

単位とし、両モデルにおける対応設備に係る原価を需要で除した単位当たりコストの合計に比率（例えば４対１の場合、改良ＰＳＴＮモデルは0.8、改良ＩＰモ

デルは0.2）を乗じて求めた値を合計して算定することを基本とする。

- 改良ＰＳＴＮモデル及び改良ＩＰモデルともに、接続料の単位となるアンバンドル機能は概ね設備ごとであるが、改良ＰＳＴＮモデルで想定されている接続料の単位と、改良ＩＰモデ

ルで想定されている接続料の単位は、それぞれ異なることに留意が必要。

○ 組み合わせの割合は、両モデルによりそれぞれ算定した値を、４対１、３対２、２対３、１対４、０対５のいずれか第一種指定電気通信設備設置事業者が

選択する比率で上述のとおり組み合わせて、指針に基づくスタックテストの検証（検証対象：加入電話・ＩＳＤＮ通話料）に耐え得る接続料の水準を設定する。

- 比率は、従来の接続料認可における新サービスの収支相償の期間を５年間としており、ＩＰ網によるサービスの立ち上げも同様の期間で見るならば５年程度での移行が考えられ

得ることや、ルール間の移行にあたり激変緩和措置として５年間で（５分の１ずつ）段階的に行うこととしてきた事例を参考に、５段階での移行を想定。

【改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせによる接続料の単位のイメージ】
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（参考）改良ＰＳＴＮモデルと改良ＩＰモデルの組み合わせイメージ 27

改良ＰＳＴＮモデル
改良ＩＰモデル

※機能名は仮（モデル研究会報告時のもの）

通信形態

加
入
者
交
換
機
能

Ｇ
Ｃ

加
入
者
交
換
機
能

Ｇ
Ｃ
以
下
の
伝
送
路

加
入
者
交
換
機
共
用

ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト
機
能

中
継
交
換
機
能

中
継
交
換
機
共
用

ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト
機
能

中
継
伝
送
共
用
機
能

そ
の
他

加
入
者
交
換
機
能

中
継
交
換
機
能

Ｉ
Ｃ-

Ｐ
Ｏ
Ｉ

中
継
伝
送
共
用
機
能

そ
の
他

自ユニット内 ● ● ● ● ●

自ビル内自ユニット外 ● ● ● ● ●

ＭＡ内自ビル外 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ＭＡ間ＺＡ内 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ＧＣ接続 ● ●
・加入者交換機専用トランク
ポート機能

● ● ● ●

・中継交換機専用トランク
ポート機能
・中継交換機接続伝送専
用機能

ＧＣ接続
（中継伝送専用機能経
由）

● ●
・加入者交換機専用トランク
ポート機能
・中継伝送専用機能

● ● ● ●

・中継交換機専用トランク
ポート機能
・中継交換機接続伝送専
用機能

ＩＣ接続 ● ● ● ● ● ●

・中継交換機専用トランク
ポート機能
・中継交換機接続伝送専用
機能

● ● ● ●

・中継交換機専用トランク
ポート機能
・中継交換機接続伝送専
用機能

ＩＣ接続（ＧＣ経由なし） ●

・中継交換機専用トランク
ポート機能
・中継交換機接続伝送専用
機能

● ●

・中継交換機専用トランク
ポート機能
・中継交換機接続伝送専
用機能

通信形態ごとに料金を算定

第３章 ＮＴＳコストの扱い 28

○ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストは基本料の費用範囲の中で回収することが原則であり、「固定電話網の円滑な移行の在り方 二次答申」で提言されて

いるユニバーサルサービス制度の検討の後に、当該コストの扱いについて、見直しを行うべき。

- き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストを接続料原価へ全額算入する場合のＩＣ接続料（改良ＰＳＴＮモデルによる平成31年度から33年度までの予測値）は、全額控除する場合に比べ、

３分当たりおよそ２円～2.5円高い。

- ＰＳＴＮ接続料は年々上昇傾向にある一方で、ユニバーサルサービス交付金制度の補填対象額の番号単価は年々低廉化（平成20年度及び21年度認可の８円をピークに年々

低廉化傾向にあり、現在は２円程度）。

- しかし、仮にき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの全てを基本料の費用範囲の中で回収することとした場合、拠出事業者の太宗が番号単価相当額をユニバーサルサービス料として

そのまま利用者に請求している状況にまだ変化がないことにも鑑みれば、その利用者負担は大幅に増大することが見込まれる。

○ メタルＩＰ電話においても、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストに相当する設備が残るのであれば、次々期適用期間以降における接続料算定方法との整合

（ＴＳ・ＮＴＳコスト区分等）や、今後のユニバーサルサービス制度の在り方を踏まえつつ、接続料原価からの控除可能性について改めて検討することが適当。

○ なお、今後のユニバーサルサービス制度の在り方については、接続料水準が今後もさらに上昇を続ける可能性がある中で、当該制度が、ナショナルミニ

マムを維持する趣旨に照らして、設備構成の効率化を促進するといった観点を含め、改善の余地がないか、総務省において早急に検討を進めることが求

められる。

Ｈ31ＡＣ Ｈ32ＡＣ Ｈ33ＡＣ

接続料原価に全額算入（現行）
改良ＰＳＴＮモデル ８．０～８．３ ８．７～９．１ ９．６～１０．０

改良ＩＰモデル ５．７～５．８ ６．２～６．４ ６．９～７．２

接続料原価から全額控除
改良ＰＳＴＮモデル ６．１～６．３ ６．６～６．９ ７．３～７．５

改良ＩＰモデル ５．７～５．８ ６．２～６．４ ６．９～７．２

（単位：円／３分）【き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの付替えによるＩＣ接続料水準への影響】

■ 次期適用期間におけるＮＴＳコストの扱い

■ 次々期適用期間以降におけるＮＴＳコストの扱いに係る検討方向性
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第４章 東西均一接続料の扱い 29

○ 今般、改良ＰＳＴＮモデルの採用に伴い東西別の接続料に是正することは、負担の変動が著しく大きいため現実的ではない。

- ＮＴＴ東日本・西日本の各々の業務区域における第一種指定電気通信設備との接続に関する原価は別々に算定されるものであり、ＮＴＴ東日本・西日本の各々の接続料は別々

に算定され、設定されることが原則。

- これまで、長期増分費用方式により算定する接続料は、利用者料金の地域格差が生じることへの懸念から社会的要請があるとして、東西均一接続料が採用されてきた。

○ 次々期適用期間以降の接続料の在り方に向けては、接続料が本来、東西別で設定されるものであることを念頭に、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行状況や、移

行後の提供サービスにおける利用者料金と接続料との関係等を踏まえつつ、東西均一接続料の維持の要否について検討することが適当。

■ 次期適用期間における東西均一接続料の扱い

【東西別料金設定によるＩＣ接続料水準及び東西格差への影響】

（改良ＰＳＴＮモデル） （単位：円／３分）

（改良ＩＰモデル） （単位：円／３分）

Ｈ31ＡＣ Ｈ32ＡＣ Ｈ33ＡＣ

①東西均一 ８．０～８．３ ８．７～９．１ ９．６～１０．０

②東日本 ７．５～７．６ ８．１～８．３ ８．８～９．１

③西日本 ８．７～８．９ ９．５～９．８ １０．４～１１．０

東西格差（③／②） １．１７ １．１７～１．１８ １．１９～１．２１

Ｈ31ＡＣ Ｈ32ＡＣ Ｈ33ＡＣ

①東西均一 ５．７～５．８ ６．２～６．４ ６．９～７．２

②東日本 ５．０～５．１ ５．４～５．６ ６．０～６．３

③西日本 ６．３～６．５ ７．０～７．２ ７．８～８．１

東西格差（③／②） １．２７ １．２８～１．２９ １．２９～１．３０

■ 次々期適用期間以降における東西均一接続料の扱いに係る検討方向性

第５章 接続料算定に用いる入力値の扱い 30

○ 次期適用期間の接続料算定においては、引き続き、前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用することが適当。

- 信頼性のあるデータであることを前提として、可能な限り適用年度に近いデータの採用が適当と考えられる。

- 直近３年間（平成26年度から28年度まで）の通信量を用いて、次の３つの予測方法に対し、２つの評価を実施。

- 「a. 予測値と実績値の乖離幅」（振幅）については、通信時間及び通信回数ともに、予測方法①＜②＜③となっている。

- 「b. 当年度通信量との乖離幅」については、通信時間及び通信回数ともに、予測方法③＜②＜①となっている。

- ３つの予測方法に関して乖離幅の傾向は前回答申時と変わらない。

○ 通信量以外の入力値については、引き続き、事業者の経営上の機密への配慮と、透明性・公開性の確保の双方に十分に配意しつつ、必要に応じて総

務省において毎年度の接続料算定時に見直し、可能な限り最新のデータを用いることとすることが適当。

○ その際、改良ＩＰモデルで用いる入力値についても、併せて最新のデータに見直しを行うことが適当。

■ 通信量の扱い

【予測方法の違いによる予測値と実績値の乖離の評価】 （通信時間／ＧＣ経由時間）

【３つの予測方法】
①前年度通信量を採用（３か月先予測）
②前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用（９か月先予測）
③当年度通信量を採用（15か月先予測）

【２つの評価方法】
a. 予測値と実績値（同期間の実績）の乖離幅
b. 当年度通信量（当年度の実績）との乖離幅

予測の程度 ①前年度予測値
②前年度下期

＋当年度上期予測値
③当年度予測値

a. 予測値と実績値の乖離幅 -0.4～0.3% -0.8～0.4% -1.6～1.8%

（振幅） 0.7% 1.2% 3.4%

b. 当年度通信量との乖離幅 14.5～16.7% 6.0～8.8%
同上

（振幅） 2.2% 2.8%

■ その他の入力値
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第６章 ＰＳＴＮ接続料と光ＩＰ電話接続料との関係
第７章 新たな算定方法の適用期間

31

○ ＰＳＴＮと光ＩＰ電話とはそれぞれ異なるネットワークであり、また、設備構成や機能等に差異があること等から、ＰＳＴＮ接続料と光ＩＰ電話接続料の双方の

加重平均値を接続料として適用することは行わないことが適当。

- ＰＳＴＮ及び光ＩＰ電話のそれぞれのネットワークの接続料原価算定方式が異なること。 ※ＰＳＴＮ接続料は長期増分費用方式、光ＩＰ電話接続料は実際費用方式。

- ＰＳＴＮと光ＩＰ電話では設備構成や機能等に差異があり、また、利用者料金やサービス面においてそれぞれ明確に区別されていること。

- 加重平均方式の適用によって、ＰＳＴＮ接続料は低廉化するが、光ＩＰ電話接続料は上昇すること。

○ メタルＩＰ電話と光ＩＰ電話は、コアネットワークを共有することとなるが、原価算定方式や機能、利用者料金の差異は依然として存在することを踏まえつつ、

同一接続料とする場合の方法やそれによる影響等、改めて検討を行うことが必要。

○ これまで多くの場合において適用期間を３年間としていることに加え、今後、モデルの見直しや接続料算定の在り方に関する検討に２～３年程度の期間

を要することが想定されることから、平成31年度以降の接続料算定方式の適用期間は３年間とすることが適当。

- 長期増分費用モデルは、適宜その見直しを行い、最新技術を適用することが望まれるが、他方で、制度の安定性を確保する観点等から、算定方法の過度に頻繁な変更は好ま

しくない。そうした事情から、これまで多くの場合において適用期間を３年間としている。

- ＮＴＴ東日本・西日本は、平成37年（2025年）１月までにＰＳＴＮからＩＰ網への移行を完了するとしているところ、今後は、ＰＳＴＮ及びＮＧＮを取り巻く環境の変化、ＰＳＴＮ接続料

水準の上昇可能性、また、接続事業者によるＰＳＴＮへの接続動向の変化が想定される。

- 他方、長期増分費用モデルの検討に当たっては、ＩＰ網へ移行後の市場環境を見据えつつ、当該方式を適用するサービスや機能の範囲等の整理、また、光ファイバなど技術の

進展を反映した設備構成による更なる効率化が必要であり、これらモデルの見直しや接続料算定の在り方に関する検討には２～３年程度の期間を要することが想定される。

第６章 ＰＳＴＮ接続料と光ＩＰ電話接続料との関係

■ 次期適用期間における光ＩＰ電話接続料との関係

■ 次々期適用期間以降における光ＩＰ電話接続料との関係の検討方向性

第７章 新たな算定方法の適用期間

第８章 今後の接続料算定の在り方 32

○ 国内の固定電話市場におけるネットワークのＩＰ化は着実に進んでおり、契約数で見れば、固定電話全体のうち「０ＡＢＪ－ＩＰ

電話」が占める割合は、平成28年度で約59％（０５０－ＩＰ電話も含めれば約64％）に達している。

○ 次々期適用期間以降の固定電話に係る接続料について、仮にその原価の算定においてＩＰ網のみをベースとせずにＰＳＴＮ

の要素を使い続けるのであれば、接続料を支払う接続事業者にとっては、より大きな費用負担となる。接続事業者自身がいか

に自網のＩＰ化によって効率化を図っても、それによっては、その費用負担は変わらない。ＰＳＴＮ接続料は、通信量の減少に伴

い、今後も上昇を続ける可能性があり、接続事業者の費用負担は今後さらに増大していくことが想定される。その中では、ネット

ワークのＩＰ化や光化等によるさらなる効率化へのインセンティブが十分に働かないおそれがある。これは、接続料の算定に当

たってＰＳＴＮを要素として使い続ける場合のデメリットであり、留意する必要がある。

○ 固定電話サービスが、これまでと同様に、社会経済活動に不可欠な基盤として、誰もが利用可能な料金水準で今後も提供

されるためには、需要に応じた効率的なサービス提供がなされる必要がある。そのためには、接続事業者が支払う接続料につ

いても、ネットワークのＩＰ化や光化等の技術の進展を踏まえ、さらなる低廉化が促進されることが求められる。今後の接続料算

定の在り方としては、そうした仕組みを検討していく必要がある。
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一 頁

○ 総 務 省 令 第 号

電 気 通 信 事 業 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 六 号 ） 第 三 十 三 条 第 四 項 第 一 号 ロ 及 び 第 二 号 の 規 定 に 基

づ き 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 年 月 日

総 務 大 臣 石 田 真 敏

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

（ 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 （ 下 線 を 含 む 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） を 付 し

又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ

部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 傍 線 （ 二 重 下 線 を

含 む 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） を 付 し た 規 定 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は

、 そ の 標 記 部 分 が 同 一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の 標 記 部 分

が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 前 欄 に

掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に

2
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二 頁 

掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。

3
0



三 頁 

改  正  後 改  正  前 
目 次 

［ 第 一 章 ～ 第 四 章 略 ］ 

第 五 章 接 続 料 設 定 （ 第 十 四 条 ― 第 十 八 条 の 三 ） 

第 六 章 そ の 他 の 接 続 料 （ 第 十 八 条 の 四 ） 

第 七 章 通 信 量 等 の 記 録 （ 第 十 九 条 ） 

第 八 章 再 計 算 （ 第 二 十 条 ・ 第 二 十 一 条 ）  

附 則 

目 次 

［ 第 一 章 ～ 第 四 章 同 上 ］ 

第 五 章 接 続 料 設 定 （ 第 十 四 条 ― 第 十 八 条 ） 

第 六 章 通 信 量 等 の 記 録 （ 第 十 九 条 ） 

第 七 章 再 計 算 （ 第 二 十 条 ・ 第 二 十 一 条 ）  

 

附 則 

 （ 目 的 ）  （ 目 的 ） 

第 一 条 こ の 省 令 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 と の 接 続 に 関 し 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設

置 す る 電 気 通 信 事 業 者 （ 以 下 「 事 業 者 」 と い う 。 ） が 取 得 す べ き 接 続 料 に 関 し て 、 電 気 通 信 事

業 法 （ 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 三 十 三 条 第 四 項 第 一 号 ロ の 機 能 （ 以 下 「 機 能 」 と い う 。 ） 、 機

能 ご と の 適 正 な 原 価 及 び 適 正 な 利 潤 の 算 定 方 法 、 通 信 量 等 の 記 録 及 び 再 計 算 に 関 す る 事 項 そ の

他 の 必 要 な 事 項 を 定 め 、 も っ て 接 続 料 が 、 適 正 か つ 明 確 に 定 め ら れ 、 能 率 的 な 経 営 の 下 に お け

る 適 正 な 原 価 に 適 正 な 利 潤 を 加 え た 金 額 に 照 ら し 公 正 妥 当 な も の で あ る こ と を 確 保 す る こ と を

目 的 と す る 。 

第 一 条 こ の 省 令 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 と の 接 続 に 関 し 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設

置 す る 電 気 通 信 事 業 者 （ 以 下 「 事 業 者 」 と い う 。 ） が 取 得 す べ き 接 続 料 に 関 し て 、 電 気 通 信 事

業 法 （ 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 三 十 三 条 第 四 項 第 一 号 ロ の 機 能 （ 以 下 「 機 能 」 と い う 。 ） 、 機

能 ご と の 適 正 な 原 価 及 び 適 正 な 利 潤 の 算 定 方 法 、 通 信 量 等 の 記 録 及 び 再 計 算 に 関 す る 事 項 を 定

め 、 も っ て 機 能 ご と の 接 続 料 が 、 適 正 か つ 明 確 に 定 め ら れ 、 能 率 的 な 経 営 の 下 に お け る 適 正 な

原 価 に 適 正 な 利 潤 を 加 え た 金 額 に 照 ら し 公 正 妥 当 な も の で あ る こ と を 確 保 す る こ と を 目 的 と す

る 。 

 （ 機 能 ）  （ 機 能 ） 

第 四 条 法 第 三 十 三 条 第 四 項 第 一 号 ロ の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 は 、 次 の 表 の 上 欄 及 び 中 欄 の と お

り と し 、 そ れ ぞ れ の 機 能 に 対 応 し た 設 備 等 を 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 対 象 設 備 及 び こ れ の 附 属 設 備

並 び に こ れ ら を 設 置 す る 土 地 及 び 施 設 （ 以 下 「 対 象 設 備 等 」 と い う 。 ） と す る 。 

 ［ 略 ］ 

 備 考 

一 表 一 の 項 の 光 信 号 端 末 回 線 伝 送 機 能 並 び に 表 六 の 項 の 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別

光 信 号 中 継 伝 送 機 能 は 、 帯 域 が 制 限 さ れ る 場 合 に お け る も の と 制 限 さ れ な い 場 合 に お け る

も の と で 区 分 を 行 う も の と す る 。 

 ［ 二 ・ 三 略 ］ 

第 四 条 ［ 同 上 ］ 

 

 

 ［ 同 上 ］ 

 備 考 

一 表 一 の 項 の 光 信 号 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 表 六 の 項 の 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光

信 号 中 継 伝 送 機 能 は 、 帯 域 が 制 限 さ れ る 場 合 に お け る も の と 制 限 さ れ な い 場 合 に お け る も

の と で 区 分 を 行 う も の と す る 。 

 ［ 二 ・ 三 同 上 ］ 

 （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 ）  （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 ） 

第 五 条 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 （ 以 下 「 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 」 と い

う 。 ） は 、 前 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 、

加 入 者 交 換 機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ に 掲 げ る 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 及 び 番

号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の

項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 と す る

。 

第 五 条 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 （ 以 下 「 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 」 と い

う 。 ） は 、 前 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 、

加 入 者 交 換 機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ の 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 及 び 番 号 ポ ー

タ ビ リ テ ィ 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の 項 （ 一

般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 と す る 。 

 （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 関 す る 資 産 及 び 費 用 の 整 理 の 手 順 等 の 通 知 ）  （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 関 す る 資 産 及 び 費 用 の 整 理 の 手 順 等 の 通 知 ） 

第 六 条 事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 関 し 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 通 常 用 い る こ

と が で き る 高 度 で 新 し い 電 気 通 信 技 術 を 利 用 し た 効 率 的 な も の と な る よ う に 新 た に 構 成 す る も

第 六 条 事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 関 し 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 通 常 用 い る こ

と が で き る 高 度 で 新 し い 電 気 通 信 技 術 を 利 用 し た 効 率 的 な も の と な る よ う に 新 た に 構 成 す る も
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四 頁 

の と し た 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 資 産 及 び こ の 場 合 に 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通

信 設 備 と の 接 続 に よ り 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に よ っ て 提 供 さ れ る 電 気 通 信 役 務 に 係 る 通

信 量 又 は 回 線 数 の 増 加 に 応 じ て 増 加 す る こ と と な る 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 費 用 を

、 総 務 大 臣 が 通 知 す る 手 順 に よ り 当 該 通 知 に お い て 定 め ら れ る 当 該 手 順 の 適 用 の 日 ま で に 整 理

し て 、 総 務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

２ 前 項 の 整 理 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す よ う に 新 た に 構 成 す る も

の と し て 行 う も の で な け れ ば な ら な い 。 

［ 一 ～ 五 略 ］ 

［ ３ 略 ］ 

の と し た 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 資 産 及 び こ の 場 合 に 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通

信 設 備 と の 接 続 に よ り 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に よ っ て 提 供 さ れ る 電 気 通 信 役 務 に 係 る 通

信 量 又 は 回 線 数 の 増 加 に 応 じ て 増 加 す る こ と と な る 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 に 係 る 費 用 を

、 総 務 大 臣 が 通 知 す る 手 順 に よ り 、 当 該 通 知 に お い て 定 め ら れ る 当 該 手 順 の 適 用 の 日 ま で に 整

理 し て こ れ を 総 務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

２ 前 項 の 整 理 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 次 の 各 号 を 確 保 す る よ う に 新 た に 構 成 す る も の と

し て 行 う も の で な け れ ば な ら な い 。 

［ 一 ～ 五 同 上 ］ 

［ ３ 同 上 ］ 

４ 第 一 項 の 整 理 は 、 資 産 に あ っ て は 別 表 第 二 の 一 に 掲 げ る 正 味 固 定 資 産 価 額 算 定 方 法 及 び 別 表

第 二 の 二 に 掲 げ る 正 味 固 定 資 産 価 額 算 定 に 用 い る 数 値 を 用 い て 別 表 第 三 様 式 第 一 に よ る 固 定 資

産 明 細 表 及 び 別 表 第 三 様 式 第 二 に よ る 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 を 作 成 し て 、 費 用 に あ っ て は 別 表 第

四 の 一 に 掲 げ る 費 用 算 定 方 式 、 別 表 第 四 の 二 に 掲 げ る 共 通 費 等 の 配 賦 基 準 及 び 別 表 第 四 の 三 に

掲 げ る 費 用 算 定 に 用 い る 数 値 を 用 い て 別 表 第 五 に よ る 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 を 作 成 し て 、 行 う

も の で な け れ ば な ら な い 。 

４ 第 一 項 の 整 理 は 、 資 産 に あ っ て は 別 表 第 二 の 一 に 掲 げ る 正 味 固 定 資 産 価 額 算 定 方 法 及 び 別 表

二 の 二 に 掲 げ る 正 味 固 定 資 産 価 額 算 定 に 用 い る 数 値 を 用 い て 別 表 第 三 様 式 第 一 に よ る 固 定 資 産

明 細 表 及 び 別 表 第 三 様 式 第 二 に よ る 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 を 作 成 し て 、 費 用 に あ っ て は 別 表 第 四

の 一 に 掲 げ る 費 用 算 定 方 式 、 別 表 第 四 の 二 に 掲 げ る 共 通 費 等 の 配 賦 基 準 及 び 別 表 第 四 の 三 に 掲

げ る 費 用 算 定 に 用 い る 数 値 を 用 い て 別 表 第 五 に よ る 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 を 作 成 し て 、 行 う も

の で な け れ ば な ら な い 。 

 （ 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 ）  （ 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 ） 

第 八 条 接 続 料 （ 第 四 条 の 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の 項

の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 除 く 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 原 価 及 び 利 潤 は 、 同 条 に 規 定 す る 機 能 （

同 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の 項 の 機 能 を 除 く 。 以 下 同

じ 。 ） ご と に 、 当 該 機 能 に 係 る 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 に 第 十 一 条 か ら 第 十 三 条 ま で の 規 定

に 基 づ き 計 算 さ れ る 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 、 調 整 額 及 び 利 益 対 応 税 の 合 計 額 を 加 え て 算

定 す る も の と す る 。 

第 八 条 接 続 料 （ 第 四 条 の 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の 項

の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 除 く 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 原 価 及 び 利 潤 は 、 同 条 に

規 定 す る 機 能 （ 同 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の 項 の 機 能

を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） ご と に 、 当 該 機 能 に 係 る 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 に 第 十 一 条 か ら 第 十

三 条 ま で の 規 定 に 基 づ き 計 算 さ れ る 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 、 調 整 額 及 び 利 益 対 応 税 の 合

計 額 を 加 え て 算 定 す る も の と す る 。 

［ ２ ・ ３ 略 ］ ［ ２ ・ ３ 同 上 ］ 

 （ 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 の 算 定 ）  （ 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 の 算 定 ） 

第 九 条 ［ 略 ］ 第 九 条 ［ 同 上 ］ 

２ 前 項 の 費 用 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 別 表 第 五 の 設 備 区 分 別 費 用

明 細 表 に 記 載 さ れ た 費 用 と し 、 そ の 他 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式

第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に 記 載 さ れ た 費 用 と す る 。 た だ し 、 前 条 第 二 項 た だ し 書 の 規 定 に

基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 場 合 に お け る 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 に 係 る 第 一 種 指 定

設 備 管 理 運 営 費 は 、 同 表 様 式 第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に 記 載 さ れ た 費 用 の 額 及 び 通 信 量 等

の 実 績 値 を 基 礎 と し て 、 合 理 的 な 将 来 の 予 測 に 基 づ き 算 定 す る も の と す る 。 

２ 前 項 の 費 用 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 別 表 第 五 の 設 備 区 分 別 費 用

明 細 表 に 記 載 さ れ た 費 用 と し 、 そ の 他 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式

第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に 記 載 さ れ た 費 用 と す る 。 た だ し 、 前 条 第 二 項 た だ し 書 に 規 定 す

る 電 気 通 信 役 務 を 提 供 す る た め に 利 用 さ れ る 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 に 係 る 第 一 種 指 定 設 備 管 理

運 営 費 は 、 同 表 様 式 第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に 記 載 さ れ た 費 用 の 額 及 び 通 信 量 等 の 実 績 値

を 基 礎 と し て 、 合 理 的 な 将 来 の 予 測 に 基 づ き 算 定 す る も の と す る 。 

 （ 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 の 算 定 の 特 例 ）  （ 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 の 算 定 の 特 例 ） 

第 十 条 前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 対 象 設 備 等 が 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る 設 備 以 外 の 設

備 で あ る 場 合 で あ っ て 、 当 該 対 象 設 備 等 が 帰 属 す る 設 備 区 分 が 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 四

の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に お い て 独 立 し た 設 備 区 分 と し て 整 理 さ れ て い な い と き は 、 第 一 種 指

定 設 備 管 理 運 営 費 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 式 に よ り 計 算 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 対

第 十 条 前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る 設 備 以 外 の 設 備 で あ っ て 、

対 象 設 備 等 が 帰 属 す る 設 備 区 分 が 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に お

い て 独 立 し た 設 備 区 分 と し て 整 理 さ れ て い な い 場 合 に お い て は 、 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 の

額 は 、 次 に 掲 げ る 式 に よ り 計 算 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 対 象 設 備 等 が 法 定 耐 用
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五 頁 

象 設 備 等 が 法 定 耐 用 年 数 経 過 後 に お い て 更 改 さ れ て い な い と き は 、 当 該 対 象 設 備 等 の 取 得 固 定

資 産 価 額 か ら 残 存 価 額 を 減 じ た 差 額 を 法 定 耐 用 年 数 で 除 し て 得 た 額 を 控 除 す る も の と す る 。 

［ 略 ］ 

年 数 経 過 後 に お い て 更 改 さ れ て い な い と き は 、 当 該 対 象 設 備 等 の 取 得 固 定 資 産 価 額 か ら 残 存 価

額 を 減 じ た 差 額 を 法 定 耐 用 年 数 で 除 し て 得 た 額 を 控 除 す る も の と す る 。 

［ 同 上 ］ 

 （ 他 人 資 本 費 用 ）  （ 他 人 資 本 費 用 ） 

第 十 一 条 ［ 略 ］ 第 十 一 条 ［ 同 上 ］ 

２ ［ 略 ］ ２ ［ 同 上 ］ 

３ 前 項 の 対 象 設 備 等 の 正 味 固 定 資 産 価 額 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は

別 表 第 三 様 式 第 二 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 正 味 固 定 資 産 価 額 を 基 礎 と し て 、 そ の 他 の 機 能 に 係

る も の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 帳 簿 価 額 を 基 礎 と し

て 、 算 定 さ れ た 額 と す る 。 た だ し 、 第 八 条 第 二 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利

潤 を 算 定 す る 場 合 に お け る 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 の 対 象 設 備 等 の 正 味 固 定 資 産 価 額 は 、 同 表 様

式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 帳 簿 価 額 及 び 通 信 量 等 の 実 績 値 を 基 礎 と し て 合 理 的 な 予 測 に 基

づ き 算 定 さ れ た 額 と す る 。 

４ 第 二 項 の 繰 延 資 産 比 率 、 投 資 等 比 率 及 び 貯 蔵 品 比 率 は 、 そ れ ぞ れ 、 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様

式 第 二 に 記 載 さ れ た 第 一 種 指 定 設 備 管 理 部 門 の 電 気 通 信 事 業 固 定 資 産 の 額 に 対 す る 繰 延 資 産 及

び 投 資 そ の 他 の 資 産 （ 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 不 可 欠 で あ り 、 か つ 、 収 益 の 見 込

ま れ な い も の に 限 る 。 ） の 額 の 占 め る 比 率 並 び に 電 気 通 信 事 業 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 一 に 記

載 さ れ た 固 定 資 産 の 額 か ら 同 表 様 式 第 一 に 記 載 さ れ た 投 資 そ の 他 の 資 産 の 額 を 除 い た 額 に 対 す

る 貯 蔵 品 の 額 の 占 め る 比 率 の 実 績 値 を 基 礎 と し て 算 定 す る 。 

５ 第 二 項 の 運 転 資 本 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 式 に よ り 計 算 す る 。 た だ し 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機

能 に 係 る 当 該 次 に 掲 げ る 式 の 適 用 に つ い て は 、 式 中 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費

（ 減 価 償 却 費 、 固 定 資 産 除 却 損 及 び 租 税 公 課 相 当 額 を 除 く 。 ） 」 と あ る の は 、 「 対 象 設 備 等 の

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 減 価 償 却 費 、 通 信 設 備 使 用 料 及 び 固 定 資 産 税 相 当 額 を 除 く 。 ） 」

と す る 。 

［ 略 ］ 

［ ６ ～ ９ 略 ］ 

３ 前 項 の 対 象 設 備 等 の 正 味 固 定 資 産 価 額 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は

別 表 第 三 様 式 第 二 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 正 味 固 定 資 産 価 額 を 基 礎 と し て 、 そ の 他 の 機 能 に 係

る も の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 帳 簿 価 額 を 基 礎 と し

て 算 定 さ れ た 額 と す る 。 た だ し 、 第 八 条 第 二 項 た だ し 書 に 規 定 す る 機 能 の 対 象 設 備 等 の 正 味 固

定 資 産 価 額 は 、 同 表 様 式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 帳 簿 価 額 及 び 通 信 量 等 の 実 績 値 を 基 礎 と

し て 合 理 的 な 予 測 に 基 づ き 算 定 さ れ た 額 と す る 。 

 

４ 第 二 項 の 繰 延 資 産 比 率 、 投 資 等 比 率 及 び 貯 蔵 品 比 率 は 、 そ れ ぞ れ 、 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様

式 第 二 に 記 載 さ れ た 第 一 種 指 定 設 備 管 理 部 門 の 電 気 通 信 事 業 固 定 資 産 の 額 に 対 す る 繰 延 資 産 及

び 投 資 そ の 他 の 資 産 （ 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 不 可 欠 で あ り 、 か つ 、 収 益 の 見 込

ま れ な い も の に 限 る 。 ） の 額 の 占 め る 比 率 並 び に 電 気 通 信 事 業 会 計 規 則 別 表 第 二 様 式 第 一 に 記

載 さ れ た 固 定 資 産 の 額 か ら 同 様 式 に 記 載 さ れ た 投 資 そ の 他 の 資 産 の 額 を 除 い た 額 に 対 す る 貯 蔵

品 の 額 の 占 め る 比 率 の 実 績 値 を 基 礎 と し て 算 定 す る 。 

５ 第 二 項 の 運 転 資 本 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 式 に よ り 計 算 す る 。 た だ し 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機

能 に 係 る も の に あ っ て は 、 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 減 価 償 却 費 、 固 定 資 産

除 却 損 及 び 租 税 公 課 相 当 額 を 除 く 。 ） 」 と あ る の は 「 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費

（ 減 価 償 却 費 、 通 信 設 備 使 用 料 及 び 固 定 資 産 税 相 当 額 を 除 く 。 ） 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。 

 

［ 同 上 ］ 

［ ６ ～ ９ 同 上 ］ 

 （ 調 整 額 ）  （ 調 整 額 ） 

第 十 二 条 の 二 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 に 係 る 調 整 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ 、 当

該 各 号 に 定 め る 式 に よ り 計 算 す る 。 

一 当 期 算 定 方 式 が 第 一 号 将 来 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 
第 十 二 条 の 二 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 に 係 る 調 整 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 場 合 に 応 じ 、 当 該 各 号

に 定 め る 式 に よ り 計 算 す る 。 

一 第 八 条 第 二 項 第 一 号 に 該 当 す る も の と し て 同 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 

調整額＝０ 利 潤 を 算 定 す る 場 合 並 び に 当 該 原 価 及 び 利 潤 に 基 づ き 設 定 し た 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 

 調整額＝０ 

二 当 期 算 定 方 式 が 第 二 号 長 期 将 来 原 価 方 式 で あ る 場 合 次 の イ か ら ニ ま で に 掲 げ る 場 合 の 区 二 第 八 条 第 二 項 第 二 号 に 該 当 す る も の と し て 同 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 

分 に 応 じ 、 当 該 イ か ら ニ ま で に 定 め る 式 

イ 前 期 算 定 方 式 が 第 一 号 将 来 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 

利 潤 を 算 定 す る 場 合 で あ っ て 前 号 に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合 （ 原 価 及 び 利 潤 の 算 定 期 間 が 一 年

を 超 え る 場 合 に 限 る 。 ） 並 び に 当 該 原 価 及 び 利 潤 に 基 づ き 設 定 し た 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 

調整額＝０     当該機能に係る前算定期間（前算定期間及び前々算定期間が１年である場合は、前 
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六 頁 

ロ 前 期 算 定 方 式 及 び 前 々 期 算 定 方 式 が 実 績 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 調整額＝算定期間及び前々算定期間とする。以下この号において同じ。）における費用（前 
    年度の費用については、合理的な予測に基づき算定するものとする。） 
    当該機能に係る前算定期間における調整額（当該調整額に係る費用及び需要は実績 
    値に基づき算定するものとする。） 
    当該機能に係る前算定期間における接続料に係る収入（前年度の需要については合 
    理的な予測に基づき算定するものとする。） 

調整額＝前期費用収入間予測差額＋前々期費用収入間差額 
ハ 前 期 算 定 方 式 及 び 前 々 期 算 定 方 式 が 第 二 号 長 期 将 来 原 価 方 式 又 は 実 績 原 価 等 方 式 で あ る

場 合 （ ロ に 掲 げ る 場 合 を 除 く 。 ） 

調整額＝前期費用収入間予測差額＋前々期差額実績予測間差分 

ニ イ か ら ハ ま で に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合 

調整額＝前期費用収入間予測差額 

三 当 期 算 定 方 式 が 実 績 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 次 の イ か ら ヘ ま で に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ

、 当 該 イ か ら ヘ ま で に 定 め る 式 

三 前 々 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 が 、 第 八 条 第 二 項 第 一 号 に 該 当 す る も の と し

て 同 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 算 定 さ れ た も の で あ る 場 合 （ 前 号 に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ） 

イ 前 期 算 定 方 式 が 第 一 号 将 来 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 調整額＝０ 

調整額＝０ 

ロ 前 期 算 定 方 式 が 第 二 号 長 期 将 来 原 価 方 式 で あ る 場 合 で あ っ て 、 前 々 期 算 定 方 式 が 第 一 号

将 来 原 価 等 方 式 で あ る と き 

調整額＝前期費用収入間予測差額 

ハ 前 期 算 定 方 式 が 第 二 号 長 期 将 来 原 価 方 式 で あ る 場 合 （ ロ に 掲 げ る 場 合 を 除 く 。 ） 
調整額＝前期費用収入間予測差額＋前々期差額実績予測間差分 

ニ 前 期 算 定 方 式 が 実 績 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 で あ っ て 、 前 々 期 算 定 方 式 が 第 一 号 将 来 原 価

等 方 式 で あ る と き 
調整額＝０ 

ホ 前 期 算 定 方 式 が 実 績 原 価 等 方 式 で あ る 場 合 で あ っ て 、 前 々 期 算 定 方 式 が 第 二 号 長 期 将 来

原 価 方 式 で あ る と き 

調整額＝前々期差額実績予測間差分 

ヘ イ か ら ホ ま で に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合 

調整額＝前々期費用収入間差額 

［ 削 る ］ 四 前 々 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 が 、 第 八 条 第 二 項 第 二 号 に 該 当 す る も の と し

て 同 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 算 定 さ れ た も の （ 原 価 及 び 利 潤 の 算 定 期 間 が 一 年 を 超 え る 場

合 に 限 る 。 ） で あ る 場 合 （ 第 二 号 に 該 当 す る 場 合 を 除 く 。 ） 

 調整額＝当該機能に係る費用及び需要を実績値に基づき算定した前算定期間の調整額 

    －当該機能に係る前算定期間の調整額 

［ 削 る ］ 五 第 六 条 の 規 定 に よ り 整 理 さ れ た 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 の 資 産 及 び 費 用 に 基 づ き 接 続 料 の

原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 場 合 
 調整額＝０ 

＋ 

－ 
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七 頁 

［ 削 る ］ 六 前 各 号 に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合 
 調整額＝当該機能に係る前々算定期間における費用 

   ＋当該機能に係る前々算定期間における調整額 

   －当該機能に係る前々算定期間における接続料に係る収入 

２ 前 項 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 

一 第 一 号 将 来 原 価 等 方 式 第 八 条 第 二 項 第 一 号 に 該 当 す る も の と し て 同 項 た だ し 書 の 規 定 に

基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 方 式 又 は 第 六 条 の 規 定 に よ り 整 理 さ れ た 第 一 種 指 定

電 気 通 信 設 備 の 資 産 及 び 費 用 に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 方 式 

二 第 二 号 長 期 将 来 原 価 方 式 第 八 条 第 二 項 第 二 号 に 該 当 す る も の と し て 同 項 た だ し 書 の 規 定

に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 方 式 で あ っ て 、 当 該 原 価 及 び 利 潤 の 算 定 期 間 が 一

年 を 超 え る も の 

三 実 績 原 価 等 方 式 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る 方 式 で あ っ て 、 前 二 号 に 掲 げ る 方 式 以

外 の も の 

２ 前 項 の 費 用 は 、 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 、 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 の

合 計 額 と す る 。 

四 当 期 算 定 方 式 前 項 の 規 定 に よ り 計 算 し よ う と す る 調 整 額 が そ の 原 価 及 び 利 潤 に 算 入 さ れ

る 接 続 料 が 設 定 さ れ る 算 定 期 間 に お け る 当 該 接 続 料 の 算 定 方 式 の 種 類 

五 前 期 算 定 方 式 前 期 算 定 期 間 （ 前 号 に 規 定 す る 算 定 期 間 の 直 前 の 算 定 期 間 を い う 。 以 下 こ

の 項 に お い て 同 じ 。 ） に お い て 設 定 さ れ る 接 続 料 の 算 定 方 式 の 種 類 

六 前 々 期 算 定 方 式 前 々 期 算 定 期 間 （ 前 期 算 定 期 間 の 直 前 の 算 定 期 間 を い う 。 第 九 号 に お い

て 同 じ 。 ） に お い て 設 定 さ れ る 接 続 料 の 算 定 方 式 の 種 類 

七 前 期 費 用 収 入 間 予 測 差 額 前 期 算 定 期 間 に お け る 費 用 の 額 （ 前 年 度 の 費 用 （ 第 一 種 指 定 設

備 管 理 運 営 費 、 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 の 合 計 額 で あ っ て 、 前 項 の 規 定

に よ り 調 整 額 を 算 定 す る 機 能 に 係 る も の を い う 。 次 号 及 び 第 九 号 に お い て 同 じ 。 ） は 、 合 理

的 な 予 測 に 基 づ き 計 算 す る も の と す る 。 ） と 前 期 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に

算 入 さ れ た 調 整 額 と の 合 計 額 か ら 、 前 期 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 収 入 の 額 （ 前 年 度 の 需 要 は

、 合 理 的 な 予 測 に 基 づ き 計 算 す る も の と す る 。 ） を 減 じ た 額 

八 前 々 期 差 額 実 績 予 測 間 差 分 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 費 用 （ 実 績 値 に 基 づ く も の と す る 。

次 号 に お い て 同 じ 。 ） の 額 か ら 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 収 入 （ 実 績 値 に 基 づ く も の と

す る 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ） の 額 を 減 じ た 額 か ら 、 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 費 用 （ 前 期 算 定

期 間 に お い て 設 定 さ れ た 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に 算 入 さ れ た 調 整 額 の 計 算 に 用 い ら れ た も の

と す る 。 ） の 額 か ら 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 収 入 （ 前 期 算 定 期 間 に お い て 設 定 さ れ た

接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に 算 入 さ れ た 調 整 額 の 計 算 に 用 い ら れ た も の と す る 。 ） の 額 を 減 じ た

額 を 減 じ た 額 

九 前 々 期 費 用 収 入 間 差 額 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 費 用 の 額 と 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 接 続

料 の 原 価 及 び 利 潤 に 算 入 さ れ た 調 整 額 と の 合 計 額 か ら 、 前 々 期 算 定 期 間 に お け る 接 続 料 収 入

の 額 を 減 じ た 額 

 

 （ 利 益 対 応 税 ）  （ 利 益 対 応 税 ） 
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第 十 三 条 ［ 略 ］ 
［ ２ ・ ３ 略 ］ 

４ 第 一 項 の 利 益 対 応 税 率 は 、 法 人 税 、 事 業 税 及 び そ の 他 所 得 に 課 さ れ る 税 の 税 率 の 合 計 を 基 礎

と し て 算 定 さ れ た 値 と す る 。 

第 十 三 条 ［ 同 上 ］ 

［ ２ ・ ３ 同 上 ］ 

４ 前 項 の 利 益 対 応 税 率 は 、 法 人 税 、 事 業 税 及 び そ の 他 所 得 に 課 さ れ る 税 の 税 率 の 合 計 を 基 礎 と

し て 算 定 さ れ た 値 と す る 。 

 （ 接 続 料 設 定 の 原 則 ）  （ 接 続 料 設 定 の 原 則 ） 

第 十 四 条 接 続 料 は 、 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 ご と に 、 当 該 接 続 料 に 係 る 収 入 が 当 該 接 続 料 の 原 価

及 び 利 潤 の 合 計 額 に 一 致 す る よ う に 定 め な け れ ば な ら な い 。 

第 十 四 条 接 続 料 は 、 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 ご と に 、 当 該 接 続 料 に 係 る 収 入 が 、 当 該 接 続 料 の 原

価 に 一 致 す る よ う に 定 め な け れ ば な ら な い 。 

［ ２ ～ ４ 略 ］ ［ ２ ～ ４ 同 上 ］ 

 （ 利 用 者 料 金 と の 比 較 に よ る 接 続 料 の 水 準 の 調 整 ）  （ 利 用 者 料 金 と の 比 較 に よ る 接 続 料 の 水 準 の 調 整 ） 

第 十 四 条 の 二 接 続 料 の 水 準 は 、 当 該 接 続 料 に 係 る 特 定 接 続 が あ る 場 合 に は 当 該 特 定 接 続 に 関 し

事 業 者 が 取 得 す べ き 金 額 も 考 慮 し て 、 当 該 事 業 者 が 提 供 す る 電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を

除 く 。 ） に 関 す る 料 金 の 水 準 と の 関 係 に よ り 、 当 該 事 業 者 の 設 置 す る 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備

と そ の 電 気 通 信 設 備 を 接 続 す る 電 気 通 信 事 業 者 と の 間 に 不 当 な 競 争 を 引 き 起 こ さ な い も の と す

る 方 法 に よ り 設 定 す る も の と す る 。 た だ し 、 利 用 者 料 金 の 水 準 が 不 当 な 競 争 を 引 き 起 こ す も の

で あ る 場 合 等 、 当 該 方 法 に よ っ て は 接 続 料 の 水 準 を 設 定 す る こ と が 困 難 な 場 合 （ 第 三 条 た だ し

書 の 規 定 に よ り 総 務 大 臣 の 許 可 を 受 け る 場 合 を 除 く 。 ） は 、 こ の 省 令 の 他 の 規 定 （ 同 条 た だ し

書 の 規 定 を 除 く 。 ） に よ り 接 続 料 の 水 準 を 最 も 低 い も の と な る よ う に 設 定 す れ ば 足 り る 。 

第 十 四 条 の 二 接 続 料 の 水 準 は 、 当 該 接 続 料 に 係 る 特 定 接 続 が あ る 場 合 に は 、 当 該 特 定 接 続 に 関

し 事 業 者 が 取 得 す べ き 金 額 も 考 慮 し て 、 当 該 事 業 者 が 提 供 す る 電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務

を 除 く 。 ） に 関 す る 料 金 の 水 準 と の 関 係 に よ り 、 当 該 事 業 者 の 設 置 す る 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設

備 と そ の 電 気 通 信 設 備 を 接 続 す る 電 気 通 信 事 業 者 と の 間 に 不 当 な 競 争 を 引 き 起 こ さ な い も の と

す る 方 法 に よ り 設 定 す る も の と す る 。 た だ し 、 利 用 者 料 金 の 水 準 が 不 当 な 競 争 を 引 き 起 こ す も

の で あ る 場 合 等 、 当 該 方 法 に よ っ て は 接 続 料 の 水 準 を 設 定 す る こ と が 困 難 な 場 合 （ 第 三 条 た だ

し 書 の 規 定 に よ り 総 務 大 臣 の 許 可 を 受 け る 場 合 を 除 く 。 ） は 、 こ の 省 令 の 他 の 規 定 （ 第 三 条 た

だ し 書 の 規 定 を 除 く 。 ） に よ り 接 続 料 の 水 準 を 最 も 低 い も の と な る よ う に 設 定 す れ ば 足 り る 。 

 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 等 の 接 続 料 ）  （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 等 の 接 続 料 ） 

第 十 六 条 の 二 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て

同 じ 。 ） 、 五 の 項 （ 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） 及 び 六 の

項 （ 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 機 能 の 接 続 料 は 、 回 線 容 量

を 単 位 と し て 設 定 す る も の と す る 。 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 接 続 料 の 単 位 は 、 第 四 条 の 表 二 の 項 及 び 五 の 項 の 機 能 に つ い て は 少 な

く と も 一 、 五 三 六 キ ロ ビ ッ ト 毎 秒 相 当 以 下 に 、 同 表 六 の 項 の 機 能 に つ い て は 五 二 メ ガ ビ ッ ト 毎

秒 相 当 以 下 に 、 そ れ ぞ れ 細 分 化 し て 設 定 す る も の と す る 。 

第 十 六 条 の 二 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 以 下 こ の 条 に

お い て 同 じ 。 ） 、 五 の 項 （ 中 継 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ

。 ） 及 び 六 の 項 （ 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に 限 る 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） の 機 能 の 接

続 料 は 、 回 線 容 量 を 単 位 と し て 設 定 す る も の と す る 。 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 接 続 料 の 単 位 は 、 第 四 条 の 表 二 の 項 及 び 五 の 項 の 機 能 に つ い て は 少 な

く と も 一 、 五 三 六 キ ロ ビ ッ ト 毎 秒 相 当 以 下 に 、 六 の 項 に つ い て は 五 二 メ ガ ビ ッ ト 毎 秒 相 当 以 下

に 、 各 々 細 分 化 し て 設 定 す る も の と す る 。 

 （ 端 末 回 線 伝 送 機 能 等 の 接 続 料 ）  （ 端 末 回 線 伝 送 機 能 等 の 接 続 料 ） 

第 十 七 条 ［ 略 ］ 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 接 続 料 の 単 位 は 、 第 四 条 の 表 一 の 項 、 三 の 項 か ら 三 の 三 の 項 ま で 、 六

の 項 及 び 七 の 項 の 機 能 に つ い て は 、 回 線 容 量 に あ っ て は 少 な く と も 一 、 五 三 六 キ ロ ビ ッ ト 毎 秒

相 当 以 下 に 、 光 信 号 伝 送 用 の 回 線 数 に あ っ て は 芯 線 数 ご と に 、 そ れ ぞ れ 細 分 化 し て 設 定 す る も

の と す る 。 

第 十 七 条 ［ 同 上 ］ 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 接 続 料 の 単 位 は 、 第 四 条 の 表 一 の 項 、 三 の 項 か ら 三 の 三 の 項 ま で 、 六

の 項 及 び 七 の 項 の 機 能 に つ い て は 、 回 線 容 量 に あ っ て は 少 な く と も 一 、 五 三 六 キ ロ ビ ッ ト 毎 秒

相 当 以 下 に 、 光 信 号 伝 送 用 の 回 線 数 に あ っ て は 芯 線 数 ご と に 、 各 々 細 分 化 し て 設 定 す る も の と

す る 。 

［ 削 る ］ 第 十 八 条 の 二 削 除 

［ 削 る ］ 第 十 八 条 の 三 削 除 

 （ 一 般 中 継 系 ル ー タ 交 換 伝 送 機 能 に 係 る 接 続 料 ） 

第 十 八 条 の 二 ［ 略 ］ 

 （ 一 般 中 継 系 ル ー タ 交 換 伝 送 機 能 に 係 る 接 続 料 ） 

第 十 八 条 の 四 ［ 同 上 ］ 
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九 頁 

 （ Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 機 能 に 係 る 接 続 料 ） 
第 十 八 条 の 三 ［ 略 ］ 

 （ Ｓ Ｉ Ｐ サ ー バ 機 能 に 係 る 接 続 料 ） 

第 十 八 条 の 五 ［ 同 上 ］ 
第 六 章 そ の 他 の 接 続 料 ［ 新 設 ］ 

 （ そ の 他 の 接 続 料 に 係 る 法 第 三 十 三 条 第 四 項 第 二 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 方 法 ）  

第 十 八 条 の 四 第 三 条 に 規 定 す る 接 続 料 以 外 の 接 続 料 に 係 る 法 第 三 十 三 条 第 四 項 第 二 号 の 総 務 省

令 で 定 め る 方 法 は 、 前 三 章 の 規 定 に 準 じ て 算 定 す る 方 法 と す る 。 

［ 新 設 ］ 

第 七 章 ［ 略 ］ 第 六 章 ［ 同 上 ］ 

 （ 通 信 量 等 の 記 録 ）  （ 通 信 量 等 の 記 録 ） 

第 十 九 条 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 規 定 に よ る 通 信 量 又 は 回 線 数 の 記 録 は 、 第 四 条 に 規 定 す る 機

能 ご と に 、 通 信 量 に あ っ て は 別 表 第 六 様 式 第 一 に よ り 、 回 線 数 に あ っ て は 別 表 第 六 様 式 第 二 に

よ り 行 う ほ か 、 認 可 接 続 約 款 等 に お い て 第 十 四 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 設 定 し た 単 位 （ 次 項 及

び 第 三 項 に お い て 「 設 定 単 位 」 と い う 。 ） の 通 信 量 又 は 回 線 数 に あ っ て は 適 宜 の 様 式 に よ り 行

わ な け れ ば な ら な い 。 

第 十 九 条 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 規 定 に よ る 記 録 を し よ う と す る 者 は 第 四 条 に 規 定 す る 機 能 ご

と に 、 通 信 量 に あ っ て は 別 表 第 六 様 式 第 一 に よ り 、 回 線 数 に あ っ て は 別 表 第 六 様 式 第 二 に よ り

記 録 し て お か な け れ ば な ら な い 。 

 

 

２ 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 事 項 は 、 別 表 第 七 に 掲 げ る も の 及 び そ れ 以 外 の 設

定 単 位 （ 通 信 量 及 び 回 線 数 以 外 の も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） と す る 。 

２ 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 事 項 は 別 表 第 七 に 掲 げ る も の と す る 。 

３ 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 規 定 に よ る 前 項 の 事 項 の 記 録 は 、 別 表 第 七 に 掲 げ る も の に あ っ て は

別 表 第 八 に よ り 、 そ れ 以 外 の 設 定 単 位 に あ っ て は 適 宜 の 様 式 に よ り 、 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

３ 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 規 定 に よ る 記 録 を し よ う と す る 者 は 、 前 項 の 事 項 を 別 表 第 八 に よ り

記 録 し て お か な け れ ば な ら な い 。 

４ 第 一 項 及 び 前 項 の 記 録 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 六 月 内 を 期 限 と し て 行 い 、 そ の 結 果 は 三 年 間 保

存 し て お か な け れ ば な ら な い 。 

４ 法 第 三 十 三 条 第 十 二 項 の 規 定 に よ る 記 録 を し よ う と す る 者 は 、 第 一 項 及 び 前 項 の 記 録 を 毎 事

業 年 度 経 過 後 六 月 内 を 期 限 と し て 行 い 、 そ の 結 果 を 三 年 間 保 存 し て お か な け れ ば な ら な い 。 こ

の 場 合 、 第 一 項 及 び 前 項 の 記 録 は 電 磁 的 方 法 （ 電 子 的 方 法 、 磁 気 的 方 法 そ の 他 の 人 の 知 覚 に よ

っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 法 を い う 。 ） に よ り す る こ と が で き る 。 

５ 第 一 項 及 び 第 三 項 の 記 録 並 び に 前 項 の 保 存 は 、 電 磁 的 方 法 （ 電 子 的 方 法 、 磁 気 的 方 法 そ の 他

の 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 法 を い う 。 ） に よ り 行 う こ と が で き る 。 

［ 新 設 ］ 

第 八 章 ［ 略 ］ 第 七 章 ［ 同 上 ］ 

 （ 接 続 料 の 再 計 算 の 期 間 ）  （ 接 続 料 の 再 計 算 の 期 間 ） 

第 二 十 条 法 第 三 十 三 条 第 十 四 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 期 間 は 、 一 年 間 と す る 。 第 二 十 条 法 第 三 十 三 条 第 十 四 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 期 間 は 一 年 間 と す る 。 

 （ 接 続 料 の 再 計 算 ）  （ 接 続 料 の 再 計 算 ） 

第 二 十 一 条 事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 十 四 項 の 規 定 に よ り 再 計 算 し た 接 続 料 を 、 法 第 三 十 三 条

第 五 項 の 機 能 に 係 る も の 並 び に 第 八 条 第 二 項 た だ し 書 の 規 定 に 基 づ き 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を

算 定 し た 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 再 計 算 後 直 ち に 、 そ の 他 の 機 能 （ 第 四 条 の 表 一 の 項 の う ち

総 合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の 項 の 機 能 を 除 く 。 ） に 係 る も の に あ っ て は

毎 事 業 年 度 経 過 後 七 月 以 内 に 、 そ の 算 出 の 根 拠 に 関 す る 説 明 を 記 載 し た 書 類 を 添 え て 総 務 大 臣

に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

第 二 十 一 条 事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 十 四 項 の 規 定 に よ り 再 計 算 し た 接 続 料 を 、 法 第 三 十 三 条

第 五 項 の 機 能 に 係 る も の に あ っ て は 再 計 算 後 直 ち に 、 そ の 他 の 機 能 （ 第 四 条 の 表 一 の 項 の う ち

総 合 デ ジ タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の 項 の 機 能 を 除 く 。 ） に 係 る も の に あ っ て は

毎 事 業 年 度 経 過 後 七 月 以 内 に そ の 算 出 の 根 拠 に 関 す る 説 明 を 記 載 し た 書 類 を 添 え て 総 務 大 臣 に

報 告 し な け れ ば な ら な い 。 
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十 頁 

別表第２の１（第６条関係） 正味固定資産価額算定方法 別表第２の１（第６条関係） ［同左］ 

［略］ ［同左］ 

設備区分 算定方法 

［略］ 

電力設備（小

規模局用電源

装置） 

１ ＲＴ―ＢＯＸ以外の局に設置する場合の設備量の算定 

局ごとに、当該局に設置される設備の所要電流値の合計を、小規模局用

電源装置１台当たりの最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り

上げるものとする。）を、当該局の小規模局用電源装置台数とする。 

 

 

２ ＲＴ―ＢＯＸに設置する場合の設備量の算定 

局ごとに、当該局に設置される設備（局設置簡易遠隔収容装置を除く。

）の所要電流値の合計を、小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用最大規格

）の１台当たりの最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り捨て

るものとする。）を当該局の小規模局用電源装置台数とする。また、それ

によって生じた所要電流値の余りから選定される小規模局用電源装置（Ｒ

Ｔ－ＢＯＸ用直近上位規格）台数を小規模局用電源装置台数に加える。 

３ 投資額の算定 

局ごとに次の算定式により、前二項の規定に基づき算定した台数を用い

局ごと小規模局用電源装置投資額を求め、全ての局の局ごと小規模局用電

源装置投資額を合算し、小規模局用電源装置投資額を算定する。 

局ごと小規模局用電源装置投資額 

＝小規模局用電源装置台数×小規模局用電源装置単価 

［略］ 

機械室土地 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

⑴ ［略］ 

ア ［略］ 

イ 当該局が平屋局の場合、機械室建物面積を平屋局容積率で除したも

の、地上鉄塔土地面積及び駐車スペース等土地面積の合計から駐車ス

ペース面積のうちデータ系に係るもの（回線数比により算定するもの

とする。）を控除したものを、当該局の機械室土地面積とする。 

⑵ 当該局がＲＴ―ＢＯＸの場合、ＲＴ―ＢＯＸ土地面積及び地上鉄塔土

地面積の合計から駐車スペース面積のうちデータ系に係るもの（回線数

比により算定するものとする。）を控除したものを、当該局の機械室土

地面積とする。 

 ３ ［略］ 

設備区分 算定方法 

［同左］ 

電力設備（小

規模局用電源

装置） 

１ 設備量の算定 

局設置遠隔収容装置設置局及び局設置簡易遠隔収容装置設置局ごとに、

当該局に設置される設備（局設置簡易遠隔収容装置を除く。）の所要電流

値の合計を、小規模局用電源装置１台当たりの最大電流で除したもの（１

に満たない端数は、切り上げるものとする。）を、当該局の小規模局用電

源装置台数とする。 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

２ 投資額の算定 

局ごとに次の算定式により、前項の規定に基づき算定した台数を用い局

ごと小規模局用電源装置投資額を求め、全ての局の局ごと小規模局用電源

装置投資額を合算し、小規模局用電源装置投資額を算定する。 

局ごと小規模局用電源装置投資額 

＝小規模局用電源装置台数×小規模局用電源装置単価 

［同左］ 

機械室土地 

１ ［同左］ 

２ ［同左］ 

⑴ ［同左］ 

ア ［同左］ 

イ 当該局が平屋局の場合、機械室建物面積を平屋局容積率で除したも

の及び駐車スペース等土地面積の合計を、当該局の機械室土地面積と

する。 

 

⑵ 当該局がＲＴ―ＢＯＸの場合、ＲＴ―ＢＯＸ土地面積を、当該局の機

械室土地面積とする。 

 

 

 ３ ［同左］ 
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十 一 頁 

［略］ 
 

［同左］ 
 

  

別表第２の２（第６条関係） 正味固定資産価額算定に用いる数値 別表第２の２（第６条関係） ［同左］ 

項目 数値 単位 

［略］ 

き線管路総延長 132,069 km 

［略］ 

電線共同溝総延長 1,483 km 

情報ボックス総延長 8,122 km 

［略］ 

架当たりユニット数（分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ） 7.5 ユニッ

ト／架 

架当たりユニット数（分岐挿入伝送装置 10Ｇ） 4.5 ユニッ

ト／架 

［略］ 

架当たり 156Ｍインタフェース数（分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ） 48 156Ｍ

ＩＦ／

架 

［略］ 

分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ基本部電流 0 Ａ／台 

分岐挿入伝送装置 2.4Ｇユニット電流 3.2 Ａ／ユ

ニット 

分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ架面積 2 ｍ2／架 

［略］ 

分岐挿入伝送装置 10Ｇユニット電流 5.5 Ａ／ユ

ニット 

［略］ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑴ 1 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑵ 3 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑶ 5 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑷ 7 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑸ 10 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑹ 15 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑺ 20 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑻ 30 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑼ 50 ｋＶＡ 

項目 数値 単位 

［同左］ 

き線管路総延長 134,772 km 

［同左］ 

電線共同溝総延長 1,468 km 

情報ボックス総延長 8,065 km 

［同左］ 

架当たりユニット数（分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ） 2 ユニッ

ト／架 

架当たりユニット数（分岐挿入伝送装置 10Ｇ） 3 ユニッ

ト／架 

［同左］ 

架当たり 156Ｍインタフェース数（分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ） 4 156Ｍ

ＩＦ／

架 

［同左］ 

分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ基本部電流 6.2 Ａ／台 

分岐挿入伝送装置 2.4Ｇユニット電流 4 Ａ／ユ

ニット 

分岐挿入伝送装置 2.4Ｇ架面積 1.08 ｍ2／架 

［同左］ 

分岐挿入伝送装置 10Ｇユニット電流 8.3 Ａ／ユ

ニット 

［同左］ 

   

交流無停電電源装置規定出力容量⑴ 3 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑵ 5 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑶ 7 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑷ 10 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑸ 15 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑹ 20 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑺ 30 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑻ 50 ｋＶＡ 
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十 二 頁 

交流無停電電源装置規定出力容量⑽ 75 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑾ 100 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑿ 200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒀ 250 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒁ 300 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒂ 400 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒃ 500 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒄ 600 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒅ 800 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒆ 1,000 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒇ 1,200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量(21)  1,500 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置所要面積⑴ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑵ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑶ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑷ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑸ 7 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑹ 7 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑺ 8 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑻ 8 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑼ 8 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑽ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑾ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑿ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒀ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒁ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒂ 30 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒃ 30 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒄ 20 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒅ 30 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒆ 50 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒇ 40 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積(21)  50 ｍ2 

［略］ 

蓄電池容量算出係数（遠隔収容装置設置局及びＲＴ－ＢＯＸ（局

設置簡易遠隔収容装置設置局を除く。）（作業員の到着に 1.5 時 

12.6 ＡＨ／Ａ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑼ 75 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑽ 100 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑾ 200 ｋＶＡ 

   

交流無停電電源装置規定出力容量⑿ 300 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒀ 400 ｋＶＡ 

   

交流無停電電源装置規定出力容量⒁ 600 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒂ 800 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒃ 1,000 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒄ 1,200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒅ 1,500 ｋＶＡ 

   

交流無停電電源装置所要面積⑴ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑵ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑶ 4 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑷ 7 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑸ 7 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑹ 7 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑺ 7 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑻ 8 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑼ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑽ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑾ 10 ｍ2 

  ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⑿ 10 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒀ 30 ｍ2 

  ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒁ 20 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒂ 30 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒃ 50 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒄ 40 ｍ2 

交流無停電電源装置所要面積⒅ 50 ｍ2 

［同左］ 

蓄電池容量算出係数（遠隔収容装置設置局、保持時間：10時間） 

 

12.6 ＡＨ／Ａ 
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十 三 頁 

間以上を要するもの及び災害対策の強化を目的とするものを除

く。）、保持時間：10 時間） 

  

蓄電池容量算出係数（遠隔収容装置設置局及びＲＴ－ＢＯＸ（局

設置簡易遠隔収容装置設置局を除く。）（作業員の到着に 1.5 時

間以上を要するものに限る。）、保持時間：18 時間） 

21.7 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（遠隔収容装置設置局及びＲＴ－ＢＯＸ（局

設置簡易遠隔収容装置設置局を除く。）（災害対策の強化を目的

とするものに限る。）、保持時間：36 時間） 

39.7 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（局設置簡易遠隔収容装置設置局（作業員の

到着に 1.5 時間以上を要するもの及び災害対策の強化を目的とす

るものを除く。）、保持時間：２時間） 

5.0 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（局設置簡易遠隔収容装置設置局（作業員の

到着に 1.5 時間以上を要するものに限る。）、保持時間：10 時

間） 

15.3 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（局設置簡易遠隔収容装置設置局（災害対策

の強化を目的とするものに限る。）、保持時間：28時間） 

33. 3 ＡＨ／Ａ 

［略］ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）⑴ 37.5 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）⑵ 50 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）⑶ 100 Ａ 

［略］ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）⑴ 9 ｍ2 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）⑵ 9 ｍ2 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）⑶ 9 ｍ2 

［略］ 

ＲＴ―ＢＯＸ土地面積 75 ｍ2 

駐車スペース面積 21 ｍ2 

［略］ 

土地単価時点補正係数（北海道） 0.8009 ― 

土地単価時点補正係数（青森県） 0.6907 ― 

土地単価時点補正係数（岩手県） 0.7265 ― 

土地単価時点補正係数（宮城県） 0.9647 ― 

土地単価時点補正係数（秋田県） 0.6519 ― 

土地単価時点補正係数（山形県） 0.7589 ― 

土地単価時点補正係数（福島県） 0.8078 ― 

土地単価時点補正係数（茨城県） 0.7287 ― 

   

 

 

 

  

 

 

 

  

蓄電池容量算出係数（局設置簡易遠隔収容装置設置局、保持時

間：２時間） 

5.0 ＡＨ／Ａ 

 

 

 

 

 

  

   

［同左］ 

   

   

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ） 100 Ａ 

［同左］ 

   

   

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ） 9 ｍ2 

［同左］ 

ＲＴ―ＢＯＸ土地面積 75 ｍ2 

   

［同左］ 

土地単価時点補正係数（北海道） 0.7960 ― 

土地単価時点補正係数（青森県） 0.6957 ― 

土地単価時点補正係数（岩手県） 0.7329 ― 

土地単価時点補正係数（宮城県） 0.9343 ― 

土地単価時点補正係数（秋田県） 0.6643 ― 

土地単価時点補正係数（山形県） 0.7629 ― 

土地単価時点補正係数（福島県） 0.7978 ― 

土地単価時点補正係数（茨城県） 0.7335 ― 
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十 四 頁 

土地単価時点補正係数（栃木県） 0.7500 ― 

土地単価時点補正係数（群馬県） 0.7542 ― 

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0.8701 ― 

土地単価時点補正係数（千葉県） 0.8862 ― 

土地単価時点補正係数（東京都） 0.9895 ― 

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0.9184 ― 

土地単価時点補正係数（新潟県） 0.7829 ― 

土地単価時点補正係数（富山県） 0.8353 ― 

土地単価時点補正係数（石川県） 0.7852 ― 

土地単価時点補正係数（福井県） 0.7356 ― 

土地単価時点補正係数（山梨県） 0.7724 ― 

土地単価時点補正係数（長野県） 0.7705 ― 

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0.8238 ― 

土地単価時点補正係数（静岡県） 0.8509 ― 

土地単価時点補正係数（愛知県） 0.9716 ― 

土地単価時点補正係数（三重県） 0.8074 ― 

土地単価時点補正係数（滋賀県） 0.8770 ― 

土地単価時点補正係数（京都府） 0.9126 ― 

土地単価時点補正係数（大阪府） 0.9035 ― 

土地単価時点補正係数（兵庫県） 0.8828 ― 

土地単価時点補正係数（奈良県） 0.8512 ― 

土地単価時点補正係数（和歌山県） 0.7167 ― 

土地単価時点補正係数（鳥取県） 0.6966 ― 

土地単価時点補正係数（島根県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（岡山県） 0.8305 ― 

土地単価時点補正係数（広島県） 0.8273 ― 

土地単価時点補正係数（山口県） 0.7233 ― 

土地単価時点補正係数（徳島県） 0.6503 ― 

土地単価時点補正係数（香川県） 0.7078 ― 

土地単価時点補正係数（愛媛県） 0.7751 ― 

土地単価時点補正係数（高知県） 0.6240 ― 

土地単価時点補正係数（福岡県） 0.8948 ― 

土地単価時点補正係数（佐賀県） 0.7271 ― 

土地単価時点補正係数（長崎県） 0.7852 ― 

土地単価時点補正係数（熊本県） 0.8470 ― 

土地単価時点補正係数（大分県） 0.7870 ― 

土地単価時点補正係数（栃木県） 0.7555 ― 

土地単価時点補正係数（群馬県） 0.7582 ― 

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0.8641 ― 

土地単価時点補正係数（千葉県） 0.8801 ― 

土地単価時点補正係数（東京都） 0.9571 ― 

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0.9135 ― 

土地単価時点補正係数（新潟県） 0.7926 ― 

土地単価時点補正係数（富山県） 0.8381 ― 

土地単価時点補正係数（石川県） 0.7842 ― 

土地単価時点補正係数（福井県） 0.7438 ― 

土地単価時点補正係数（山梨県） 0.7804 ― 

土地単価時点補正係数（長野県） 0.7756 ― 

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0.8288 ― 

土地単価時点補正係数（静岡県） 0.8562 ― 

土地単価時点補正係数（愛知県） 0.9589 ― 

土地単価時点補正係数（三重県） 0.8186 ― 

土地単価時点補正係数（滋賀県） 0.8803 ― 

土地単価時点補正係数（京都府） 0.8964 ― 

土地単価時点補正係数（大阪府） 0.8932 ― 

土地単価時点補正係数（兵庫県） 0.8824 ― 

土地単価時点補正係数（奈良県） 0.8538 ― 

土地単価時点補正係数（和歌山県） 0.7266 ― 

土地単価時点補正係数（鳥取県） 0.7053 ― 

土地単価時点補正係数（島根県） 0.7635 ― 

土地単価時点補正係数（岡山県） 0.8324 ― 

土地単価時点補正係数（広島県） 0.8194 ― 

土地単価時点補正係数（山口県） 0.7270 ― 

土地単価時点補正係数（徳島県） 0.6532 ― 

土地単価時点補正係数（香川県） 0.7105 ― 

土地単価時点補正係数（愛媛県） 0.7845 ― 

土地単価時点補正係数（高知県） 0.6295 ― 

土地単価時点補正係数（福岡県） 0.8741 ― 

土地単価時点補正係数（佐賀県） 0.7264 ― 

土地単価時点補正係数（長崎県） 0.7831 ― 

土地単価時点補正係数（熊本県） 0.8386 ― 

土地単価時点補正係数（大分県） 0.7862 ― 
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十 五 頁 

土地単価時点補正係数（宮崎県） 0.8087 ― 

土地単価時点補正係数（鹿児島県） 0.7288 ― 

土地単価時点補正係数（沖縄県） 1.0047 ― 

監視設備（総合監視） 対投資額比率 0.001417 ― 

監視設備（加入者交換機） 対投資額比率 0.05425 ― 

監視設備（中継交換機） 対投資額比率 0.07380 ― 

監視設備（市外線路） 対投資額比率 0.03438 ― 

監視設備（市内線路） 対投資額比率 0.01151 ― 

監視設備（伝送無線機械） 対投資額比率 0.14530 ― 

共通用建物 対投資額比率 0.008702 ― 

共通用土地 対投資額比率 0.006861 ― 

［略］ 

構築物 対投資額比率 0.06732 ― 

機械及び装置 対投資額比率 0.0006718 ― 

車両 対投資額比率 0.0001112 ― 

工具、器具及び備品 対投資額比率 0.004834 ― 

無形固定資産（交換機ソフトウェア） 対投資額比率 0.01525 ― 

無形固定資産（その他の無形固定資産） 対投資額比率 0.004397 ― 
 

土地単価時点補正係数（宮崎県） 0.8146 ― 

土地単価時点補正係数（鹿児島県） 0.7391 ― 

土地単価時点補正係数（沖縄県） 0.9503 ― 

監視設備（総合監視） 対投資額比率 0.001453 ― 

監視設備（加入者交換機） 対投資額比率 0.05706 ― 

監視設備（中継交換機） 対投資額比率 0.06996 ― 

監視設備（市外線路） 対投資額比率 0.03453 ― 

監視設備（市内線路） 対投資額比率 0.01165 ― 

監視設備（伝送無線機械） 対投資額比率 0.07763 ― 

共通用建物 対投資額比率 0.007768 ― 

共通用土地 対投資額比率 0.006526 ― 

［同左］ 

構築物 対投資額比率 0.06934 ― 

機械及び装置 対投資額比率 0.0007076 ― 

車両 対投資額比率 0.0001196 ― 

工具、器具及び備品 対投資額比率 0.005202 ― 

無形固定資産（交換機ソフトウェア） 対投資額比率 0.01448 ― 

無形固定資産（その他の無形固定資産） 対投資額比率 0.004757 ― 
 

  

別表第４の３（第６条関係） 費用算定に用いる数値 別表第４の３（第６条関係） ［同左］ 

項目 数値 単位 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（二次係数） 
-7.000フェ

ムト 
― 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（一次係数） 0.04436 ― 

加入者交換機加入者回線当たり施設保全費 584 円／回線 

加入者交換機都道府県別施設保全費（北海道） 259,130,555  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（青森県） 244,578,218  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岩手県） 253,673,429  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮城県） 265,497,202  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（秋田県） 250,035,345  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山形県） 257,311,513  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福島県） 261,859,118  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（茨城県） 264,587,681  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（栃木県） 261,859,118  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（群馬県） 258,221,034  円 

項目 数値 単位 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（二次係数） 
-0.100フェ

ムト 
― 

加入者交換機施設保全費対投資額比率（一次係数） 0.04077 ― 

加入者交換機加入者回線当たり施設保全費 611 円／回線 

加入者交換機都道府県別施設保全費（北海道） 265,111,121 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（青森県） 250,612,375 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岩手県） 259,311,623 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮城県） 271,877,203 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（秋田県） 255,445,290 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山形県） 263,177,955 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福島県） 268,010,870 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（茨城県） 274,776,952 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（栃木県） 271,877,203 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（群馬県） 268,010,870 円 
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十 六 頁 

加入者交換機都道府県別施設保全費（埼玉県） 276,411,454  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（千葉県） 278,230,496  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（東京都） 296,420,916  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（神奈川県） 279,140,017  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（新潟県） 259,130,555  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（富山県） 268,225,765  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（石川県） 269,135,286  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福井県） 247,306,781  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山梨県） 274,592,412  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長野県） 262,768,639  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岐阜県） 260,949,597  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（静岡県） 271,863,849  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛知県） 261,859,118  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（三重県） 262,768,639  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（滋賀県） 258,221,034  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（京都府） 253,673,429  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大阪府） 260,949,597  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（兵庫県） 250,944,866  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（奈良県） 258,221,034  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（和歌山県） 259,130,555  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鳥取県） 232,754,445  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（島根県） 231,844,924  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岡山県） 242,759,176  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（広島県） 241,849,655  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山口県） 240,940,134  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（徳島県） 247,306,781  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（香川県） 250,944,866  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛媛県） 242,759,176  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（高知県） 242,759,176  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福岡県） 249,125,823  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（佐賀県） 245,487,739  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長崎県） 238,211,571  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（熊本県） 235,483,008  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大分県） 237,302,050  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮崎県） 233,663,966  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鹿児島県） 238,211,571  円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（埼玉県） 287,342,532 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（千葉県） 289,275,699 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（東京都） 308,607,361 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（神奈川県） 290,242,282 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（新潟県） 269,944,037 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（富山県） 279,609,868 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（石川県） 280,576,451 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福井県） 258,345,039 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山梨県） 285,409,366 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長野県） 272,843,786 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岐阜県） 276,710,118 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（静岡県） 288,309,115 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛知県） 277,676,701 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（三重県） 278,643,284 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（滋賀県） 271,877,203 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（京都府） 267,044,287 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大阪府） 274,776,952 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（兵庫県） 264,144,538 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（奈良県） 271,877,203 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（和歌山県） 272,843,786 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鳥取県） 242,879,710 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（島根県） 241,913,127 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（岡山県） 253,512,124 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（広島県） 252,545,541 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（山口県） 251,578,958 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（徳島県） 262,211,372 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（香川県） 266,077,704 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（愛媛県） 257,378,456 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（高知県） 257,378,456 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（福岡県） 257,378,456 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（佐賀県） 253,512,124 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（長崎県） 245,779,459 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（熊本県） 242,879,710 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（大分県） 244,812,876 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（宮崎県） 240,946,544 円 

加入者交換機都道府県別施設保全費（鹿児島県） 245,779,459 円 
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十 七 頁 

加入者交換機都道府県別施設保全費（沖縄県） 218,202,109  円 

中継交換機施設保全費対投資額比率 0.04164 ― 

伝送装置施設保全費対投資額比率 0.02873 ― 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 151,648  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 143,229  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 148,491  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 155,332  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 146,386  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 150,596  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 153,227  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 154,806  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 153,227  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 151,122  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 161,647  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 162,699  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 173,224  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 163,225  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 151,648  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 156,911  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 157,437  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 144,807  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 160,594  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 153,753  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 152,701  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 159,015  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 153,227  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 153,753  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 151,122  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 148,491  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 152,701  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 146,912  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 151,122  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 151,648  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 136,388  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 135,861  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 142,176  円／km 

加入者交換機都道府県別施設保全費（沖縄県） 228,380,963 円 

中継交換機施設保全費対投資額比率 0.04161 ― 

伝送装置施設保全費対投資額比率 0.02470 ― 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 150,152 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 142,031 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 146,904 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 153,942 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 144,738 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 149,070 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 151,777 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 155,567 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 153,942 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 151,777 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 162,605 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 163,688 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 174,516 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 164,229 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 152,860 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 158,274 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 158,815 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 146,363 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 161,522 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 154,484 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 156,649 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 163,146 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 157,191 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 157,732 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 153,942 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 151,235 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 155,567 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 149,611 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 153,942 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 154,484 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 137,700 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 137,159 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 143,656 円／km 
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十 八 頁 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 141,650  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 141,124  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 144,807  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 146,912  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 142,176  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 142,176  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 145,860  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 143,755  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 139,545  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 137,966  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 139,019  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 136,914  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 139,545  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 127,968  円／km 

メタルケーブル加入者回線当たり施設保全費 210 円／回線 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 29,345  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 27,716  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 28,734  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 30,058  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 28,327  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 29,142  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 29,651  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 29,956  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 29,651  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 29,243  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 31,280  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 31,484  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 33,520  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 31,586  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 29,345  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 30,364  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 30,465  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 28,021  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 31,076  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 29,753  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 29,549  円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 143,114 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 142,573 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 148,528 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 150,694 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 145,821 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 145,821 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 145,821 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 143,656 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 139,324 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 137,700 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 138,783 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 136,617 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 139,324 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 129,579 円／km 

メタルケーブル加入者回線当たり施設保全費 218 円／回線 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 28,891 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 27,328 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 28,266 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 29,620 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 27,849 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 28,682 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 29,203 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 29,932 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 29,620 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 29,203 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 31,287 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 31,495 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 33,578 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 31,599 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 29,411 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 30,453 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 30,557 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 28,161 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 31,078 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 29,724 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 30,141 円／km 
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十 九 頁 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 30,771  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 29,651  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 29,753  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 29,243  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 28,734  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 29,549  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 28,429  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 29,243  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 29,345  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 26,392  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 26,290  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 27,512  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 27,410  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 27,309  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 28,021  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 28,429  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 27,512  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 27,512  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 28,225  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 27,818  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 27,003  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 26,698  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 26,901  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 26,494  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 27,003  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 24,763  円／km 

加入系光ケーブル加入者回線当たり施設保全費 210 円／回線 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 109,696  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 103,561  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 107,395  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 112,380  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 105,861  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 108,929  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 110,846  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 111,996  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 110,846  円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 31,391 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 30,245 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 30,349 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 29,620 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 29,099 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 29,932 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 28,786 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 29,620 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 29,724 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 26,495 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 26,390 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 27,640 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 27,536 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 27,432 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 28,578 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 28,995 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 28,057 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 28,057 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 28,057 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 27,640 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 26,807 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 26,495 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 26,703 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 26,286 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 26,807 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 24,932 円／km 

加入系光ケーブル加入者回線当たり施設保全費 218 円／回線 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 124,172 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 117,405 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 121,465 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 127,330 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 119,661 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 123,270 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 125,525 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 128,683 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 127,330 円／km 

4
7



二 十 頁 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 109,312  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 116,981  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 117,748  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 125,416  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 118,131  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 109,696  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 113,530  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 113,913  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 104,711  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 116,214  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 111,229  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 110,463  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 115,064  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 110,846  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 111,229  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 109,312  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 107,395  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 110,463  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 106,245  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 109,312  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 109,696  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 98,576  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 98,193  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 102,794  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 102,411  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 102,027  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 104,711  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 106,245  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 102,794  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 102,794  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 105,478  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 103,944  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 100,877  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 99,727  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 100,494  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 98,960  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 125,525 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 134,548 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 135,450 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 144,473 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 135,901 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 126,428 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 130,939 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 131,390 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 121,014 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 133,646 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 127,781 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 129,586 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 134,999 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 130,037 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 130,488 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 127,330 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 125,074 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 128,683 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 123,721 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 127,330 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 127,781 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 113,796 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 113,345 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 118,758 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 118,307 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 117,856 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 122,819 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 124,623 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 120,563 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 120,563 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 120,563 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 118,758 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 115,149 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 113,796 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 114,698 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 112,894 円／km 
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二 十 一 頁 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 100,877  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 92,442  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 297,895  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 280,803  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 291,485  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 305,372  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 287,212  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 295,758  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 301,099  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 304,304  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 301,099  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 296,826  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 318,190  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 320,327  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 341,691  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 321,395  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 297,895  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 308,577  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 309,645  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 284,008  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 316,054  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 302,167  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 300,031  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 312,849  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 301,099  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 302,167  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 296,826  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 291,485  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 300,031  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 288,281  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 296,826  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 297,895  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 266,917  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 265,848  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 278,667  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 277,599  円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 115,149 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 107,029 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 302,704 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 285,755 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 295,925 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 310,614 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 291,405 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 300,444 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 306,094 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 314,004 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 310,614 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 306,094 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 328,693 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 330,952 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 353,551 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 332,082 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 308,354 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 319,653 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 320,783 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 294,795 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 326,433 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 311,744 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 316,263 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 329,823 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 317,393 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 318,523 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 310,614 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 304,964 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 314,004 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 301,574 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 310,614 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 311,744 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 276,716 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 275,586 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 289,145 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 288,015 円／km 
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二 十 二 頁 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 276,530  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 284,008  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 288,281  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 278,667  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 278,667  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 286,144  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 281,871  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 273,326  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 270,121  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 272,258  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 267,985  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 273,326  円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 249,825  円／km 

管路延長 km当たり施設保全費 58,231  円／km 

中口径管路亘長 km当たり施設保全費 58,231  円／km 

とう道亘長 km当たり施設保全費 58,231  円／km 

共同溝亘長 km当たり施設保全費 58,231  円／km 

自治体管路延長 km当たり施設保全費 58,231  円／km 

電線共同溝延長 km当たり施設保全費 58,231  円／km 

電力設備施設保全費対投資額比率 0.04565 ― 

可搬型発動発電機施設保全費対投資額比率 0.04565 ― 

機械室建物施設保全費対投資額比率 0.01898 ― 

監視設備（総合監視）施設保全費対投資額比率 0.1674 ― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（二次係数） 
-7.00フェ

ムト 
― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（一次係数） 0.04436 ― 

監視設備（中継交換機）施設保全費対投資額比率 0.04164 ― 

監視設備（市外線路）市外線路延長 km当たり施設保全費 4,176 円／km 

監視設備（市内線路）市内線路延長 km当たり施設保全費 1,248 円／km 

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0.02873 ― 

共通用建物施設保全費対投資額比率 0.01898 ― 

［略］ 

車両施設保全費対投資額比率 0.03451 ― 

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0.002161 ― 

［略］ 

電柱１本当たり道路占用料 290 円／本 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 286,885 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 299,314 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 303,834 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 293,665 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 293,665 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 293,665 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 289,145 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 280,106 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 276,716 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 278,976 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 274,456 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 280,106 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 259,767 円／km 

管路延長 km当たり施設保全費 64,474 円／km 

中口径管路亘長 km当たり施設保全費 64,474 円／km 

とう道亘長 km当たり施設保全費 64,474 円／km 

共同溝亘長 km当たり施設保全費 64,474 円／km 

自治体管路延長 km当たり施設保全費 64,474 円／km 

電線共同溝延長 km当たり施設保全費 64,474 円／km 

電力設備施設保全費対投資額比率 0.04633 ― 

可搬型発動発電機施設保全費対投資額比率 0.04633 ― 

機械室建物施設保全費対投資額比率 0.01803 ― 

監視設備（総合監視）施設保全費対投資額比率 0.1637 ― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（二次係数） 
-0.100フェ

ムト 
― 

監視設備（加入者交換機）施設保全費対投資額比率（一次係数） 0.04077 ― 

監視設備（中継交換機）施設保全費対投資額比率 0.04161 ― 

監視設備（市外線路）市外線路延長 km当たり施設保全費 4,778 円／km 

監視設備（市内線路）市内線路延長 km当たり施設保全費 1,275 円／km 

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0.02470 ― 

共通用建物施設保全費対投資額比率 0.01803 ― 

［同左］ 

車両施設保全費対投資額比率 0.03507 ― 

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0.002110 ― 

［同左］ 

電柱１本当たり道路占用料 304 円／本 
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二 十 三 頁 

管路１km当たり道路占用料 33,744  円／km 

中口径管路１km当たり道路占用料 337,418  円／km 

とう道１km当たり道路占用料 725,935  円／km 

情報ボックス１km当たり道路占用料 3,821  円／km 

自治体管路１km当たり道路占用料 3,821  円／km 

電線共同溝１km当たり道路占用料 3,821 円／km 

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 57 円／台 

［略］ 

機械設備撤去費用対投資額比率 0.003421 ― 

市外線路撤去費用対投資額比率 0.003766 ― 

市内線路撤去費用対投資額比率 0.002397 ― 

土木設備撤去費用対投資額比率 0.001239 ― 

可搬型発動発電機撤去費用対投資額比率 0.003421 ― 

建物撤去費用対投資額比率 0.002532 ― 

構築物撤去費用対投資額比率 0.002488 ― 

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0.0006553 ― 

車両撤去費用対投資額比率 0 ― 

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0.0009559 ― 

試験研究費対直接費比率 0.02488 ― 

［略］ 

１回線当たり専用回線管理運営費 5,002 円／回線 

管理共通費比率 0.1506 ― 

専用型速度換算係数 233 ― 

［略］ 

端末系交換回数比例比率 0.1506 ― 

中継系交換回数比例比率 0.3088 ― 

経済的耐用年数    

 

交換機 30.9 年 

局設置遠隔収容装置 28.2 年 

［略］ 

伝送装置 25.5 年 

［略］ 

架空メタルケーブル 31.2 年 

地下メタルケーブル 40.6 年 

［略］ 

管路 62.7 年 

管路１km当たり道路占用料 35,282 円／km 

中口径管路１km当たり道路占用料 351,432 円／km 

とう道１km当たり道路占用料 742,866 円／km 

情報ボックス１km当たり道路占用料 3,910 円／km 

自治体管路１km当たり道路占用料 3,910 円／km 

電線共同溝１km当たり道路占用料 3,910 円／km 

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 57 円／台 

［同左］ 

機械設備撤去費用対投資額比率 0.005295 ― 

市外線路撤去費用対投資額比率 0.005159 ― 

市内線路撤去費用対投資額比率 0.002397 ― 

土木設備撤去費用対投資額比率 0.0009104 ― 

可搬型発動発電機撤去費用対投資額比率 0.005295 ― 

建物撤去費用対投資額比率 0.001781 ― 

構築物撤去費用対投資額比率 0.001772 ― 

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0.0008326 ― 

車両撤去費用対投資額比率 0.00001682 ― 

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0.001084 ― 

試験研究費対直接費比率 0.02760 ― 

［同左］ 

１回線当たり専用回線管理運営費 4,799 円／回線 

管理共通費比率 0.1502 ― 

専用型速度換算係数 239 ― 

［同左］ 

端末系交換回数比例比率 0.1491 ― 

中継系交換回数比例比率 0.3084 ― 

経済的耐用年数    

 

交換機 29.9 年 

局設置遠隔収容装置 27.3 年 

［同左］ 

伝送装置 24.6 年 

［同左］ 

架空メタルケーブル 30.5 年 

地下メタルケーブル 39.8 年 

［同左］ 

管路 61.8 年 
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二 十 四 頁 

 中口径管路 62.7 年 

 

［略］ 

電線共同溝 62.7 年 

［略］ 

空調設備 22.8 年 

電力設備（整流装置） 15.7 年 

電力設備（整流装置用蓄電池） 9.9 年 

電力設備（直流変換電源装置） 20.4 年 

電力設備（交流無停電電源装置） 12.9 年 

電力設備（交流無停電電源装置用蓄電池） 9.4 年 

電力設備（小規模局用電源装置） 17.6 年 

電力設備（小規模局用電源装置用蓄電池） 9.9 年 

電力設備（発電装置） 18.2 年 

電力設備（受電装置） 20.9 年 

電力設備（可搬型発動発電機） 22.5 年 

［略］ 

無形固定資産（交換機ソフトウェア） 18.5 年 

［略］ 
 

 中口径管路 61.8 年 

 

［同左］ 

電線共同溝 61.8 年 

［同左］ 

空調設備 9 年 

電力設備（電源装置） 6 年 

   

   

   

   

   

   

電力設備（発電装置） 15 年 

電力設備（受電装置） 9 年 

可搬型発動発電機 15 年 

［同左］ 

無形固定資産（交換機ソフトウェア） 17.5 年 

［同左］ 

 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 

5
2



二 十 五 頁 

（ 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 改 正 ） 

第 二 条 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 十 七 年 総 務 省 令 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ

る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  
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二 十 六 頁 

改  正  後 改  正  前 

附 則 附 則 

［ １ ～ ５ 略 ］ 

６ 事 業 者 は 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 平 成 十 二 年 郵 政 省 令 第 六 十 四 号 。 以 下 「 規

則 」 と い う 。 ） 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 能 に 限 る 。 ） の 機 能 の 接 続 料 を 変 更 す る 場 合

に は 、 そ の 原 価 及 び 利 潤 は 規 則 別 表 第 一 の 一 に 掲 げ る 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 の う

ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及

び 利 潤 を 控 除 し て 算 定 す る も の と す る 。 

７ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 事 業 者 は 、 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 そ の 提 供 す る 電

気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 に 及 ぼ す 影 響 を 緩 和 す る た め 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 区

分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の

原 価 及 び 利 潤 の 一 部 を 加 入 者 交 換 機 能 の 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に 加 算 す る こ と が で き る 。 

８ 前 項 の 加 算 は 、 次 の 要 件 を 確 保 す る も の で な け れ ば な ら な い 。 

［ 一 ～ 七 略 ］ 

八 平 成 二 十 五 年 四 月 一 日 以 降 に 開 始 す る 事 業 年 度 に あ っ て は 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係

る 設 備 区 分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の で あ っ て 、 き 線

点 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 又 は 局 設 置 遠 隔

収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の 及 び 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 か ら

加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 超 え な い 額

を 加 算 す る も の で あ る こ と 。 

９ 事 業 者 は 、 規 則 第 四 条 の 表 十 二 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 に は 、 そ の 原 価 及 び

利 潤 は 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 区 分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る

費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 （ 公 衆 電 話 機 か ら 発 信 さ れ る 通 信

に 係 る も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 全 部 又 は 一 部 を 加 算 し て 算 定 す る こ と が で き る 。 

１
０  前 項 の 加 算 は 、 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 次 の 要 件 を 確 保 す る も の で な け れ ば

な ら な い 。 

［ 一 ～ 五 略 ］ 

六 平 成 二 十 五 年 四 月 一 日 以 降 に 開 始 す る 事 業 年 度 に あ っ て は 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係

る 設 備 区 分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の で あ っ て 、 き 線

点 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 又 は 局 設 置 遠 隔

収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の 及 び 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 か ら

加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に つ い て は 、

加 算 し な い も の で あ る こ と 。 

１
１  附 則 第 八 項 第 四 号 か ら 第 七 号 ま で 及 び 前 項 第 二 号 か ら 第 五 号 ま で の き 線 点 遠 隔 収 容 装 置 か

ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の 並 び

に 附 則 第 八 項 第 八 号 及 び 前 項 第 六 号 の き 線 点 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 局 設 置

簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 又 は 局 設 置 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る

［ １ ～ ５ 同 上 ］ 

６ 事 業 者 は 、 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 能 に 限 る 。 ） の 機 能 の 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 に

は 、 そ の 原 価 及 び 利 潤 は 別 表 第 １ の １ に 掲 げ る 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 の う ち 回 線

数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤

を 控 除 し て 算 定 す る も の と す る 。 

 

７ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 事 業 者 は 、 平 成 三 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 そ の 提 供 す る 電

気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 に 及 ぼ す 影 響 を 緩 和 す る た め 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 区

分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の

原 価 及 び 利 潤 の 一 部 を 加 入 者 交 換 機 能 の 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に 加 算 す る こ と が で き る 。 

８ 前 項 の 加 算 は 、 次 の 要 件 を 確 保 す る も の で な け れ ば な ら な い 。 

［ 一 ～ 七 同 上 ］ 

八 平 成 二 十 五 年 四 月 一 日 以 降 に 開 始 す る 事 業 年 度 に あ っ て は 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係

る 設 備 区 分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の で あ っ て 、 き 線

点 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 又 は 局 設 置 遠 隔

収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の 及 び 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置

局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 超 え

な い 額 を 加 算 す る も の で あ る こ と 。 

９ 事 業 者 は 、 第 四 条 の 表 十 二 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 変 更 す る 場 合 に は 、 そ の 原 価 及 び 利 潤

は 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係 る 設 備 区 分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用

が 増 減 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 （ 公 衆 電 話 機 か ら 発 信 さ れ る 通 信 に 係

る も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 全 部 又 は 一 部 を 加 算 し て 算 定 す る こ と が で き る 。 

１
０  前 項 の 加 算 は 、 平 成 三 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 次 の 要 件 を 確 保 す る も の で な け れ ば

な ら な い 。 

［ 一 ～ 五 同 上 ］ 

六 平 成 二 十 五 年 四 月 一 日 以 降 に 開 始 す る 事 業 年 度 に あ っ て は 、 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 に 係

る 設 備 区 分 の う ち 回 線 数 の 増 減 に 応 じ て 当 該 設 備 に 係 る 費 用 が 増 減 す る も の で あ っ て 、 き 線

点 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 又 は 局 設 置 遠 隔

収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の 及 び 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置

局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の と の 接 続 に 関 す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 に つ い

て は 、 加 算 し な い も の で あ る こ と 。 

１
１  附 則 第 八 項 第 四 号 か ら 第 七 号 ま で 及 び 前 項 第 二 号 か ら 第 五 号 ま で の き 線 点 遠 隔 収 容 装 置 か

ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の 並 び

に 附 則 第 八 項 第 八 号 及 び 前 項 第 六 号 の き 線 点 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 間 の う ち 、 局 設 置

簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 又 は 局 設 置 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る
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二 十 七 頁 

も の 及 び 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の に つ い て は 、 現 に

事 業 者 が 設 置 す る 局 設 置 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 さ れ て い る も の

に 限 る 。 

１
２  事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 に 係 る 接 続 料 の 変 更 に 際 し 、 同 項

の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 （ 規 則 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優

先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ 及 び ロ に 掲 げ る 機 能 、 信 号 制 御 交

換 機 能 並 び に 優 先 接 続 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、

六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 に 限 る 。

） に 係 る 通 信 量 等 に つ い て は 、 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 規 則 第 十 九 条 の 規 定 に よ

り 記 録 さ れ た 通 信 量 等 に 代 え て 、 当 該 変 更 が 適 用 さ れ る 年 度 の 前 年 度 の 下 半 期 と 当 該 変 更 が 適

用 さ れ る 年 度 の 上 半 期 の 通 信 量 等 の 合 算 値 を 用 い る こ と が で き る 。 

１
３  事 業 者 は 、 前 項 の 合 算 値 を 用 い る 場 合 に お い て 、 規 則 第 十 九 条 の 規 定 に よ り 記 録 さ れ た 通

信 量 等 が 存 在 し な い 場 合 に は 、 こ れ に 代 え て 将 来 の 合 理 的 な 通 信 量 等 の 予 測 値 を 用 い る も の と

す る 。 

１
４  前 項 の 予 測 値 を 用 い る 場 合 に は 、 事 業 者 は 、 当 該 予 測 値 を 得 る た め に 必 要 な 各 月 の 通 信 量

等 を 記 録 し て お か な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 こ の 項 で 定 め る と こ ろ に よ り 通 信 量 等 を 記 録 す

る こ と が で き る ま で の 間 は 、 こ れ ら に 代 え て 、 事 業 者 が 現 に 記 録 し て い る 通 信 量 等 を 用 い る こ

と と す る 。 

１
５  平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 事 業 者 は 、 そ の 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る

単 位 指 定 区 域 （ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 二 十 五 号 ） 第 二 十 三 条 の 二 第 二

項 に 規 定 す る 単 位 指 定 区 域 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） 以 外 の 単 位 指 定 区 域 に お い て

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 他 の 事 業 者 が 存 在 す る 場 合 は 、 規 則 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端

末 系 ル ー タ 交 換 機 能 及 び 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の 項 （

関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送

機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 が 、 当 該 機 能 と 同 等 の 機 能 に つ い て 当 該 他 の 事

業 者 が 取 得 す べ き 接 続 料 と 同 額 と な る よ う 、 当 該 機 能 に 係 る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 並 び に 通 信

量 等 を 当 該 他 の 事 業 者 の も の と 合 算 し て 算 定 す る も の と す る 。 

［ １
６

・ １
７  略 ］ 

も の 及 び 局 設 置 簡 易 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 す る も の に つ い て は

、 現 に 事 業 者 が 設 置 す る 局 設 置 遠 隔 収 容 装 置 設 置 局 か ら 加 入 者 交 換 機 設 置 局 間 に 設 置 さ れ て い

る も の に 限 る 。 

１
２  事 業 者 は 、 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 の 変 更 に 際 し 、 同 項 の 機 能 （ 新 規 則 第

四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 、 加 入 者 交 換

機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ 及 び ロ の 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 並 び に 優 先 接 続 機 能 を 除 く 。 ） 、

四 の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特

別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 に 限 る 。 ） に 係 る 通 信 量 等 に つ い て は 、 平 成 三 十

一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 新 規 則 第 十 九 条 の 規 定 に よ り 記 録 さ れ た 通 信 量 等 に 代 え て 、 当 該

変 更 が 適 用 さ れ る 年 度 の 前 年 度 の 下 半 期 と 当 該 変 更 が 適 用 さ れ る 年 度 の 上 半 期 の 通 信 量 等 の 合

算 値 を 用 い る こ と が で き る 。 

１
３  事 業 者 は 、 前 項 の 合 算 値 を 用 い る 場 合 に お い て 、 新 規 則 第 十 九 条 の 規 定 に よ り 記 録 さ れ た

通 信 量 等 が 存 在 し な い 場 合 に は 、 こ れ に 代 え て 将 来 の 合 理 的 な 通 信 量 等 の 予 測 値 を 用 い る も の

と す る 。 

１
４  前 項 の 予 測 値 を 用 い る 場 合 に は 、 事 業 者 は 、 前 項 の 予 測 値 を 得 る た め に 必 要 な 各 月 の 通 信

量 等 を 記 録 し て お か な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 こ の 項 で 定 め る と こ ろ に よ り 通 信 量 等 を 記 録

す る こ と が で き る ま で の 間 は 、 こ れ ら に 代 え て 、 事 業 者 が 現 に 記 録 し て い る 通 信 量 等 を 用 い る

こ と と す る 。 

１
５  平 成 三 十 一 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 、 事 業 者 は 、 そ の 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る

単 位 指 定 区 域 以 外 の 単 位 指 定 区 域 に お い て 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 他 の 事 業 者 が 存

在 す る 場 合 は 、 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交 換 機 能 及 び 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識

別 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号

中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 が 、 当 該

機 能 と 同 等 の 機 能 に つ い て 当 該 他 の 事 業 者 が 取 得 す べ き 接 続 料 と 同 額 と な る よ う 、 当 該 機 能 に

係 る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 並 び に 通 信 量 等 を 当 該 他 の 事 業 者 の も の と 合 算 し て 算 定 す る も の と

す る 。 

 

［ １
６

・ １
７  同 上 ］ 

  

備 考 表 中 ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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二 十 八 頁 

附 則  

 （ 施 行 期 日 ）  

第 一 条  こ の 省 令 は 、 平 成 三 十 一 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 条 及 び 附 則 第 三 条 の 規 定 は 、

公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 準 備 行 為 ）  

第 二 条  総 務 大 臣 は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 前 に お い て も 、 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 第 一 種 指 定 電

気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 （ 以 下 「 新 規 則 」 と い う 。 ） 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 手 順 を 定 め る 通 知 及 び

附 則 第 四 条 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 条 件 を 定 め る 通 知 を 行 う こ と が で き る 。  

２  第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 電 気 通 信 事 業 者 は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 認 可 を 受 け て い

る 接 続 約 款 に つ い て 、 新 規 則 等 規 定 （ 新 規 則 の 規 定 、 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 接 続 料 規 則 の 一

部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 十 七 年 総 務 省 令 第 十 四 号 。 以 下 「 新 平 成 十 七 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附 則

の 規 定 及 び 附 則 第 四 条 か ら 第 六 条 ま で の 規 定 を い う 。 次 項 及 び 次 条 に お い て 同 じ 。 ） に 適 合 さ せ る

た め 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 前 に お い て も 電 気 通 信 事 業 法 （ 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 三 十 三 条 第 二 項

の 規 定 に 基 づ く 変 更 の 申 請 を す る こ と が で き る 。 

３  総 務 大 臣 は 、 前 項 の 申 請 が 新 規 則 等 規 定 に 適 合 し て い る と 認 め る と き は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 前

に お い て も 、 当 該 申 請 を 認 可 す る こ と が で き る 。 
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二 十 九 頁 

 （ 経 過 措 置 ）  

第 三 条  前 条 第 二 項 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 当 該 申 請 に 対 す る 処 分 の 日 が こ の 省 令 の 施 行 の 日

後 と な る と き は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 際 現 に 認 可 を 受 け て い る 接 続 約 款 は 、 当 該 処 分 の 日 ま で の 間 は

、 新 規 則 等 規 定 に 適 合 し て い る も の と み な す 。  

 （ 接 続 料 算 定 の 特 例 ）  

第 四 条  次 に 掲 げ る 場 合 に お け る 法 第 三 十 三 条 第 四 項 第 一 号 ロ の 総 務 省 令 で 定 め る 機 能 （ 以 下 こ の 項

に お い て 「 法 定 機 能 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 新 規 則 第 四 条 の 規 定 （ 同 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー

タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ に 掲 げ

る 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 及 び 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機 能 に 係 る 部 分 を 除 く 。 ） 、 四

の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 に 係 る 部 分 を 除 く 。 ） 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及

び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 に 係 る 部 分 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） は 、 適 用 し な い

。 こ の 場 合 に お い て 、 法 定 機 能 は 、 同 条 に 定 め る 機 能 （ 同 条 の 表 一 の 項 、 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交

換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ に 掲 げ る 機

能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 及 び 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機 能 に 限 る 。 ） 、 三 の 項 か ら 三 の 三

の 項 ま で 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 に 限 る 。 ） 、 五 の 二 の 項 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝 送

機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 二 の 項 か ら 七 の 二 の 項 ま で 及 び 九 の 項 か ら 十 四
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三 十 頁 

の 項 ま で の 機 能 に 限 る 。 ） の ほ か 、 附 則 別 表 第 一 の 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄 に 定 め る 機 能 と す

る 。 

一  新 規 則 の 規 定 （ 新 平 成 十 七 年 改 正 省 令 附 則 第 六 項 か ら 第 八 項 ま で 及 び 第 十 二 項 か ら 第 十 五 項 ま

で の 規 定 並 び に 接 続 料 規 則 及 び 接 続 料 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 二

十 五 年 総 務 省 令 第 一 号 。 以 下 「 平 成 二 十 五 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附 則 第 六 項 及 び 第 七 項 を 含 む

。 ） を 適 用 す る こ と と し た な ら ば 算 定 さ れ る こ と と な る 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 （ 新 規 則 第 五

条 に 規 定 す る 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 係 る 接 続 料 の 水 準 が 、 電 気 通 信

役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を 除 く 。 ） に 関 す る 料 金 の 水 準 と の 関 係 を 勘 案 し 、 よ り 高 度 で 新 し い 電 気

通 信 技 術 を 利 用 し て 設 備 を 構 成 す る も の と し て 接 続 料 を 算 定 す る こ と が 必 要 で あ る も の と し て 総

務 大 臣 が 通 知 す る 条 件 に 該 当 す る 場 合 （ 次 号 に 掲 げ る 場 合 を 除 く 。 ）  

二  算 定 し よ う と す る 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 の 算 定 期 間 （ 以 下 こ の 号 に お い て 「 算 定 期 間 」 と い う

。 ） の 直 前 の 算 定 期 間 （ 次 条 第 二 項 第 三 号 に お い て 「 前 算 定 期 間 」 と い う 。 ） に お い て 同 条 第 一

項 に 規 定 す る 方 法 （ 同 条 第 二 項 第 一 号 に お い て 「 特 例 算 定 方 法 」 と い う 。 ） に よ り 法 第 三 十 三 条

第 五 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 算 定 し た 場 合  

三  平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て 、 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 電 気 通 信 事

業 者 が そ の 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 単 位 指 定 区 域 （ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六
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三 十 一 頁 

十 年 郵 政 省 令 第 二 十 五 号 ） 第 二 十 三 条 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 単 位 指 定 区 域 を い う 。 以 下 こ の 号 に

お い て 同 じ 。 ） 以 外 の 単 位 指 定 区 域 に お い て 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 を 設 置 す る 他 の 電 気 通 信 事

業 者 が 存 在 す る 場 合 に お い て 、 当 該 他 の 電 気 通 信 事 業 者 の 設 置 す る 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 の 機

能 （ 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 限 る 。 次 条 第 二 項 第 二 号 に お い て 「 他 地 域 設 備 機 能 」 と い う 。

） に 係 る 接 続 料 の 水 準 が 第 一 号 に 規 定 す る 条 件 に 該 当 す る 場 合 （ 前 二 号 に 掲 げ る 場 合 を 除 く 。 ） 

２  前 項 各 号 に 掲 げ る 場 合 に お け る 新 規 則 第 五 条 、 第 十 九 条 及 び 別 表 第 六 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、

新 規 則 第 五 条 中 「 前 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ ト 識 別 機 能

、 加 入 者 交 換 機 能 の う ち 同 表 備 考 二 の イ に 掲 げ る 機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 、 優 先 接 続 機 能 及 び 番 号

ポ ー タ ビ リ テ ィ 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の 項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の 項 （ 一

般 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項 の 機 能 」 と あ る の は 「 第

一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 三 十 一 年 総 務 省 令 第    号 。 以

下 「 平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附 則 別 表 第 一 の 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄 に 定 め る 機 能

」 と 、 新 規 則 第 十 九 条 第 一 項 中 「 機 能 」 と あ る の は 「 機 能 及 び 平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄 に 定 め る 機 能 」 と 、 同 表 様 式 第 二 の 第 五 表 中 「 中 継 伝 送 専 用 機 能 」

と あ る の は 「 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 中 継 伝 送 専 用 機 能 」 と 、 同 表 様 式 第 二 の 第 六 表 中 「

中 継 伝 送 共 用 機 能 に 係 る 回 線 数 」 と あ る の は 「 第 一 種 指 定 加 入 者 交 換 機 と 第 一 種 指 定 中 継 交 換 機 と
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三 十 二 頁 

の 間 の 中 継 伝 送 に 係 る 回 線 数 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 中 継 伝 送 専 用 機 能 に 係 る も の を 除

く 。 ） 」 と す る 。 

３  第 一 項 各 号 に 掲 げ る 場 合 に お け る 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 関 す る 資 産 及 び 費 用 の 整 理 、 原 価

及 び 利 潤 の 算 定 並 び に 接 続 料 の 設 定 に つ い て は 、 新 規 則 第 三 章 か ら 第 五 章 ま で の 規 定 （ 第 十 四 条 の

二 の 規 定 を 除 く 。 ） は 、 適 用 し な い 。  

第 五 条  前 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 場 合 に お け る 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 は 、 附 則 別 表

第 一 の 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄 に 定 め る 機 能 ご と に 、 単 位 費 用 （ 附 則 別 表 第 一 の 二 又 は 附 則 別

表 第 一 の 三 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄 に 定 め る 部 分 機 能 （ 附 則 別 表 第 一 の 機 能 の 区 分 の 欄

に 定 め る 機 能 の 接 続 料 の 原 価 及 び 利 潤 を 算 定 す る た め の 要 素 と な る 機 能 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に つ

い て 附 則 別 表 第 一 の 二 又 は 附 則 別 表 第 一 の 三 の 対 象 設 備 の 欄 に 定 め る 対 象 設 備 及 び こ れ の 附 属 設 備

並 び に こ れ ら を 設 置 す る 土 地 及 び 施 設 （ 以 下 「 対 象 設 備 等 」 と い う 。 ） に 係 る 費 用 の 額 を 用 い て 算

定 さ れ た 当 該 部 分 機 能 の 原 価 及 び 利 潤 の 総 額 を 当 該 部 分 機 能 に 係 る 需 要 で 除 し た も の を い う 。 以 下

同 じ 。 ） の 総 額 （ 以 下 「 単 位 費 用 総 額 」 と い う 。 ） で あ っ て 附 則 別 表 第 一 の 単 位 費 用 総 額 の 算 定 方

法 （ 一 ） の 欄 に 定 め る 方 法 に よ り 算 定 し た も の に 一 か ら 特 定 比 率 を 減 じ た 比 率 を 乗 じ る こ と に よ り

算 定 し た 額 に 、 単 位 費 用 総 額 で あ っ て 附 則 別 表 第 一 の 単 位 費 用 総 額 の 算 定 方 法 （ 二 ） の 欄 に 定 め る

方 法 に よ り 算 定 し た も の に 特 定 比 率 を 乗 じ る こ と に よ り 算 定 し た 額 を 加 え る こ と に よ り 算 定 す る も
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三 十 三 頁 

の と す る 。  

２  前 項 に お い て 、 特 定 比 率 は 、 五 分 の 一 、 五 分 の 二 、 五 分 の 三 、 五 分 の 四 又 は 五 分 の 五 の い ず れ か

の 比 率 で あ っ て 、 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す も の と す る 。  

一  そ の 比 率 を 用 い て 特 例 算 定 方 法 に よ る こ と と し た な ら ば 算 定 さ れ る こ と と な る 法 第 三 十 三 条 第

五 項 の 接 続 料 の 水 準 が 前 条 第 一 項 第 一 号 の 条 件 に 該 当 し な い こ と 。 

二  全 て の 法 第 三 十 三 条 第 五 項 の 機 能 （ 平 成 三 十 四 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は 、 前 条 第 一

項 第 三 号 に 該 当 す る 場 合 に お け る 他 地 域 設 備 機 能 を 含 む 。 ） に つ い て 同 一 で あ る こ と 。  

三  前 条 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 場 合 に あ っ て は 、 前 算 定 期 間 に 用 い た 比 率 よ り も 低 く な い も の で あ

る こ と 。  

第 六 条  新 規 則 第 三 章 か ら 第 五 章 ま で の 規 定 （ 第 六 条 、 第 七 条 、 第 八 条 （ 第 一 項 及 び 第 二 項 本 文 に 限

る 。 ） 、 第 九 条 （ 第 一 項 及 び 第 二 項 本 文 に 限 る 。 ） 、 第 十 一 条 （ 第 三 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 十

二 条 （ 第 五 項 を 除 く 。 ） 、 第 十 二 条 の 二 第 一 項 （ 第 二 号 及 び 第 三 号 を 除 く 。 ） 及 び 第 二 項 （ 第 二 号

か ら 第 九 号 ま で の 規 定 を 除 く 。 ） 、 第 十 三 条 、 第 十 四 条 （ 第 二 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 十 五 条 （

第 三 項 を 除 く 。 ） 及 び 第 十 六 条 か ら 第 十 七 条 ま で の 規 定 に 限 る 。 ） 及 び 別 表 第 一 の 一 か ら 別 表 第 五

ま で の 規 定 並 び に 新 平 成 十 七 年 改 正 省 令 附 則 第 六 項 か ら 第 八 項 ま で 及 び 第 十 二 項 か ら 第 十 五 項 ま で

の 規 定 並 び に 平 成 二 十 五 年 改 正 省 令 附 則 第 六 項 及 び 第 七 項 の 規 定 は 、 附 則 別 表 第 一 の 二 の 部 分 機 能
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三 十 四 頁 

の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄 に 定 め る 部 分 機 能 に 係 る 単 位 費 用 の 算 定 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お

い て 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句

に 読 み 替 え る も の と す る 。  

新 規 則 第 六 条 第 一 項 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備

（ 新 た に 構 成 す る も の と し た 場 合 に

用 い る こ と と な る 電 気 通 信 設 備 を 含

む 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 、 次 条 、 第

十 二 条 の 二 第 一 項 第 五 号 並 び に 別 表

第 一 の 一 に お い て 同 じ 。 ）  

当 該 通 知 に お い て 定 め ら れ る 当 該 手

順 の 適 用 の 日  

法 第 三 十 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 接

続 約 款 の 認 可 の 申 請 の 日  

新 規 則 第 六 条 第 二 項

第 五 号  

適 用 の 日  申 請 の 日  

新 規 則 第 六 条 第 三 項 第 四 条 の 対 象 設 備 等 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則

等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 三 十

一 年 総 務 省 令 第    号 。 以 下 「 平 
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  成 三 十 一 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附

則 第 五 条 第 一 項 の 対 象 設 備 等 （ 平 成

三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一 の 二

の 対 象 設 備 の 欄 に 定 め る も の に 限

る 。 ）  

新 規 則 第 八 条 第 一 項 （ 第 四 条 の 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ

タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表

十 三 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 除

く 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 原 価 

の 原 価  
（ 同 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ タ ル 通

信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の

項 の 機 能 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） ご と

に 

ご と に  

第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 第 六 条

第 一 項 に 規 定 す る 新 た に 構 成 す る も

の と し た 場 合 に 用 い る こ と と な る 電 
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三 十 六 頁 

  気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 必 要 な 費 用

を 含 む 。 次 条 第 一 項 、 第 十 二 条 の 二

第 二 項 及 び 第 十 四 条 第 三 項 に お い て

同 じ 。 ）  

新 規 則 第 九 条 第 一 項 同 条 の 表 の 上 欄  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 二 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄  

新 規 則 第 九 条 第 二 項 費 用 と し 、 そ の 他 の 機 能 に 係 る も の

に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様

式 第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に 記

載 さ れ た 費 用  

費 用 

新 規 則 第 十 一 条 第 三

項 

別 表 第 三 様 式 第 二 、 別 表 第 三 様 式 第 二 

基 礎 と し て 、 そ の 他 の 機 能 に 係 る も

の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二

様 式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 帳

簿 価 額 を 基 礎 と し て 

基 礎 と し て  
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三 十 七 頁 

新 規 則 第 十 一 条 第 五 減 価 償 却 費  第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 新 た に 構 成 
項  す る も の と し た 場 合 に 用 い る こ と と

な る 電 気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 必 要

な 費 用 を 含 み 、 減 価 償 却 費  

新 規 則 第 十 二 条 の 二

第 一 項  
次 に 第 一 号  

当 該 各 号  同 号 

新 規 則 第 十 五 条 第 一

項 

第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交

換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ

ト 識 別 機 能 、 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機

能 、 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー

ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン

ク ポ ー ト 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 五 の 項

（ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 中 継 交 換

機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 中 継

交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 を 除  

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 二 の 一 の 項 （ 加 入 者 交 換 部 に 限

る 。 ） 及 び 二 の 項 （ 中 継 交 換 部 に 限

る 。 ）  
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 く 。 ）   
新 規 則 第 十 六 条  第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 共

用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、

四 の 項 、 五 の 項 （ 中 継 交 換 機 共 用 ト

ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 六

の 項 （ 中 継 伝 送 共 用 機 能 に 限 る 。 ） 

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 二 の 一 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 共 用 ト

ラ ン ク ポ ー ト 部 に 限 る 。 ） 、 二 の 項

（ 中 継 交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部

に 限 る 。 ） 及 び 三 の 項 （ 中 継 伝 送 共

用 部 に 限 る 。 ）  

新 規 則 第 十 六 条 の 二

第 一 項  

第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 専

用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 次 項

に お い て 同 じ 。 ） 、 五 の 項 （ 中 継 交

換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限

る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） 及 び 六 の

項 （ 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に

限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ）  

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 二 の 一 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 専 用 ト

ラ ン ク ポ ー ト 部 に 限 る 。 次 項 に お い

て 同 じ 。 ） 、 二 の 項 （ 中 継 交 換 機 専

用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部 に 限 る 。 次 項 に

お い て 同 じ 。 ） 及 び 三 の 項 （ 中 継 交

換 機 接 続 伝 送 専 用 部 に 限 る 。 次 項 に

お い て 同 じ 。 ）  

新 規 則 第 十 六 条 の 二 第 四 条 の 表 二 の 項 及 び 五 の 項  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一 

6
6



三 十 九 頁 

第 二 項   の 二 の 一 の 項 及 び 二 の 項  

 六 の 項  三 の 項  

新 規 則 第 十 七 条 第 一

項 

第 四 条 の 表 一 の 項 （ 一 般 帯 域 透 過 端

末 回 線 伝 送 機 能 及 び 特 別 帯 域 透 過 端

末 回 線 伝 送 機 能 を 除 く 。 ） 、 三 の 項

か ら 三 の 三 の 項 ま で 、 六 の 項 （ 中 継

伝 送 共 用 機 能 及 び 中 継 交 換 機 接 続 伝

送 専 用 機 能 を 除 く 。 ） 、 六 の 二 の 項

（ 特 別 収 容 ル ー タ 接 続 ル ー テ ィ ン グ

伝 送 機 能 に 限 る 。 ） 、 六 の 三 の 項 、

七 の 項 及 び 七 の 二 の 項  

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 二 の 三 の 項 （ 中 継 伝 送 専 用 部 に 限

る 。 ）  

新 規 則 第 十 七 条 第 二

項 

第 四 条 の 表 一 の 項 、 三 の 項 か ら 三 の

三 の 項 ま で 、 六 の 項 及 び 七 の 項 の 機

能 に つ い て は 、 回 線 容 量  

回 線 容 量  

新 平 成 十 七 年 改 正 省

令 附 則 第 七 項  

加 入 者 交 換 機 能  加 入 者 交 換 部  
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四 十 頁 

新 平 成 十 七 年 改 正 省 規 則 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 
令 附 則 第 十 二 項  タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ

ケ ッ ト 識 別 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 の

う ち 同 表 備 考 二 の イ 及 び ロ に 掲 げ る

機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 並 び に 優 先

接 続 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の

項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除

く 。 ） 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝

送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能

を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項  

等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 三 十

一 年 総 務 省 令 第    号 ） 附 則 別 表

第 一 の 二 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄 及 び

内 容 の 欄 に 定 め る も の  

２  新 規 則 第 三 章 か ら 第 五 章 ま で の 規 定 （ 第 六 条 、 第 七 条 、 第 八 条 （ 第 一 項 及 び 第 二 項 本 文 に 限 る 。

） 、 第 九 条 （ 第 一 項 及 び 第 二 項 本 文 に 限 る 。 ） 、 第 十 一 条 （ 第 三 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 十 二 条

（ 第 五 項 を 除 く 。 ） 、 第 十 二 条 の 二 第 一 項 （ 第 二 号 及 び 第 三 号 を 除 く 。 ） 及 び 第 二 項 （ 第 二 号 か ら

第 九 号 ま で の 規 定 を 除 く 。 ） 、 第 十 三 条 、 第 十 四 条 （ 第 二 項 た だ し 書 を 除 く 。 ） 、 第 十 五 条 （ 第 三

項 を 除 く 。 ） 、 第 十 六 条 及 び 第 十 六 条 の 二 の 規 定 に 限 る 。 ） 並 び に 新 平 成 十 七 年 改 正 省 令 附 則 第 六

項 及 び 第 十 二 項 か ら 第 十 五 項 ま で の 規 定 は 、 附 則 別 表 第 一 の 三 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄 及 び 内 容 の 欄
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四 十 一 頁 

に 定 め る 部 分 機 能 に 係 る 単 位 費 用 の 算 定 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲

げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 に 読 み 替 え る も の と す る

。 

新 規 則 第 六 条 第 一 項 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 場 合 の 当 該 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備

（ 新 た に 構 成 す る も の と し た 場 合 に

用 い る こ と と な る 電 気 通 信 設 備 を 含

む 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 、 第 七 条 並

び に 第 十 二 条 の 二 第 一 項 第 五 号 に お

い て 同 じ 。 ）  

当 該 通 知 に お い て 定 め ら れ る 当 該 手

順 の 適 用 の 日  

法 第 三 十 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 接

続 約 款 の 認 可 の 申 請 の 日  

新 規 則 第 六 条 第 二 項

第 五 号  

適 用 の 日  申 請 の 日  

新 規 則 第 六 条 第 三 項 第 四 条 の 対 象 設 備 等 を 別 表 第 一 の 一

及 び 別 表 第 一 の 二 

第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則

等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 三 十

一 年 総 務 省 令 第    号 。 以 下 「 平 
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四 十 二 頁 

  成 三 十 一 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附

則 第 五 条 第 一 項 の 対 象 設 備 等 （ 平 成

三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一 の 三

の 対 象 設 備 の 項 に 定 め る も の に 限

る 。 ） を 平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則

別 表 第 二 の 一 及 び 別 表 第 二 の 二  

新 規 則 第 六 条 第 四 項 別 表 第 二 の 一  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 三

の 一 

別 表 第 二 の 二  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 三

の 二 

別 表 第 三 様 式 第 一 平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 四

様 式 第 一  

別 表 第 三 様 式 第 二 平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 四

様 式 第 二  

 別 表 第 四 の 一  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 五

の 一 
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四 十 三 頁 

 別 表 第 四 の 二  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 五 

  の 二 

別 表 第 四 の 三  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 五

の 三 

別 表 第 五  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 六 

新 規 則 第 八 条 第 一 項 （ 第 四 条 の 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ

タ ル 通 信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表

十 三 の 項 の 機 能 に 係 る 接 続 料 を 除

く 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 原 価 

の 原 価  
（ 同 表 一 の 項 の う ち 総 合 デ ジ タ ル 通

信 端 末 回 線 伝 送 機 能 及 び 同 表 十 三 の

項 の 機 能 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） ご と

に 

ご と に  

 第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費  第 一 種 指 定 設 備 管 理 運 営 費 （ 第 六 条

第 一 項 に 規 定 す る 新 た に 構 成 す る も

の と し た 場 合 に 用 い る こ と と な る 電 
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四 十 四 頁 

  気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 必 要 な 費 用

を 含 む 。 次 条 第 一 項 、 第 十 二 条 の 二

第 二 項 及 び 第 十 四 条 第 三 項 に お い て

同 じ 。 ）  

新 規 則 第 九 条 第 一 項 同 条 の 表 の 上 欄  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 三 の 部 分 機 能 の 区 分 の 欄  

新 規 則 第 九 条 第 二 項 別 表 第 五  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 六 
費 用 と し 、 そ の 他 の 機 能 に 係 る も の

に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二 様

式 第 四 の 設 備 区 分 別 費 用 明 細 表 に 記

載 さ れ た 費 用  

費 用 

新 規 則 第 十 一 条 第 三

項 

別 表 第 三 様 式 第 二 、 平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第

四 様 式 第 二  

基 礎 と し て 、 そ の 他 の 機 能 に 係 る も

の に あ っ て は 接 続 会 計 規 則 別 表 第 二

様 式 第 三 の 固 定 資 産 帰 属 明 細 表 の 帳  
基 礎 と し て  
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四 十 五 頁 

 簿 価 額 を 基 礎 と し て  
新 規 則 第 十 一 条 第 五

項 

減 価 償 却 費  第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 新 た に 構 成

す る も の と し た 場 合 に 用 い る こ と と

な る 電 気 通 信 設 備 の 管 理 運 営 に 必 要

な 費 用 を 含 み 、 減 価 償 却 費  

新 規 則 第 十 二 条 第 一

項 
次 に 第 一 号  

当 該 各 号  同 号 

新 規 則 第 十 五 条 第 一

項 

第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー タ 交

換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ ケ ッ

ト 識 別 機 能 、 番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ 機

能 、 加 入 者 交 換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー

ト 機 能 及 び 加 入 者 交 換 機 共 用 ト ラ ン

ク ポ ー ト 機 能 を 除 く 。 ） 及 び 五 の 項

（ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 、 中 継 交 換

機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 及 び 中 継

交 換 機 共 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 を 除  
平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 三 の 一 の 項 及 び 二 の 項 （ 中 継 系 ル

ー タ 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 部 を 除

く 。 ）  
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四 十 六 頁 

 く 。 ）   
新 規 則 第 十 六 条  第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 共

用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 、

四 の 項 、 五 の 項 （ 中 継 交 換 機 共 用 ト

ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 ） 及 び 六

の 項 （ 中 継 伝 送 共 用 機 能 に 限 る 。 ） 

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 三 の 三 の 項 （ 中 継 伝 送 共 用 部 に 限

る 。 ）  

新 規 則 第 十 六 条 の 二

第 一 項  

第 四 条 の 表 二 の 項 （ 加 入 者 交 換 機 専

用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限 る 。 次 項

に お い て 同 じ 。 ） 、 五 の 項 （ 中 継 交

換 機 専 用 ト ラ ン ク ポ ー ト 機 能 に 限

る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） 及 び 六 の

項 （ 中 継 交 換 機 接 続 伝 送 専 用 機 能 に

限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ）  

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 三 の 二 の 項 （ 中 継 系 ル ー タ 専 用 ト

ラ ン ク ポ ー ト 部 に 限 る 。 次 項 に お い

て 同 じ 。 ） 及 び 三 の 項 （ 中 継 系 ル ー

タ 接 続 伝 送 専 用 部 に 限 る 。 次 項 に お

い て 同 じ 。 ）  

新 規 則 第 十 六 条 の 二

第 二 項  

第 四 条 の 表 二 の 項 及 び 五 の 項  平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 三 の 二 の 項  

 六 の 項  三 の 項  
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四 十 七 頁 

新 平 成 十 七 年 改 正 省 規 則 別 表 第 一 の 一 に 掲 げ る 第 一 種 指 第 一 種 指 定 電 気 通 信 設 備 接 続 料 規 則 
令 附 則 第 六 項  定 加 入 者 交 換 機  等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 三 十

一 年 総 務 省 令 第    号 。 以 下 「 平

成 三 十 一 年 改 正 省 令 」 と い う 。 ） 附

則 別 表 第 二 の 一 に 定 め る 収 容 ル ー タ 

新 平 成 十 七 年 改 正 省

令 附 則 第 十 二 項  
規 則 第 四 条 の 表 二 の 項 （ 端 末 系 ル ー

タ 交 換 機 能 、 一 般 収 容 ル ー タ 優 先 パ

ケ ッ ト 識 別 機 能 、 加 入 者 交 換 機 能 の

う ち 同 表 備 考 二 の イ 及 び ロ に 掲 げ る

機 能 、 信 号 制 御 交 換 機 能 並 び に 優 先

接 続 機 能 を 除 く 。 ） 、 四 の 項 、 五 の

項 （ 関 門 系 ル ー タ 交 換 機 能 を 除

く 。 ） 、 六 の 項 （ 一 般 光 信 号 中 継 伝

送 機 能 及 び 特 別 光 信 号 中 継 伝 送 機 能

を 除 く 。 ） 及 び 八 の 項  

平 成 三 十 一 年 改 正 省 令 附 則 別 表 第 一

の 三 の 部 分 機 能 の 区 分 の 項 及 び 内 容

の 項 に 定 め る も の 
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四十八頁 
 

附則別表第１（附則第４条関係） 機能 
機能の区分 内容 単位費用総額の算定方法（一） 単位費用総額の算定方法（二） 

１ 加入者交換機内折返

し通信機能 
第一種指定電気通信設備を用いて行

う通信のうち、同一の第一種指定加

入者交換機内で折り返す通信の交換

及び伝送を行う機能 

加入者交換部（交換等設備）に係る単位費用 

＋加入者交換部（伝送路設備）に係る単位費

用×２ 

端末系ルータ交換部に係る単位費用×２ 

＋中継系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用×２ 

２ 加入者交換機設置局

内折返し通信機能 
第一種指定電気通信設備を用いて行

う通信のうち、第一種指定加入者交

換機間で行う通信であって、同一の

第一種指定加入者交換機設置局内で

折り返す通信の交換及び伝送を行う

機能 

加入者交換部（交換等設備）に係る単位費用

×２ 

＋加入者交換部（伝送路設備）に係る単位費

用×２ 

端末系ルータ交換部に係る単位費用×２ 

＋中継系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用×２ 

３ 単位料金区域内折返

し通信機能 
第一種指定電気通信設備を用いて行

う通信のうち、第一種指定加入者交

換機設置局間で行う通信であって、

同一の単位料金区域内で折り返す通

信の交換及び伝送を行う機能 

加入者交換部（交換等設備）に係る単位費用

×２ 

＋加入者交換部（伝送路設備）に係る単位費

用×２ 

＋加入者交換機共用トランクポート部に係る

単位費用×２ 

＋中継交換部に係る単位費用 

＋中継交換機共用トランクポート部に係る単

位費用×２ 

＋中継伝送共用部に係る単位費用×２ 

端末系ルータ交換部に係る単位費用×２ 

＋中継系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用×２ 

４ 中継区域内折返し通

信機能 
第一種指定電気通信設備を用いて行

う通信のうち、単位料金区域間で行

う通信であって、同一中継区域内で

折り返す通信の交換及び伝送を行う

機能 

加入者交換部（交換等設備）に係る単位費用 

＋加入者交換部（伝送路設備）に係る単位費

用 

＋加入者交換機共用トランクポート部に係る

単位費用 

＋中継交換部に係る単位費用×0.5 

＋中継交換機共用トランクポート部に係る単

位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用 

端末系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継系ルータ交換部に係る単位費用 

×0.5 

＋中継伝送共用部に係る単位費用 

５ 加入者交換機接続機

能 
第一種指定電気通信設備接続会計規

則（平成九年郵政省令第九十一号）

加入者交換部（交換等設備）に係る単位費用 

＋加入者交換部（伝送路設備）に係る単位費

端末系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継系ルータ交換部に係る単位費用 
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四十九頁 
 

第二条第二項第六号の特別第一種指

定設備（第一種指定電気通信設備接

続料規則第四条の表五の項（関門系

ルータ交換機能に限る。）の下欄に

掲げる対象設備を除く。）以外の電

気通信設備（以下この表において

「他の電気通信設備」という。）を

第一種指定加入者交換機で接続する

場合における第一種指定電気通信設

備により通信の交換及び伝送を行う

機能であって、第一種指定中継交換

機を経由せずに通信の交換及び伝送

を行うもの（総務大臣が告示で定め

るものを除く。） 

用 ＋中継系ルータ変換部に係る単位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用 

６ 中継交換機接続機能 他の電気通信設備を第一種指定中継

交換機で接続する場合における第一

種指定電気通信設備により通信の交

換及び伝送を行う機能であって、第

一種指定加入者交換機を経由して通

信の交換及び伝送を行うもの（総務

大臣が告示で定めるものを除く。） 

加入者交換部（交換等設備）に係る単位費用 

＋加入者交換部（伝送路設備）に係る単位費

用 

＋加入者交換機共用トランクポート部に係る

単位費用 

＋中継交換部に係る単位費用 

＋中継交換機共用トランクポート部に係る単

位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用 

端末系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継系ルータ変換部に係る単位費用 

＋中継伝送共用部に係る単位費用 

７ 中継交換機経由機能 他の電気通信設備を第一種指定中継

交換機で接続する場合における第一

種指定電気通信設備により通信の交

換及び伝送を行う機能であって、第

一種指定加入者交換機を経由せずに

通信の交換及び伝送を行うもの（総

務大臣が告示で定めるものを除

く。） 

中継交換部に係る単位費用 中継系ルータ交換部に係る単位費用 

＋中継系ルータ変換部に係る単位費用 

８ 加入者交換機専用ト

ランクポート機能 

特定の電気通信事業者に係る通信を

専ら伝送する第一種指定中継系伝送

路設備等を第一種指定加入者交換機

加入者交換機専用トランクポート部に係る単

位費用 

中継系ルータ専用トランクポート部に係

る単位費用 

＋中継系ルータ接続伝送専用部に係る単
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五十頁 
 

に収容する装置において、当該第一

種指定中継系伝送路設備等を介して

伝送される信号を編集する機能（次

項の加入者交換機専用トランクポー

ト中継伝送専用機能を除く。） 

位費用 

９ 加入者交換機専用ト

ランクポート中継伝送

専用機能 

第一種指定加入者交換機と第一種指

定中継交換機との間に設置される第

一種指定中継系伝送路設備等（第一

種指定中継系伝送路設備等の両端に

対向して設置される伝送装置等を含

む。）により通信を伝送する機能と

同等のもので、特定の電気通信事業

者に係る通信を専ら伝送し、信号を

編集する機能 

加入者交換機専用トランクポート部に係る単

位費用 

＋中継伝送専用部に係る単位費用 

中継系ルータ専用トランクポート部に係

る単位費用 

＋中継系ルータ接続伝送専用部に係る単

位費用 

10 中継交換機専用トラ

ンクポート伝送専用機

能 

第一種指定中継交換機と他の電気通

信事業者の電気通信設備との間に設

置される中継系伝送路設備（第一種

指定中継交換機と他の電気通信事業

者の電気通信設備との間に設置され

る伝送装置等を含む。）により当該

他の電気通信事業者に係る通信を伝

送し、信号を編集する機能 

中継交換機専用トランクポート部に係る単位

費用 

＋中継交換機接続伝送専用部に係る単位費用 

中継系ルータ専用トランクポート部に係

る単位費用 

＋中継系ルータ接続伝送専用部に係る単

位費用 

11 信号伝送機能 信号用伝送路設備及び信号用中継交

換機により信号を伝送交換する機能 

信号伝送部に係る単位費用 信号伝送部に係る単位費用 

12 その他の機能 総務大臣が告示する機能 内容の欄の総務大臣が告示する機能ごとに総

務大臣が告示する単位費用 

内容の欄の総務大臣が告示する機能ごと

に総務大臣が告示する単位費用 
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五十一頁 
 

附則別表第１の２（附則第５条関係） 部分機能 
部分機能の区分 内容 対象設備 

１ 端末系

交換部 

加入者交換部 加入者交換機により通信の交換を行う部分機能（この項の加入者交換機専用トランク

ポート部及び加入者交換機共用トランクポート部を除く。） 

加入者交換機（端末系伝送路設

備、中継系伝送路設備等及び信号

用伝送装置とのそれぞれの間に設

置される伝送装置等を含む。） 
加入者交換機専用

トランクポート部 

特定の電気通信事業者に係る通信を専ら伝送する中継系伝送路設備等を加入者交換機

に収容する装置において、当該中継系伝送路設備等を介して伝送される信号を編集す

る部分機能 

加入者交換機共用

トランクポート部 

加入者交換機と中継交換機との間に設置される中継系伝送路設備等（特定の電気通信

事業者に係る通信を専ら伝送するものを除く。）を加入者交換機に収容する装置にお

いて、当該中継系伝送路設備等を介して伝送される信号を編集する部分機能 

２ 中継系

交換部 

中継交換部 中継交換機により通信の交換を行う部分機能（この項の中継交換機専用トランクポー

ト部及び中継交換機共用トランクポート部を除く。） 

中継交換機（中継系伝送路設備等

及び信号用伝送装置とのそれぞれ

の間に設置される伝送装置等を含

む。） 
中継交換機専用ト

ランクポート部 

特定の電気通信事業者に係る通信を専ら伝送する中継系伝送路設備等を中継交換機に

収容する装置において、当該中継系伝送路設備等を介して伝送される信号を編集する

部分機能 

中継交換機共用ト

ランクポート部 

加入者交換機と中継交換機との間に設置される中継系伝送路設備等（特定の電気通信

事業者に係る通信を専ら伝送するものを除く。）を中継交換機に収容する装置におい

て、当該中継系伝送路設備等を介して伝送される信号を編集する部分機能 

３ 中継伝

送部 

中継伝送共用部 加入者交換機と中継交換機との間に設置される中継系伝送路設備等（中継系伝送路設

備等の両端に対向して設置される伝送装置等を含む。）により通信を伝送する部分機

能（特定の電気通信事業者に係る通信を専ら伝送する部分機能を除く。） 

中継系伝送路設備等であって、加

入者交換機と中継交換機との間に

設置されるもの（中継系伝送路設

備等の両端に対向して設置される

伝送装置等を含む。）及び加入者

交換機又は中継交換機と他の電気

通信事業者の電気通信設備との間

に設置されるもの（加入者交換機

又は中継交換機と他の電気通信事

業者の電気通信設備との間に設置

される伝送装置等を含む。） 

中継伝送専用部 加入者交換機と中継交換機との間に設置される中継系伝送路設備等（中継系伝送路設

備等の両端に対向して設置される伝送装置等を含む。）により通信を伝送する部分機

能と同等のもので、特定の電気通信事業者に係る通信を専ら伝送する部分機能 

中継交換機接続伝

送専用部 

中継交換機と他の電気通信事業者の電気通信設備との間に設置される中継系伝送路設

備（中継交換機と他の電気通信事業者の電気通信設備との間に設置される伝送装置等

を含む。）により当該他の電気通信事業者に係る通信を専ら伝送する部分機能（この

項の中継伝送専用部を除く。） 

４ 信号伝送部 信号用伝送路設備及び信号用中継交換機により信号を伝送交換する部分機能 信号用伝送路設備及び信号用中継

交換機 
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五十二頁 
 

附則別表第１の３（附則第５条関係） 部分機能 
部分機能の区分 内容 対象設備 

１ 端末系

交換部 
端末系ルータ交換

部 
収容ルータにより音声信号とパケットの相互間の変換及び通信の交換を行う部分機能 収容ルータ（端末系伝送路設備と

の間に設置される伝送装置等を含

む。） 

２ 中継系

交換部 

中継系ルータ交換

部 
共用コアルータにより通信の交換を行う部分機能（この項の中継系ルータ変換部及び

中継系ルータ専用トランクポート部を除く。） 

共用コアルータ 

中継系ルータ変換

部 
他の電気通信事業者の電気通信設備を共用コアルータで接続する場合における音声信

号とパケットの相互間の変換を行う部分機能（この項の中継系ルータ専用トランク

ポート部を除く。） 

中継系ルータ専用

トランクポート部 
他の電気通信事業者の電気通信設備を共用コアルータで接続する場合における音声信

号とパケットの相互間の変換を行う部分機能（対象設備の設備量が回線容量に依存す

るものに限る。） 

３ 中継伝

送部 

中継伝送共用部 収容ルータと共用コアルータとの間に設置される中継系伝送路設備等（中継系伝送路

設備等の両端に対向して設置される伝送装置等を含む。）により通信を伝送する部分

機能 

中継系伝送路設備等であって、収

容ルータと共用コアルータとの間

に設置されるもの（中継系伝送路

設備等の両端に対向して設置され

る伝送装置等を含む。）及び共用

コアルータと他の電気通信事業者

の電気通信設備との間に設置され

るもの（共用コアルータと他の電

気通信事業者の電気通信設備との

間に設置される伝送装置等を含

む。） 

中継系ルータ接続

伝送専用部 
共用コアルータと他の電気通信事業者の電気通信設備との間に設置される中継系伝送

路設備（共用コアルータと他の電気通信事業者の電気通信設備との間に設置される伝

送装置等を含む。）により通信を伝送する部分機能 

４ 信号伝送部 他の電気通信事業者に係る通信に当たり、信号用伝送路設備及び信号用中継交換機に

より信号を伝送交換する部分機能 

信号用伝送路設備及び信号用中継

交換機 
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五十三頁 
 

附則別表第２の１（附則第６条関係） 対象設備に係る設備区分 
対象設備  設備区分 

端末系伝送路設備（加入者側終端装置及

び端末系交換等設備との間に設置される

伝送装置等を除く。） 

主配線盤 端末系伝送路設備に属する部分に限る。 

光ケーブル成端架 端末系伝送路設備に属する部分に限る。 

メタルケーブル 加入者側終端装置～き線点遠隔収容装置間に設置するもの 

 加入者側終端装置～収容ルータ間（き線点遠隔収容装置を経由しない場合

に限る。）に設置するもの 

加入系光ケーブル き線点遠隔収容装置～収容ルータ間に設置するもの 

加入系電柱 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

加入系管路 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

加入系中口径管路 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

加入系共同溝 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

加入系とう道 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

電線共同溝 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

自治体管路 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

情報ボックス 加入者側終端装置～収容ルータ間に設置するもの 

総合デジタル通信局内回線終端装置 加入者側終端装置～き線点遠隔収容装置間に設置するもの 

 き線点遠隔収容装置～収容ルータ間に設置するもの 

 加入者側終端装置～収容ルータ間（き線点遠隔収容装置を経由しない場合

に限る。）に設置するもの 

収容ルータ（端末系伝送路設備との間に

設置される伝送装置等を含む。） 

音声収容ルータ 収容局に設置するもの 

共用収容ルータ 収容局に設置するもの 

音声収容装置 収容局に設置するもの（アナログ局内回線収容部を除く。） 

音声収容装置用レイヤ２スイッチ

（以下「音声収容装置用Ｌ２ＳＷ」

という。） 

収容局に設置するもの 

コールサーバ（以下「ＣＳ」とい

う。） 

コア局に設置するもの 

総合デジタル通信回線収容交換機 収容局に設置するもの（総合デジタル通信局内回線終端装置を除く。） 

総合デジタル通信回線収容交換機用

データベース（以下「総合デジタル

通信回線収容交換機用ＤＢ」とい

う。） 

収容局に設置するもの 

8
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五十四頁 
 

 消防警察トランク 収容局に設置するもの 

 警察消防用回線集約装置  

 収容ルータに係る設備区分のうち、

回線数の増減に応じて当該設備に係

る費用が増減するもの 

き線点遠隔収容装置 アナログ局内回線収容部、総合デジタル通信局内回線終端装置及びアナロ

グ・デジタル回線共通部を除く。 

 アナログ局内回線収容部 加入者側終端装置～き線点遠隔収容装置間に設置するもの 

  き線点遠隔収容装置～収容ルータ間に設置するもの 

  加入者側終端装置～収容ルータ間（き線点遠隔収容装置を経由しない場合

に限る。）に設置するもの 

 アナログ・デジタル回線共通部 加入者側終端装置～き線点遠隔収容装置間に設置するもの 

 主配線盤 収容ルータに属する部分に限る。 

 光ケーブル成端架 収容ルータに属する部分に限る。 

共用コアルータ 共用コアルータ コア局に設置するもの 

コア局用レイヤ２スイッチ（以下

「コア局Ｌ２ＳＷ」という。） 

コア局に設置するもの 

メディアケートウェイ（以下「ＭＧ

Ｗ」という。） 

コア局に設置するもの 

メディアゲートウェイコントローラ

（ＭＧＷを制御する装置。以下「Ｍ

ＧＣ」という。） 

コア局に設置するもの 

中継系伝送路設備等であって、収容ルー

タと共用コアルータとの間に設置される

もの（中継系伝送路設備等の両端に対向

して設置される伝送装置等を含む。）及

び共用コアルータと他の電気通信事業者

の電気通信設備との間に設置されるもの

（共用コアルータと他の電気通信事業者

の電気通信設備との間に設置される伝送

装置等を含む。） 

光ケーブル成端架 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

伝送装置 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

中間中継伝送装置 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

中継系光ケーブル 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

海底光ケーブル 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

海底中間中継伝送装置 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

無線伝送装置 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

インタフェース変換装置 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 
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五十五頁 
 

 共用コアルータ間に設置するもの 

無線アンテナ 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

無線鉄塔 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

衛星通信設備 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

中継系電柱 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

中継系管路 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

共用コアルータ間に設置するもの 

中継系中口径管路 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

中継系共同溝 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

中継系とう道 収容ルータ～共用コアルータ間に設置するもの 

 共用コアルータ間に設置するもの 

信号用伝送路設備及び信号用中継交換機 シグナリングゲートウェイ（以下

「ＳＧＷ」という。） 

 

信号用中継交換機  
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五十六頁 
 

附則別表第２の２（附則第６条関係） 附属設備等に係る設備等区分 
附属設備等 設備等区分 

空調設備 空調設備 

電力設備 整流装置 

直流変換電源装置 

交流無停電電源装置 

蓄電池 

受電装置 

発電装置 

小規模局用電源装置 

可搬型発動発電機 

機械室建物 機械室建物 

機械室土地 機械室土地 

監視設備 総合監視 

収容局設備 

コア局設備 

伝送無線機械 

市外線路 

市内線路 

共通用建物 共通用建物 

共通用土地 共通用土地 

構築物 構築物 

機械及び装置 機械及び装置 

車両 車両 

工具、器具及び備品 工具、器具及び備品 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 無形固定資産 
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五十七頁 
 

附則別表第３の１（附則第６条関係） 正味固定資産価額算定方法 
定額法正味固定資産価額＝Σｎ＝１～経済的耐用年数（定額法正味固定資産価額（ｎ））÷経済的耐用年数 

定額法正味固定資産価額（ｎ）＝（期首定額法正味固定資産価額（ｎ）＋期末定額法正味固定資産価額（ｎ））÷２ 

期首定額法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額－（（投資額－最低残存価額）÷法定耐用年数）×（ｎ－１）、最低残存価額｝ 

期末定額法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額－（（投資額－最低残存価額）÷法定耐用年数）×ｎ、最低残存価額｝ 

定率法正味固定資産価額＝Σｎ＝１～経済的耐用年数（定率法正味固定資産価額（ｎ））÷経済的耐用年数 

定率法正味固定資産価額（ｎ）＝（期首定率法正味固定資産価額（ｎ）＋期末定率法正味固定資産価額（ｎ））÷２ 

期首定率法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額×（１－償却率）ｎ－１、投資額×最低残存率｝ 

期末定率法正味固定資産価額（ｎ）＝ＭＡＸ｛投資額×（１―償却率）ｎ、投資額×最低残存率｝ 

償却率＝１－（残存率）１÷法定耐用年数 

残存率＝０．１とする。 

なお、投資額は、次の設備区分ごとに定める算定方法により算出する。 

設備区分 算定方法 

音声収容ルータ １ 音声収容ルータの設置基準 

収容局であって、収容回線に光地域ＩＰ回線が含まれないもの又はコア局との間の伝送（離島設備の適用区間に限る。）

を無線伝送装置又は衛星通信設備により行うものには、音声収容ルータを設置する。 

２ 設備量の算定 

⑴ 音声収容ルータ設置局ごとに、次のアからウまでにより求めたユニット数のうち最大のものを当該局の音声収容ルータ

ユニット数とする。 

ア 音声１Ｇポート数、ＡＤＳＬ地域ＩＰ１Ｇポート数及び音声収容ルータＰＴＮ（パケット伝送装置をいう。以下同

じ。）対向１Ｇポート数の合計を音声収容ルータ収容率で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）を音声収容ルータインタフェース数とし、これを音声収容ルータ１ユニット当たり最大インタフェース数で除し

たもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

イ アナログ電話及び総合デジタル通信サービスの最繁時呼量帯域（最繁時呼量に１接続当たり音声帯域及び音声パケッ

ト優先係数を乗じたものをいう。以下同じ。）並びにＡＤＳＬ地域ＩＰサービスの最繁時呼量帯域の合計を音声収容

ルータの最繁時呼量帯域とし、これを音声収容ルータ収容率及び音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時呼量

帯域で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

ウ アナログ電話及び総合デジタル通信サービスの最繁時呼量パケット数（最繁時呼量に１接続１秒当たり音声パケット

数及び音声パケット優先係数を乗じたものをいう。以下同じ。）並びにＡＤＳＬ地域ＩＰサービスの最繁時呼量パケッ

ト数の合計を音声収容ルータの最繁時呼量パケット数とし、これを音声収容ルータ収容率及び音声収容ルータ１ユニッ

ト当たり最大処理最繁時呼量パケット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 
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五十八頁 
 

⑵ ⑴の音声収容ルータユニット数に音声収容ルータ冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後音声収容ルータユニット

数とし、これからＡＤＳＬ地域ＩＰサービスに係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除したも

のを当該局の音声系冗長化後音声収容ルータユニット数とする。 

⑶ ⑴アの音声収容ルータインタフェース数に音声収容ルータ冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後音声収容ルータ

インタフェース数とし、これからＡＤＳＬ地域ＩＰサービスに係るもの（ポート数比及び最繁時呼量帯域比により算定す

るものとする。）を控除したものを当該局の音声系冗長化後音声収容ルータインタフェース数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと音声収容ルータ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、音声収容ルータ投資額を

算定する。 

局ごと音声収容ルータ投資額 

＝音声系冗長化後音声収容ルータユニット数×音声収容ルータユニット単価 

＋音声系冗長化後音声収容ルータインタフェース数×音声収容ルータインタフェース単価 

＋音声系冗長化後音声収容ルータユニット数×音声収容ルータソフトウェア単価 

共用収容ルータ １ 共用収容ルータの設置基準 

音声収容ルータを設置しない収容局には、共用収容ルータを設置する。 

２ 設備量の算定 

⑴ 共用収容ルータ設置局ごとに、次のアからエまでにより求めた共用収容ルータのユニット数のうち最大のものを当該局

の共用収容ルータユニット数とする。 

ア 共用収容ルータ１Ｇインタフェース数（音声１Ｇポート数及びＡＤＳＬ地域ＩＰ１Ｇポート数の合計）を共用収容

ルータ１Ｇボード当たり最大収容インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を

共用収容ルータ１Ｇボード数とし、これを共用収容ルータ１ユニット当たり最大１Ｇボード数で除したもの（１に満た

ない端数は、切り上げるものとする。） 

イ 共用収容ルータ 10Ｇインタフェース数（光地域ＩＰ10Ｇポート数、共用収容ルータＣＷＤＭ（波長分割多重装置をい

う。以下同じ。）対向 10Ｇポート数（当該局が収容局兼コア局でない場合に限る。）、共用収容ルータ共用コアルータ

対向 10Ｇポート数（当該局が収容局兼コア局の場合に限る。）及び共用収容ルータ間渡り 10Ｇポート数の合計）を共用

収容ルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）を共用収容ルータ 10Ｇボード数とし、これを共用収容ルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

ウ アナログ電話及び総合デジタル通信サービスの最繁時呼量帯域並びにＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び光地域ＩＰサー

ビス（共用収容ルータに収容するものに限る。）の最繁時呼量帯域の合計を共用収容ルータの最繁時呼量帯域とし、こ

れを共用収容ルータ収容率及び共用収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時呼量帯域で除したもの（１に満たない

端数は、切り上げるものとする。） 

エ アナログ電話及び総合デジタル通信サービスの最繁時呼量パケット数並びにＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び光地域Ｉ

Ｐサービス（共用収容ルータに収容するものに限る。）の最繁時呼量パケット数の合計を共用収容ルータの最繁時呼量
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五十九頁 
 

パケット数とし、これを共用収容ルータ収容率及び共用収容ルータ１ユニット当たり最大処理最繁時呼量パケット数で

除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

⑵ ⑴アの音声１Ｇポート数を冗長化考慮したものを音声系冗長化後共用収容ルータ１Ｇインタフェース数とする。 

⑶ ⑴アの共用収容ルータ１Ｇボード数を冗長化考慮したものを当該局の冗長化後共用収容ルータ１Ｇボード数とし、これ

からＡＤＳＬ地域ＩＰサービスに係るもの（ポート数比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系

冗長化後共用収容ルータ１Ｇボード数とする。 

⑷ ⑴イの共用収容ルータ 10Ｇインタフェース数を冗長化考慮したものを当該局の冗長化後共用収容ルータ 10Ｇインタ

フェース数とし、これから光地域ＩＰ10Ｇポート数相当分を減じ、ＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び光地域ＩＰサービス

（共用収容ルータに収容するものに限る。）に係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除したも

のを当該局の音声系冗長化後共用収容ルータ 10Ｇインタフェース数とする。 

⑸ ⑴イの共用収容ルータ 10Ｇボード数を冗長化考慮したものを当該局の冗長化後共用収容ルータ 10Ｇボード数とし、これ

からＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び光地域ＩＰサービス（共用収容ルータに収容するものに限る。）に係るもの（インタ

フェース数比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系冗長化後共用収容ルータ 10Ｇボード数とす

る。 

⑹ ⑴の共用収容ルータユニット数を冗長化考慮したものを当該局の冗長化後共用収容ルータユニット数とし、これからＡ

ＤＳＬ地域ＩＰサービス及び光地域ＩＰサービス（共用収容ルータに収容するものに限る。）に係るもの（最繁時呼量帯

域比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系冗長化後共用収容ルータユニット数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと共用収容ルータ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、共用収容ルータ投資額を

算定する。 

局ごと共用収容ルータ投資額 

＝音声系冗長化後共用収容ルータユニット数×共用収容ルータユニット単価 

＋音声系冗長化後共用収容ルータ 10Ｇボード数×共用収容ルータ 10Ｇボード単価 

＋音声系冗長化後共用収容ルータ 10Ｇインタフェース数×共用収容ルータ 10Ｇインタフェース単価 

＋音声系冗長化後共用収容ルータ１Ｇボード数×共用収容ルータ１Ｇボード単価 

＋音声系冗長化後共用収容ルータ１Ｇインタフェース数×共用収容ルータ１Ｇインタフェース単価 

音声収容装置 １ 設備量の算定 

⑴ 収容局ごとに、アナログ電話回線数を音声収容装置回線収容率及び音声収容装置ラインカード当たり最大収容回線数で

除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を音声収容装置ラインカード数とする。 

⑵ ⑴の音声収容装置ラインカード数を音声収容装置シェルフ当たり最大収容ラインカード数で除したもの（１に満たない

端数は、切り上げるものとする。）を、音声収容装置シェルフ数とする。 

⑶ ⑵の音声収容装置シェルフ数を音声収容装置架当たり最大収容シェルフ数で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。）を音声収容装置架数とする。 

２ 投資額の算定 
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六十頁 
 

 次の算定式により局ごと音声収容装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、音声収容装置投資額を算定す

る。 

⑴ 音声収容装置（回線収容部）投資額 

＝音声収容装置ラインカード数×音声収容装置ラインカード単価 

⑵ 音声収容装置（ユニット部）投資額 

＝音声収容装置シェルフ数×音声収容装置シェルフ単価＋音声収容装置架数×音声収容装置架単価 

⑶ 音声収容装置（ソフトウェアユニット部相当）投資額 

＝（音声収容装置シェルフ数×音声収容装置ソフトウェア単価）×音声収容装置（ユニット部）投資額÷（音声収

容装置（回線収容部）投資額＋音声収容装置（ユニット部）投資額） 

⑷ 局ごと音声収容装置投資額 

＝音声収容装置（ユニット部）投資額＋音声収容装置（ソフトウェアユニット部相当）投資額 

音声収容装置用Ｌ２ＳＷ １ 音声収容装置用Ｌ２ＳＷの設置基準 

収容局に設置する音声収容装置シェルフ数が３以上の場合には、当該局には音声収容装置用Ｌ２ＳＷを設置する。 

２ 設備量の算定 

⑴ 音声収容装置用Ｌ２ＳＷ設置局ごとに、次のア及びイにより求めたユニット数のうち最大のものを当該局の音声収容装

置用Ｌ２ＳＷユニット数とする 

ア 音声収容装置シェルフ数及び収容ルータユニット数の合計を音声収容装置用Ｌ２ＳＷポート収容率及び音声収容装置

用Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

イ アナログ電話の最繁時呼量に１接続当たり音声パケット数を乗じ、音声収容装置Ｌ２ＳＷポート収容率及び音声収容

装置用Ｌ２ＳＷ最大処理最繁時呼量パケット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

⑵ ⑴の音声収容装置用Ｌ２ＳＷユニット数に音声収容装置用Ｌ２ＳＷ冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後音声収

容装置用Ｌ２ＳＷユニット数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと音声収容装置用Ｌ２ＳＷ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、音声収容装置用

Ｌ２ＳＷ投資額を算定する。 

局ごと音声収容装置用Ｌ２ＳＷ投資額 

＝冗長化後音声収容装置用Ｌ２ＳＷユニット数×音声収容装置用Ｌ２ＳＷユニット単価 

ＣＳ １ ＣＳの設備量の算定 

⑴ 中継区域ごとに、アナログ電話回線数を当該中継区域に属するコア局数で除したものを当該区域に属する局ごとＣＳ収

容アナログ電話回線数とし、これをＣＳ収容率及びＣＳ１ユニット当たり最大処理回線数で除したもの（１に満たない端

数は、切り上げるものとする。）を当該区域に属する局ごとＣＳユニット数とする。 

⑵ ⑴のＣＳユニット数に冗長化係数を乗じたものを当該区域に属する局ごと冗長化後ＣＳユニット数とする。 

２ ＣＳ用データベース（以下「ＣＳ用ＤＢ」という。）の設備量の算定 
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⑴ 中継区域ごとに、アナログ電話の最繁時呼数を当該中継区域に属するコア局数で除したものを当該区域に属する局ごと

ＣＳアナログ電話最繁時呼数とし、これをＣＳ用ＤＢ収容率及びＣＳ用ＤＢ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数で除し

たもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該区域に属する局ごとＣＳ用ＤＢユニット数とする。 

⑵ ⑴のＣＳ用ＤＢユニット数に冗長化係数を乗じたものを当該区域に属する局ごと冗長化後ＣＳ用ＤＢユニット数とす

る。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＣＳ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、ＣＳ投資額を算定する。 

局ごとＣＳ投資額 

＝冗長化後ＣＳユニット数×ＣＳユニット単価 

＋ＣＳ収容アナログ電話回線数×ＣＳ１回線当たり単価 

＋ＣＳソフトウェア投資額 

＋冗長化後ＣＳ用ＤＢユニット数×ＣＳ用ＤＢユニット単価 

総合デジタル通信回線収容交

換機 

１ 設備量の算定 

⑴ 収容局ごと及びサービスごとに、総合デジタル通信サービス回線数を総合デジタル通信回線収容交換機回線収容率及び

総合デジタル通信用ボード１枚当たり最大収容回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）

を、当該局のサービスごと総合デジタル通信用ボード数とする。 

⑵ ⑴のサービスごと総合デジタル通信用ボード数に総合デジタル通信用ボード当たり占用スロット数を乗じ、全てのサー

ビスについて合計したものを当該局の総合デジタル通信回線収容交換機スロット数とし、これを総合デジタル通信回線収

容交換機１ユニット当たりスロット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の総合デ

ジタル通信回線収容交換機ユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと総合デジタル通信回線収容交換機投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、総合デ

ジタル通信回線収容交換機投資額を算定する。 

⑴ サービスごと総合デジタル通信回線収容交換機（回線収容部）投資額 

＝当該サービス総合デジタル通信用ボード数×当該サービス総合デジタル通信用ボード単価 

⑵ 総合デジタル通信回線収容交換機（ユニット部）投資額 

＝総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数×総合デジタル通信回線収容交換機ユニット単価 

⑶ 総合デジタル通信回線収容交換機（ソフトウェアユニット部相当）投資額 

＝（総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数×総合デジタル通信回線収容交換機ソフトウェア単価） 

×総合デジタル通信回線収容交換機（ユニット部）投資額 

÷（総合デジタル通信回線収容交換機（回線収容部）投資額＋総合デジタル通信回線収容交換機（ユニット部）

投資額） 

⑷ 局ごと総合デジタル通信回線収容交換機投資額 

＝総合デジタル通信回線収容交換機（ユニット部）投資額 
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六十二頁 
 

＋総合デジタル通信回線収容交換機（ソフトウェアユニット部相当）投資額 

総合デジタル通信回線収容交

換機用ＤＢ 

１ 設備量の算定 

収容局ごとに、総合デジタル通信サービスの最繁時呼数を総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢの収容率及び１ユニッ

ト当たり最大処理最繁時呼数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の総合デジタル通信

回線収容交換機用ＤＢユニット数とし、これに冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後総合デジタル通信回線収容交換

機用ＤＢユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ投資額を算定する。 

局ごと総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ投資額 

＝冗長化後総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢユニット数 

×総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢユニット単価 

消防警察トランク １ 設備量の算定 

⑴ 消防警察トランク設置収容局ごとの消防警察トランク数は、局別収容回線数が２万回線未満の場合は２とし、局別収容

回線数が２万回線以上の場合は、当該回線数から２万を減じた後、１万で除したもの（１に満たない端数は、切り上げる

ものとする。）に２を加えた値とする。当該局の収容回線に他の単位料金区域における消防警察トランク設置収容局の収

容回線が含まれる場合は、当該他の単位料金区域における消防警察トランク設置収容局１局につき消防警察トランク数を

１加算する。さらに、当該局の収容回線に異行政収容回線が含まれる場合には、消防警察トランク数を１加算するものと

する。 

⑵ 消防警察トランク設置収容局ごとに、⑴の消防警察トランク数を消防警察トランク搭載架最大搭載数で除したもの（１

に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の消防警察トランク架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと消防警察トランク投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、消防警察トランク投資

額を算定する。 

局ごと消防警察トランク投資額 

＝消防警察トランク数×消防警察トランク単価 

＋消防警察トランク架数×消防警察トランク搭載架単価 

警察消防用回線集約装置 １ 設備量の算定 

警察消防用回線集約装置の割付対象として指定された収容局ごとに、以下の手順で警察消防用回線集約装置の台数を算定

する。 

⑴ 受付台収容局に設定された専用線回線数を、当該受付台収容局に対する割付対象として指定された消防警察トランク設

置収容局ごとに、必要となる専用線回線数の算定をして割付処理を行い、割り付けられた専用線回線数を当該割付対象局

の総割付回線数とする。 
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六十三頁 
 

⑵ 当該割付対象局の警察消防用回線集約装置数は、当該割付対象局の消防警察トランク数が総割付回線数以下の場合には

０とし、総割付回線数を超える場合には、当該割付対象局の総割付回線数を警察消防用回線集約装置最大収容回線数で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）とする。 

⑶ ⑵の当該割付対象局の警察消防用回線集約装置数を警察消防用回線集約装置搭載架最大搭載数で除したもの（１に満た

ない端数は、切り上げるものとする。）を当該割付対象局の警察消防用回線集約装置架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により割付対象局ごと警察消防用回線集約装置投資額を求め、全ての対象局について当該投資額を合算し、警

察消防用回線集約装置投資額を算定する。 

割付対象局ごと警察消防用回線集約装置投資額 

＝警察消防用回線集約装置数×警察消防用回線集約装置単価 

＋警察消防用回線集約装置架数×警察消防用回線集約装置搭載架単価 

き線点遠隔収容装置 １ 回線数の算定 

国勢調査の調査区ごとの各サービスの回線数を次により算定する。なお、各（県、調査区）につき、世帯自県案分率、就

業者自県案分率を算定する。県境の調査区以外では、自県案分率は１となる。 

世帯自県案分率（県、調査区）＝世帯数（県、調査区）÷総世帯数（調査区） 

就業者自県案分率（県、調査区）＝就業者数（県、調査区）÷総就業者数（調査区） 

⑴ 住宅用加入電話回線数 

＝局ごと住宅用加入電話契約回線数÷調査区ごと世帯数の局ごと合計 

×調査区ごとの世帯数×世帯自県案分率 

⑵ 事務用加入電話回線数 

＝局ごと事務用加入電話契約回線数÷調査区ごと就業者数の局ごと合計 

×調査区ごとの就業者数×就業者自県案分率 

⑶ 住宅用第一種総合デジタル通信サービス回線数 

＝単位料金区域別住宅用第一種総合デジタル通信サービス契約回線数 

÷調査区ごと世帯数の単位料金区域別合計×調査区ごとの世帯数×世帯自県案分率 

⑷ 事務用第一種総合デジタル通信サービス回線数 

＝単位料金区域別事務用第一種総合デジタル通信サービス契約回線数 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごとの就業者数×就業者自県案分率 

⑸ 第二種総合デジタル通信サービス回線数 

＝単位料金区域別第二種総合デジタル通信サービス契約回線数 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごとの就業者数×就業者自県案分率 

⑹ 第一種公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第一種公衆電話実績回線数÷単位料金区域内調査区数×世帯自県案分率 

⑺ 第一種デジタル公衆電話回線数 
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六十四頁 
 

＝単位料金区域別第一種デジタル公衆電話実績回線数 

÷単位料金区域内調査区数×世帯自県案分率 

⑻ 第二種公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第二種公衆電話実績回線数÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計 

×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⑼ 第二種デジタル公衆電話回線数 

＝単位料金区域別第二種デジタル公衆電話実績回線数÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計 

×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⑽ 低速専用線二線式回線数 

＝単位料金区域別低速専用線実績回線数 

×（県別低速専用線二線式実績回線数÷（県別低速専用線二線式実績回線数＋県別低速専用線四線式実績回線

数）） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⑾ 低速専用線四線式回線数 

＝単位料金区域別低速専用線実績回線数 

×（県別低速専用線四線式実績回線数÷（県別低速専用線二線式実績回線数＋県別低速専用線四線式実績回線

数）） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⑿ 高速メタル専用線回線数 

＝単位料金区域別高速専用線実績回線数 

×（県別高速メタル専用線実績回線数÷（県別高速メタル専用線実績回線数＋県別高速光専用線実績回線数）） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

⒀ 高速光専用線回線数 

＝単位料金区域別高速専用線実績回線数 

×（県別高速光専用線実績回線数÷（県別高速メタル専用線実績回線数＋県別高速光専用線実績回線数）） 

÷調査区ごと就業者数の単位料金区域別合計×調査区ごと就業者数×就業者自県案分率 

２ き線点～収容局間伝送路経路の選択 

収容局ごとに、当該局の収容区域内の需要の存在する調査区ごとにき線点を設定するものとし、き線点～局間伝送路経路

は、次の基準により決定する。 

⑴ 局を起点とし、東西南北の四方に向けて敷設する。 

⑵ 局を起点とし、±４５°の傾きの範囲ごとに収容する。 

⑶ ±４５°の線上に存在する調査区については、局を中心に反時計回りに境界線を設定する。 

⑷ 局を中心に東西南北に敷設する伝送路と、これと直交して調査区の中心を通るように敷設する伝送路を設置する。 

⑸ 伝送路経路選択においては、道路密度・道路延長データを考慮し、道路沿いの経路を選択する。 
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六十五頁 
 

⑹ 調査区ごとの回線数を考慮し、伝送路経路は適宜集約化する。 

３ 設備構成選択 

き線点～収容局間伝送路ごとに、次の組合せの中から、設備管理運営費（減価償却費と施設保全費の合計をいう。以下こ

の項において同じ。）が最も低くなる組合せを選択する。ただし、ケーブルの荷重制限及び伝送距離制限により、選択不可

能なものは除く。 

⑴ 架空メタルケーブル及び架空光ケーブルを設置する。 

⑵ 架空光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

⑶ 地下メタルケーブル及び地下光ケーブルを設置する。 

⑷ 地下光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

４ 設備量の算定 

⑴ き線点遠隔収容装置を設置するき線点ごとに、アからウまでにより求めたユニット数のうち最大のものを当該き線点の

き線点遠隔収容装置ユニット数とする。 

ア メタル電話回線数をき線点遠隔収容装置最大収容電話回線数で除したもの 

イ 低速専用線回線数をき線点遠隔収容装置最大収容低速専用回線数で除したもの 

ウ 高速メタル専用線回線数をき線点遠隔収容装置最大収容高速メタル専用回線数で除したもの 

⑵ 収容局ごとに、当該局に収容されるき線点の、⑴で算定したき線点ごとのき線点遠隔収容装置ユニット数の合計を当該

局のき線点遠隔収容装置ユニット数とし、き線点ごとのき線点遠隔収容装置収容回線数の合計を当該局のき線点遠隔収容

装置収容回線数とする。 

５ 投資額の算定 

次の算定式⑴及び⑵により求めた局ごとき線点遠隔収容装置投資額のうち最小のものを、当該局のき線点遠隔収容装置投

資額とし、全ての局について当該投資額を合算し、き線点遠隔収容装置投資額を算定する。 

⑴ 局ごとき線点遠隔収容装置投資額 

＝（き線点遠隔収容装置ユニット数×き線点遠隔収容装置ユニット単価 

＋専用線収容装置ユニット数×専用線ユニット単価）×き線点遠隔収容装置収容回線数 

÷（き線点遠隔収容装置収容回線数＋専用線遠隔収容装置収容回線数） 

⑵ 局ごとき線点遠隔収容装置投資額 

＝き線点遠隔収容装置ユニット数×き線点遠隔収容装置ユニット単価 

総合デジタル通信局内回線終

端装置 

１ 設備量の算定 

⑴ 総合デジタル通信回線収容交換機の設備量の算定において求めた総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数を局ごと

の総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数とする。 

⑵ 収容局ごとに、当該局が収容するき線点ごとの第一種総合デジタル通信サービス回線数の合計を当該局のき線点遠隔収

容装置収容総合デジタル通信サービス回線数とする。 

２ 投資額の算定 

9
3



六十六頁 
 

次の算定式により局ごと総合デジタル通信局内回線終端装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、総合デ

ジタル通信局内回線終端装置投資額を算定する。 

⑴ 総合デジタル通信回線収容交換機（ソフトウェア回線収容部相当）投資額 

＝（総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数×総合デジタル通信回線収容交換機ソフトウェア単価） 

×総合デジタル通信回線収容交換機（回線収容部）投資額 

÷（総合デジタル通信回線収容交換機（回線収容部）投資額＋総合デジタル通信回線収容交換機（ユニット部）

投資額） 

⑵ 局ごと総合デジタル通信局内回線終端装置投資額 

＝き線点遠隔収容装置収容総合デジタル通信サービス回線数 

×き線点遠隔収容装置総合デジタル通信サービス回線単価 

＋総合デジタル通信回線収容交換機（回線収容部）投資額 

＋総合デジタル通信回線収容交換機（ソフトウェア回線収容部相当）投資額 

アナログ局内回線収容部 １ 設備量の算定 

⑴ 音声収容装置の設備量の算定において求めた音声収容装置シェルフ数を局ごとの音声収容装置シェルフ数とする。 

⑵ 収容局ごとに、当該局が収容するき線点ごとのアナログ電話回線数の合計を当該局のき線点遠隔収容装置収容アナログ

電話回線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとアナログ局内回線収容部投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、アナログ局内回

線収容部投資額を算定する。 

⑴ 音声収容装置（ソフトウェア回線収容部相当）投資額 

＝（音声収容装置シェルフ数×音声収容装置ソフトウェア単価） 

×音声収容装置（回線収容部）投資額 

÷（音声収容装置（回線収容部）投資額＋音声収容装置（ユニット部）投資額） 

⑵ 局ごとアナログ局内回線収容部投資額 

＝き線点遠隔収容装置収容アナログ電話回線数 

×き線点遠隔収容装置アナログ電話回線単価 

＋音声収容装置（回線収容部）投資額 

＋音声収容装置（ソフトウェア回線収容部相当）投資額 

アナログ・デジタル回線共通

部 

１ 設備量の算定 

収容局ごとに、当該局が収容するき線点ごとの第一種総合デジタル通信サービス回線数及びアナログ電話回線数の合計を

当該局のき線点遠隔収容装置収容回線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとアナログ・デジタル回線共通部投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、アナロ

グ・デジタル回線共通部投資額を算定する。 
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六十七頁 
 

局ごとアナログ・デジタル回線共通部投資額 

＝き線点遠隔収容装置収容回線数×き線点遠隔収容装置回線単価 

主配線盤 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに、当該局に直接メタル回線で収容される回線数及びき線回線予備率分の回線数の合計を主配線盤回線収容率で

除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の主配線盤端子数とし、これから専用線サービス

に係るもの（回線数比により算定するものとする。）を控除したものを、当該局の音声系主配線盤端子数とする。 

⑵ ⑴の主配線盤端子数を主配線盤架当たり回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該

局の主配線盤架数とし、これから専用線サービスに係るもの（回線数比により算定するものとする。）を控除したものを

当該局の音声系主配線盤架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと主配線盤投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、主配線盤投資額を算定する。 

局ごと主配線盤投資額 

＝音声系主配線盤端子数×主配線盤端子当たり単価 

＋音声系主配線盤架数×主配線盤架当たり単価 

光ケーブル成端架 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに、次のア及びイにより求めた心線数の合計を当該局の光ケーブル成端架心線数とする。 

ア 当該局に直接光回線で収容される回線数に１回線当たり心線数を乗じたものにき線回線予備率分の心線数を加えたも

の及び当該局に帰属するき線点遠隔収容装置数にき線点遠隔収容装置１ユニット当たり心線数を乗じたものに光予備心

線数を加えたものの合計を光ケーブル成端架収容率で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

イ 当該局で収容する中継伝送用光回線の心線数の合計を光ケーブル成端架収容率で除したもの（１に満たない端数は、

切り上げるものとする。） 

⑵ ⑴の光ケーブル成端架心線数を光ケーブル成端架（大型）架当たり心線数で除したもの（１に満たない端数は、切り捨

てるものとする。）を当該局の光ケーブル成端架（大型）架数とする。これに光ケーブル成端架（大型）架当たり心線数

を乗じたものを当該局の光ケーブル成端架（大型）心線数とする。 

⑶ ⑴の光ケーブル成端架心線数から⑵の光ケーブル成端架（大型）心線数を減じたものを光ケーブル成端架残り心線数と

し、この心線数が光ケーブル成端架（中型）架当たり心線数より多ければ光ケーブル成端架（大型）に収容することとす

る。光ケーブル成端架（小型２）架当たり心線数より多く、光ケーブル成端架（中型）架当たり心線数以下ならば光ケー

ブル成端架（中型）に収容することとする。光ケーブル成端架（小型１）架当たり心線数より多く、光ケーブル成端架

（小型２）架当たり心線数以下ならば光ケーブル成端架（小型２）に収容することとする。光ケーブル成端架（小型１）

架当たり心線数以下ならば光ケーブル成端架（小型１）に収容することとする。 

⑷ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（大型）に収容する場合には、光ケーブル成端架（大型）

架数に１を加え、光ケーブル成端架（大型）心線数に光ケーブル成端架残り心線数を加えるものとする。 

⑸ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（中型）に収容する場合には、光ケーブル成端架（中型）

架数を１とし、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（中型）心線数とする。 
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六十八頁 
 

⑹ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型２）に収容する場合には、光ケーブル成端架（小型

２）架数を１とし、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型２）心線数とする。 

⑺ ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型１）に収容する場合には、光ケーブル成端架（小型

１）架数を１とし、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型１）心線数とする。 

⑻ ⑴から⑺までにより算定した架数及び心線数から、階梯ごとにデータ系サービスに係るもの（心数比により算定するも

のとする。）を控除したものを、当該局の階梯ごと及び種別ごと音声系光ケーブル成端架架数及び音声系光ケーブル成端

架心線数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに階梯ごと光ケーブル成端架投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、光ケーブル

成端架投資額を算定する。 

階梯ごと光ケーブル成端架投資額 

＝当該階梯音声系光ケーブル成端架（大型）架数×光ケーブル成端架（大型）架当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（中型）架数×光ケーブル成端架（中型）架当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（小型２）架数×光ケーブル成端架（小型２）架当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（小型１）架数×光ケーブル成端架（小型１）架当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（大型）心線数×光ケーブル成端架（大型）心線当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（中型）心線数×光ケーブル成端架（中型）心線当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（小型２）心線数×光ケーブル成端架（小型２）心線当たり単価 

＋当該階梯音声系光ケーブル成端架（小型１）心線数×光ケーブル成端架（小型１）心線当たり単価 

共用コアルータ １ 設備量の算定 

⑴ コア局ごとに、ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、共用収容ルータ対向 10Ｇインタフェース数（当該局が収容局兼コア局

の場合に限る。）、コア局Ｌ２ＳＷ対向 10Ｇインタフェース数及びデータ系ＩＰ装置対向 10Ｇインタフェース数の合計を

共用コアルータ 10Ｇインタフェース数とする。また、接続する伝送装置（ＣＷＤＭ）、共用収容ルータ、コア局Ｌ２ＳＷ

及びデータ系ＩＰ装置の最繁時呼量帯域及び最繁時呼量パケット数から、共用コアルータ最繁時呼量帯域及び共用コア

ルータ最繁時呼量パケット数を算定する。 

⑵ ⑴の共用コアルータ 10Ｇインタフェース数を共用コアルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を共用コアルータ 10Ｇボード数とし、次のアからウまでにより求めた

ユニット数のうち最大のものを当該局の共用コアルータユニット数とする。 

ア 共用コアルータ 10Ｇボード数を共用コアルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数で除したもの（１に満たない端数

は、切り上げるものとする。） 

イ 共用コアルータ最繁時呼量帯域を共用コアルータ収容率及び共用コアルータ１ユニット当たり最大処理最繁時呼量帯

域で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

ウ 共用収容ルータ最繁時呼量パケット数を共用コアルータ収容率及び共用コアルータ１ユニット当たり最大処理最繁時

呼量パケット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 
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六十九頁 
 

⑶ ⑵の共用コアルータユニット数から１を減じたものを共用コアルータ渡り 10Ｇインタフェース数とし、これを共用コア

ルータ 10Ｇインタフェース数に加える。 

⑷ ⑴から⑶までにより算定した共用コアルータ 10Ｇインタフェース数、共用コアルータ 10Ｇボード数及び共用コアルータ

ユニット数のそれぞれについて冗長化考慮した後、データ系に係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとす

る。）を控除したものを、当該局の音声系冗長化後共用コアルータ 10Ｇインタフェース数、音声系冗長化後共用コアルー

タ 10Ｇボード数及び音声系冗長化後共用コアルータユニット数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により、局ごと共用コアルータ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、共用コアルータ投資額

を算定する。 

局ごと共用コアルータ投資額 

＝音声系冗長化後共用コアルータユニット数×共用コアルータユニット単価 

＋音声系冗長化後共用コアルータ 10Ｇボード数×共用コアルータ 10Ｇボード単価 

＋音声系冗長化後共用コアルータ 10Ｇインタフェース数×共用コアルータ 10Ｇインタフェース単価 

＋音声系冗長化後共用コアルータユニット数×共用コアルータソフトウェア単価 

コア局Ｌ２ＳＷ １ 設備量の算定 

⑴ コア局ごとに、ＰＴＮ１Ｇポート数、ＣＳ１Ｇポート数、ＭＧＷ１Ｇポート数、ＳＧＷ１Ｇポート数及びＭＧＣ１Ｇ

ポート数の合計をコア局Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数とし、共用コアルータにおけるコア局Ｌ２ＳＷ対向 10Ｇインタ

フェース数をコア局Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数とする。 

⑵ ⑴のコア局Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数及びコア局Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数の合計をコア局Ｌ２ＳＷ1 ユニッ

ト当たり最大収容インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）をコア局Ｌ２ＳＷユ

ニット数とする。 

⑶ ⑴及び⑵で算定したコア局Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数、コア局Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数及びコア局Ｌ２ＳＷ

ユニット数のそれぞれについて冗長化係数を乗じ、ＰＴＮ経由のＡＤＳＬ地域ＩＰサービスに係るもの（最繁時呼量帯域

比により算定するものとする。）を控除したものをそれぞれ当該局の音声系冗長化後コア局Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース

数、音声系冗長化後コア局Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数及び音声系冗長化後コア局Ｌ２ＳＷユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとコア局Ｌ２ＳＷ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、コア局Ｌ２ＳＷ投資額を

算定する。 

局ごとコア局Ｌ２ＳＷ投資額 

＝音声系冗長化後コア局Ｌ２ＳＷユニット数×コア局Ｌ２ＳＷユニット単価 

＋音声系冗長化後コア局Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース数×コア局Ｌ２ＳＷ10Ｇインタフェース単価 

＋音声系冗長化後コア局Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース数×コア局Ｌ２ＳＷ１Ｇインタフェース単価 

ＭＧＷ １ 設備量の算定 
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七十頁 
 

⑴ コア局ごとに、コア局ごとＩＣ接続回線数から定まるＭＧＷＳＴＭ－１ポート数について冗長化考慮したものを冗長化

後ＭＧＷＳＴＭ－１ポート数とする。 

⑵ ⑴の冗長化後ＭＧＷＳＴＭ－１ポート数をＭＧＷ収容率及びＭＧＷ１ユニット当たり最大ＳＴＭ－１ポート数で除した

もの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を、冗長化後ＭＧＷユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＭＧＷ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、ＭＧＷ投資額を算定する。 

局ごとＭＧＷ投資額 

＝（ＭＧＷユニット部投資額＋ＭＧＷユニット部ソフトウェア投資額） 

＋（ＭＧＷ回線依存部投資額＋ＭＧＷ回線依存部ソフトウェア投資額） 

＝（冗長化後ＭＧＷユニット数×ＭＧＷユニット単価＋冗長化後ＭＧＷユニット数×ＭＧＷユニットソフトウェア単

価） 

＋（冗長化後ＭＧＷＳＴＭ－１ポート数×ＭＧＷＳＴＭ－１ポート単価＋冗長化後ＭＧＷＳＴＭ－１ポート数×Ｍ

ＧＷＳＴＭ－１ポートソフトウェア単価） 

ＭＧＣ １ 設備量の算定 

⑴ コア局が属する中継区域内の接続呼の最繁時呼数を当該区域内のコア局数で除したものをコア局当たり接続呼最繁時呼

数とし、これをＭＧＣ収容率及びＭＧＣ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数で除したもの（１に満たない端数は、切り

上げるものとする。）をＭＧＣユニット数とする。 

⑵ ⑴のＭＧＣユニット数を冗長化考慮したものを冗長化後ＭＧＣユニット数とする。 

⑶ ⑴のコア局当たり接続呼最繁時呼数をＭＧＣ用データベース（以下「ＭＧＣ用ＤＢ」という。）収容率及びＭＧＣ用Ｄ

Ｂ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）をＭＧＣ用ＤＢ

ユニット数とし、これに冗長化係数を乗じたものを冗長化後ＭＧＣ用ＤＢユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＭＧＣ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、ＭＧＣ投資額を算定する。 

局ごとＭＧＣ投資額 

＝冗長化後ＭＧＣユニット数×ＭＧＣユニット単価 

＋冗長化後ＭＧＣユニット数×ＭＧＣソフトウェア単価 

＋冗長化後ＭＧＣ用ＤＢユニット数×ＭＧＣ用ＤＢユニット単価 

ＳＧＷ １ 設備量の算定 

⑴ コア局が属する中継区域内の接続呼の最繁時信号数を当該区域内のコア局数で除したものをコア局当たり接続呼最繁時

信号数とする。これをＳＷＧ１リンク当たり信号数で除し（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）、信号区域

間リンク分散数を乗じたものをコア局当り信号リンク数とする。 

⑵ コア局ごとに、次のア及びイにより算定したユニット数のうち最大のものを当該局のＳＧＷユニット数とし、これに冗

長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後ＳＧＷユニット数とする。 
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七十一頁 
 

ア ⑴のコア局当たり信号リンク数をＳＧＷ収容率及びＳＧＷ１ユニット当たり最大リンク数で除したもの（１に満たな

い端数は、切り上げるものとする。） 

イ 冗長化後ＭＧＷユニット数をコア局当たりポイントコード数として、これをＳＧＷ収容率及びＳＧＷ１ユニット当た

り最大処理ポイントコード数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＳＧＷ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、ＳＧＷ投資額を算定する。 

局ごとＳＧＷ投資額 

＝冗長化後ＳＧＷユニット数×ＳＧＷユニット単価 

＋冗長化後ＳＧＷユニット数×ＳＧＷソフトウェア単価 

信号用中継交換機 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに、アナログ電話及び総合デジタル通信サービスの最繁時呼数にそれぞれ１呼当たり信号数を乗じたものの合計

を最繁時信号数とし、これに接続呼比率を乗じたものをＩＣ接続呼最繁時信号数とする。 

⑵ ⑴のＩＣ接続呼最繁時信号数にＩＣトランジット呼最繁時信号数を加え、東西別に、全ての局について合計し信号区域

数で除したものをＳＴＰ（信号用中継交換機をいう。以下同じ。）最繁時信号数とする。 

⑶ コア局当たり接続呼最繁時信号数から算定したコア局当たり信号リンク数を、東西別に、全てのコア局について合計し

信号区域数で除したものをＳＴＰ渡り以外リンク数とする。 

⑷ ＳＴＰ設置局ごとに、次のア及びイにより求めたユニット数のうち最大のものを当該局のＳＴＰユニット数とする。 

ア 当該局が属する信号区域のＳＴＰ渡り以外リンク数をＳＴＰ収容率及びＳＴＰ１ユニット当たり最大リンク数（ＳＴ

Ｐ対当たり渡りリンク数を減じたもの。）で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

イ 当該局が属する信号区域のＳＴＰ最繁時信号数をＳＴＰ１ユニット当たり処理信号数で除したもの（１に満たない端

数は、切り上げるものとする。） 

⑸ ＳＴＰ設置局ごとに、ＳＴＰユニット数にＳＴＰ対当たり渡りリンク数を乗じたものを当該局のＳＴＰ渡りリンク数と

する。 

⑹ ＳＴＰ設置局がコア局でない場合は、当該局が属する信号区域のＳＴＰ渡り以外リンク数及びＳＴＰ渡りリンク数の合

計を当該局のＳＴＰリンク数とする。ＳＴＰ設置局がコア局の場合は、当該局が属する信号区域のＳＴＰ渡り以外リンク

数及びＳＴＰ渡りリンク数の合計から当該コア局のコア局当たり信号リンク数を減じたものをＳＴＰリンク数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＳＴＰ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、ＳＴＰ投資額を算定する。 

局ごとＳＴＰ投資額 

＝ＳＴＰユニット数×ＳＴＰユニット単価 

＋ＳＴＰリンク数×ＳＴＰリンク単価 

伝送装置 １ ＰＴＮ及びＣＷＤＭの設置基準 

収容局とコア局間の伝送は、ＰＴＮ又はＣＷＤＭにより行う。共用収容ルータを設置する収容局にはＣＷＤＭを設置し、

それ以外の収容局にはＰＴＮを設置する。コア局には対向する収容局と同じ伝送装置を設置する。 
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七十二頁 
 

２ ＰＴＮの設備量算定 

⑴ ＰＴＮ設置局ごとに、当該局に収容されるアナログ電話、総合デジタル通信サービス、ＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び

専用線サービスの最繁時呼量帯域から算定されるＰＴＮ低速インタフェース混在ボード数に冗長化係数を乗じたものを当

該局の冗長化後ＰＴＮ低速インタフェース混在ボード数とする。これからデータ系に係るもの（ポート容量比により算定

するものとする。）を控除したものを当該局の音声系冗長化後ＰＴＮ低速インタフェース混在ボード数とする。 

⑵ ＰＴＮ設置局ごとに、次のア及びイにより求めたユニット数のうち最大のものをＰＴＮユニット数とする。 

ア 当該局が属するループのＰＴＮリング数を合計し、これから１を減じたもの（１に満たない場合は、１とする。） 

イ ＰＴＮ低速インタフェース混在ボード数をＰＴＮ１ユニット当たり最大低速インタフェースボード数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。） 

⑶ ⑵のＰＴＮユニット数に冗長化係数を乗じたものを当該局の冗長化後ＰＴＮユニット数とし、これからＡＤＳＬ地域Ｉ

Ｐサービス及び専用線サービスに係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の

音声系冗長化後ＰＴＮユニット数とする。 

⑷ ⑵のＰＴＮリング数及びＰＴＮユニット数から算定した当該局のＰＴＮ高速インタフェース数のうちＰＴＮ10Ｇ高速イ

ンタフェース数を当該局の 10ＧＰＴＮリング数により算定し、残りをＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース数とする。 

⑸ ⑷のＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数及びＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース数のそれぞれに冗長化係数を乗じたものを当

該局の冗長化後ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数及び冗長化後ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース数とし、これらから、それ

ぞれＡＤＳＬ地域ＩＰサービス及び専用線サービスに係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除

したものをそれぞれ当該局の音声系冗長化後ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数及び音声系冗長化後ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタ

フェース数とする。 

３ 収容局設置ＣＷＤＭの設備量算定 

⑴ ＣＷＤＭ設置収容局ごとに、ＣＷＤＭが接続する共用収容ルータ及び光地域ＩＰ装置の設備量からＣＷＤＭ10Ｇインタ

フェース数及びＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数を算定する。また、当該ＣＷＤＭが接続する専用線装置の設備量からＣＷＤＭ

ＳＴＭ－１インタフェース数及びＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数を算定する。ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及びＣＷＤＭ

低速ＳＴＭ－１カード数の合計に２を乗じたものを当該局のＣＷＤＭ高速インタフェース波長数とする。 

⑵ ⑴のＣＷＤＭ高速インタフェース波長数をＣＷＤＭ高速インタフェース最大波長数で除したもの（１に満たない端数

は、切り上げるものとする。）を当該局のＣＷＤＭユニット数とする。 

⑶ ⑵のＣＷＤＭユニット数を冗長化考慮したものを当該局の冗長化後ＣＷＤＭユニット数とする。これから光地域ＩＰ装

置（音声非共用分に限る。）及び専用線装置に係るもの（波長数比により算定するものとする。）を控除し、さらにＡＤ

ＳＬ装置及び光地域ＩＰ装置（音声共用分に限る。）に係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控

除したものを当該局の音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット数とする。 

⑷ ⑴のＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及びＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数についてそれぞれ冗長化考慮したものを当該局の冗

長化後ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及び冗長化後ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数とする。これらから、それぞれ光地域ＩＰ

装置（音声非共用分に限る。）に係るもの（インタフェース数比により算定するものとする。）を控除し、ＡＤＳＬ装置

及び光地域ＩＰ装置（音声共用分に限る。）に係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除したも
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七十三頁 
 

のをそれぞれ当該局の音声系冗長化後ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及び音声系冗長化後ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数とす

る。 

４ コア局設置ＣＷＤＭの設備量算定 

⑴ ＣＷＤＭ設置収容局は２つのコア局に帰属するものとし、コア局間で伝送を行う冗長構成とする。コア局ごとに、当該

局に属するＣＷＤＭ設置収容局のＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及びＣＷＤＭユニット数に

ついてそれぞれデータ系控除後に合計したものを音声系収容局対向ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、音声系収容局対向Ｃ

ＷＤＭ低速 10Ｇカード数及び音声系収容局対向ＣＷＤＭユニット数とする。 

⑵ コア局渡り区間ごとに、コア局間で伝送されるアナログ電話及び総合デジタル通信サービス、ＡＤＳＬ地域ＩＰサービ

ス並びに光地域ＩＰサービスの最繁時呼量帯域から定まるコア局渡りＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数をＣＷＤＭ低速 10Ｇ

カード当たり最大収容インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）をコア局渡りＣ

ＷＤＭ低速 10Ｇカード数とする。 

⑶ コア局間で伝送される専用線サービスの最繁時呼量帯域から定まるコア局渡りＣＷＤＭＳＴＭ－１インタフェース数を

ＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード当たり最大収容ＳＴＭ－１インタフェース数で除したもの（１に満たない端数は、切り上

げるものとする。）をコア局渡りＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数とする。 

⑷ ⑵及び⑶で算定したコア局渡りＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及びコア局渡りＣＷＤＭ低速ＳＴＭ－１カード数の合計に２

を乗じたものをコア局渡りＣＷＤＭ高速インタフェース波長数とし、これをＣＷＤＭ高速インタフェース最大波長数で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）をコア局渡りＣＷＤＭユニット数とする。 

⑸ ⑵及び⑷で算定したコア局渡りＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、コア局渡りＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及びコア局渡り

ＣＷＤＭユニット数からそれぞれデータ系に係るもの（インタフェース数比及び最繁時呼量帯域比により算定するものと

する。）を控除したものを音声系コア局渡りＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、音声系コア局渡りＣＷＤＭ低速 10Ｇカード

数及び音声系コア局渡りＣＷＤＭユニット数とする。 

⑹ 局ごとに、⑴及び⑸で算定した音声系ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、音声系ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及び音声系Ｃ

ＷＤＭユニット数についてそれぞれ合計したものを当該局の音声系冗長化後ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数、音声系冗長

化後ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数及び音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット数とする。 

５ ＸＣＭ（クロスコネクト装置をいう。以下同じ。）の設備量算定 

⑴ コア局ごとに、加入者交換機接続回線数に０．５を乗じたもの及び中継交換機接続回線数の合計を当該局のＩＣ接続回

線数とする。これをチャネル切上単位（52Ｍ）、伝送装置収容率及びＸＣＭ１ユニット当たり 52Ｍパス数で除したもの

（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局のＸＣＭユニット数とする。 

⑵ ⑴のＩＣ接続回線数及びＸＣＭユニット数を基に、ＸＣＭ局内 156Ｍインタフェース数、ＸＣＭ局間 52Ｍインタフェー

ス数、ＸＣＭ局間 156Ｍインタフェース数、ＸＣＭ増設リンク数、ＸＣＭ空間スイッチユニット数、ＸＣＭ基本架数及び

ＸＣＭ接続架数を算定する。 

６ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとＰＴＮ投資額、局ごとＣＷＤＭ投資額及び局ごとＸＣＭ投資額を求め、全ての局についてそれら

投資額を合算し、ＰＴＮ投資額、ＣＷＤＭ投資額及びＸＣＭ投資額を算定する。 
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七十四頁 
 

局ごとＰＴＮ投資額 

＝｛音声系冗長化後ＰＴＮ低速インタフェース混在ボード数×ＰＴＮ低速混在インタフェースボード単価 

＋音声系冗長化後ＰＴＮユニット数×ＰＴＮユニット単価 

＋音声系冗長化後ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース数×ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェースポート単価 

＋音声系冗長化後ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース数×ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェースポート単価｝ 

×（１＋ＣＳＭ投資額加算率） 

局ごとＣＷＤＭ投資額 

＝｛音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット数×ＣＷＤＭユニット単価 

＋音声系冗長化後ＣＷＤＭ低速 10Ｇカード数×ＣＤＷＭ低速 10Ｇカード単価 

＋音声系冗長化後ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース数×ＣＷＤＭ10Ｇインタフェース単価｝ 

×（１＋ＣＳＭ投資額加算率） 

局ごとＸＣＭ投資額 

＝ＸＣＭ基本架数×ＸＣＭ基本架単価 

＋ＸＣＭ接続架数×ＸＣＭ接続架単価 

＋ＸＣＭ局内 156Mインタフェース数×ＸＣＭ156Ｍ局内インタフェース単価 

＋ＸＣＭ局間 52Ｍインタフェース数×ＸＣＭ52Ｍ局間インタフェース単価 

＋ＸＣＭ局間 156Mインタフェース数×ＸＣＭ局間 156Ｍインタフェース単価 

＋ＸＣＭ増設リンク数×ＸＣＭ増設リンク単価 

＋ＸＣＭ空間スイッチユニット数×ＸＣＭ空間スイッチユニット単価 

＋ＸＣＭユニット数×ＸＣＭユニット単価 

中間中継伝送装置 １ 収容局とコア局間に設置するＣＷＤＭ用中間中継伝送装置の設備量の算定 

ＣＷＤＭを設置する収容局ごとに、収容局とコア局間の伝送距離をＣＷＤＭ用中間中継伝送装置平均距離で除した中間中

継伝送装置設置箇所数（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）に、音声系冗長化後ＣＷＤＭユニット数を乗じた

ものを当該局の音声系冗長化後ＣＷＤＭ用中間中継伝送装置ユニット数とする。 

２ コア局間に設置するＣＷＤＭ用中間中継伝送装置の設備量の算定 

ＣＷＤＭを設置するコア局間の区間ごとに、コア局間の伝送距離をＣＷＤＭ用中間中継伝送装置平均距離で除した中間中

継伝送装置設置箇所数（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）に、当該区間の音声系コア局渡りＣＷＤＭユニッ

ト数を乗じたものを当該区間の音声系ＣＷＤＭ用中間中継伝送装置ユニット数とし、当該区間の両端に位置するコア局のう

ち片側の局に設置するものとみなす。 

３ ＰＴＮ用中間中継伝送装置の設備量の算定 

ＰＴＮを設置するループごとに、ループ延長をＰＴＮ用中間中継伝送装置平均距離で除した中間中継伝送装置設置箇所数

（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）から当該ループに属するＰＴＮ局数を減じ、当該ループのＰＴＮリング

心線数（音声系に係るものに限る。）を乗じたものを、当該ループの音声系ＰＴＮ用中間中継伝送装置ユニット数とし、当

該ループ内のＰＴＮ局のうち収容回線数が最も多い局に設置するものとみなす。 
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七十五頁 
 

４ 中間中継伝送装置の設備量の算定 

１から３までにより算定した中間中継伝送装置ユニット数の局ごとの合計を当該局の音声系中間中継伝送装置ユニット数

とする。 

５ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと中間中継伝送装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、中間中継伝送装置投資

額を算定する。 

局ごと中間中継伝送装置投資額 

＝音声系中間中継伝送装置ユニット数×中間中継伝送装置ユニット単価 

メタルケーブル １ 配線設備として設置するメタルケーブルの設備量の算定 

⑴ き線点から先の配線設備の算定に当たっては、回線需要の分布をもとに、あらかじめ準備された配線パターンの中から

最も適切なものを選択し、配線メタルケーブルの亘長 km を算定する。ケーブルの対数及び条数は、回線需要数を勘案して

算定する。当該ケーブル対数及び条数を用いて、必要となるメタルケーブルの延長 km及び対 kmを算定する。 

⑵ 架空メタルケーブル及び地下メタルケーブルの延長 km 及び対 km は、局ごとに与えられた配線地下比率により算定す

る。ただし、２⑶において全てのき線架空ケーブルを地中化しても局ごとケーブル地中化率に達しない場合は、配線架空

ケーブルの追加地中化処理を行う。 

⑶ ビル引込ケーブルについては、回線の需要密度を勘案して算定する。 

⑷ 局ごとに、架空メタルケーブル及び地下メタルケーブルの延長 km 及び対 km のそれぞれの合計からデータ系に係るもの

を控除したものを当該局の種別ごとの音声系架空メタルケーブル対 km、音声系架空メタルケーブル延長 km、音声系地下メ

タルケーブル対 km及び音声系地下メタルケーブル延長 kmとする。 

２ き線設備として設置するメタルケーブルの設備量の算定 

⑴ 収容局からき線点までの間のき線設備の算定に当たっては、需要の分布に合わせて適切なき線亘長 kmを算定する。 

⑵ ⑴によりき線亘長 km を算定した後、伝送路ごとに次の組合せの中から、設備管理運営費（減価償却費と施設保全費の合

計をいう。以下この項において同じ。）が最も低くなる組合せを選択する。ただし、ケーブルの荷重制限及び伝送路距離

制限により、選択不可能なものは除く。 

ア 架空メタルケーブル及び架空光ケーブルを設置する。 

イ 架空光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

ウ 地下メタルケーブル及び地下光ケーブルを設置する。 

エ 地下光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

⑶ 局ごとケーブル地中化率に達するまで、架空ケーブルを地下ケーブルに置き換える。置換えを行うケーブルは、収容局

から近いものであり、かつ、敷設条数が多いものを優先することとする。 

⑷ ⑶により、架空ケーブルから地下ケーブルに置き換えられたケーブルについては、当該区間をメタルケーブル、光ケー

ブルのいずれを使用する方が設備管理運営費がより低くなるかを比較し、より安価なものを選択する。 

⑸ 伝送路の各区間において需要数を勘案して必要対数及び条数を算定し、それらを用いてメタルケーブル延長 km及び対 km

を算定する。 
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七十六頁 
 

⑹ 局ごとに、架空メタルケーブル及び地下メタルケーブルの延長 km 及び対 km のそれぞれの合計からデータ系に係るもの

を控除したものを当該局の種別ごとの音声系架空メタルケーブル対 km、音声系架空メタルケーブル延長 km、音声系地下メ

タルケーブル対 km及び音声系地下メタルケーブル延長 kmとする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとのメタルケーブル投資額を算定し、全ての局の当該投資額を合算して、メタルケーブル投資額を

算定する。この場合に使用する単価は、局が属する都道府県の単価とする。 

局ごと種別ごとメタルケーブル投資額 

＝当該種別音声系架空メタルケーブル対 km×当該種別架空メタルケーブル対 km単価 

＋当該種別音声系架空メタルケーブル延長 km×当該種別架空メタルケーブル延長 km単価 

＋当該種別音声系地下メタルケーブル対 km×当該種別地下メタルケーブル対 km単価 

＋当該種別音声系地下メタルケーブル延長 km×当該種別地下メタルケーブル延長 km単価 

加入系光ケーブル １ 配線設備に設置する光ケーブルの設備量の算定 

⑴ き線点から先の配線設備の算定に当たっては、あらかじめ準備された配線パターンを適用し、配線光ケーブルの亘長 km

を算定する。ケーブルの心数及び条数は、回線需要数を勘案して算定する。当該ケーブル心数及び条数を用いて、光ケー

ブルの延長 km及び心 kmを算定する。 

⑵ 架空光ケーブル及び地下光ケーブルの延長 km は、収容局ごとに与えられた配線地下比率をにより算定する。ただし、２

⑶において全てのき線架空ケーブルを地中化しても局ごとケーブル地中化率に達しない場合は、配線架空ケーブルの追加

地中化処理を行う。 

２ き線設備に設置する光ケーブルの設備量の算定 

⑴ 収容局からき線点までの間のき線設備の算定に当たっては、需要の分布に合わせて適切なき線亘長 kmを算定する。 

⑵ ⑴によりき線亘長 km を算定した後、伝送路ごとに次の組合せの中から、設備管理運営費（減価償却費と施設保全費の合

計をいう。以下この項において同じ。）が最も低くなる組合せを選択する。ただし、ケーブルの荷重制限及び伝送路距離

制限により、選択不可能なものは除く。 

ア 架空メタルケーブル及び架空光ケーブルを設置する。 

イ 架空光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

ウ 地下メタルケーブル及び地下光ケーブルを設置する。 

エ 地下光ケーブル及びき線点遠隔収容装置を設置する。 

⑶ 局ごとケーブル地中化率に達するまで、架空ケーブルを地下ケーブルに置き換える。置換えを行うケーブルは、当該局

から近いものであり、かつ、敷設条数が多いものを優先することとする。 

⑷ ⑶により、架空ケーブルから地下ケーブルに置き換えられたケーブルについては、当該区間をメタルケーブル及び光

ケーブルのいずれが設備管理運営費がより低くなるかを比較し、より安価なものを選択することとする。 

⑸ 伝送路の各区間において需要数を勘案して必要心数及び条数を算定し、それらを用いて光ケーブル延長 km 及び心 km を

算定する。 
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七十七頁 
 

⑹ 局ごとに、架空光ケーブル及び地下光ケーブルの延長 km 及び心 km のそれぞれの合計からデータ系に係るものを控除し

たものを当該局の種別ごとの音声系架空光ケーブル心 km、音声系架空光ケーブル延長 km、音声系地下光ケーブル心 km 及

び音声系地下光ケーブル延長 kmとする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとの光ケーブル投資額を算定し、全ての局の当該投資額を合算して光ケーブル投資額を算定する。

この場合、加入系架空光ケーブル心ｋｍ単価等の単価については、局が属する都道府県の値を使用する。 

局ごと光ケーブル投資額 

＝音声系加入系架空光ケーブル心 km×加入系架空光ケーブル心 km単価 

＋音声系加入系架空光ケーブル延長 km×加入系架空光ケーブル延長 km単価 

＋音声系加入系地下光ケーブル心 km×加入系地下光ケーブル心 km単価 

＋音声系加入系地下光ケーブル延長 km×加入系地下光ケーブル延長 km単価 

中継系光ケーブル １ 設備量の算定 

⑴ 収容局ごとに、収容局とコア局間の伝送で経由する全てのループについて、冗長化後ＣＷＤＭユニット数にＣＷＤＭ１

ユニット当たり心線数及び 0.5を乗じた心線数を算定する。 

⑵ コア局渡りごとに、コア局間の伝送で経由する全てのループについて、コア局渡りＣＷＤＭユニット数にＣＷＤＭ１ユ

ニット当たり心線数及び 0.5を乗じた心線数を算定する。 

⑶ ループごとに、⑴及び⑵で算定した心線数を合計したものを当該ループのＣＷＤＭ心線数とする。 

⑷ ループごとに、ＰＴＮリング数にＰＴＮ高速インタフェース当たり心線数を乗じたものを当該ループのＰＴＮリング心

線数とし、これら心線数と、ＰＴＮを共有しないデータ系心線数、⑶のＣＷＤＭ心線数、中継ダークファイバ分の心線数

及び光予備心線数を合計したものを当該ループの必要心線数とする。 

⑸ ⑷の必要心線数を光ケーブル最大規格心線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を光ケー

ブル条数とする。光ケーブル条数から１を減じたものに光ケーブル最大規格心線数を乗じ、これと⑷の必要心線数との差

分である余り心線数から選定される直近上位の規格心線数を加えたものを光ケーブル心線数とする。 

⑹ ループごとに、⑸の光ケーブル心線数及び光ケーブル条数にそれぞれループ延長 km を乗じたものを当該ループの光ケー

ブル心 km及び光ケーブル延長 kmとする。 

⑺ ⑹の光ケーブル心 km 及び光ケーブル延長 km から、それぞれ離島設備に係るものを控除し、設備中継線路架空比率によ

り架空と地下に割り当てたものを中継系架空光ケーブル心 km、中継系架空光ケーブル延長 km、中継系地下光ケーブル心 km

及び中継系地下光ケーブル延長 kmとする。 

⑻ ループごとに、⑺の中継系架空光ケーブル心 km、中継系架空光ケーブル延長 km、中継系地下光ケーブル心 km 及び中継

系地下光ケーブル延長 km から、それぞれデータ系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを

当該ループの音声系中継系架空光ケーブル心 km、音声系中継系架空光ケーブル延長 km、音声系中継系地下光ケーブル心 km

及び音声系中継系地下光ケーブル延長 kmとする。 

２ 投資額の算定 
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七十八頁 
 

次の算定式によりループごと光ケーブル投資額を求め、全てのループについて当該投資額を合算し、光ケーブル投資額を

算定する。 

ループごと光ケーブル投資額 

＝音声系中継系架空光ケーブル心 km×中継系架空光ケーブル心 km単価 

＋音声系中継系架空光ケーブル延長 km×中継系架空光ケーブル延長 km単価 

＋音声系中継系地下光ケーブル心 km×中継系地下光ケーブル心 km単価 

＋音声系中継系地下光ケーブル延長 km×中継系地下光ケーブル延長 km単価 

海底光ケーブル １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として海底光ケーブルが指定されている区間の里程が海底中間中継伝送装置最大中継距離を越える場合には、

当該区間は有中継海底光ケーブルを使用する。当該区間における通信量を勘案して算定した必要心線数を有中継海底光

ケーブル最大規格心線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を有中継海底光ケーブル条数と

し、これに有中継海底光ケーブル最大規格心線数を乗じたものを有中継海底光ケーブル心線数とする。 

⑵ ⑴の有中継海底光ケーブル心線数及び有中継海底光ケーブル条数のそれぞれに区間距離を乗じたものを当該区間の有中

継海底光ケーブル心 km及び有中継海底光ケーブル延長 kmとする。 

⑶ 区間の里程が海底中間中継伝送装置最大中継距離以下の場合には、当該区間は無中継海底光ケーブルを使用する。当該

区間における通信量を勘案して算定した必要心線数を無中継海底光ケーブル最大規格心線数で除したもの（１に満たない

端数は、切り上げるものとする。）を無中継海底光ケーブル条数とする。 

⑷ ⑶の無中継海底光ケーブル条数から１を減じたものに無中継海底光ケーブル最大規格心線数を乗じ、これと⑶の必要心

線数との差分である無中継海底光ケーブル余り心線数から選定される直近上位の規格心線数を加えたものを無中継海底光

ケーブル心線数とする。 

⑸ ⑶及び⑷で算定した無中継海底光ケーブル心線数及び無中継海底光ケーブル条数のそれぞれに区間距離を乗じたものを

当該区間の無中継海底光ケーブル心 km及び無中継海底光ケーブル延長 kmとする。 

⑹ ループごとに、⑵及び⑸で算定した有中継海底光ケーブル心 km、有中継海底光ケーブル延長 km、無中継海底光ケーブル

心 km 及び無中継海底光ケーブル延長 km（それぞれ当該ループが属する全ての区間について合計したもの。）からそれぞ

れデータ系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを当該ループの音声系有中継海底光ケー

ブル心 km、音声系有中継海底光ケーブル延長 km、音声系無中継海底光ケーブル心 km 及び音声系無中継海底光ケーブル延

長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと海底光ケーブル投資額を求め、全てのループについて当該投資額を合算し、海底光ケーブル

投資額を算定する。 

ループごと海底光ケーブル投資額 

＝音声系有中継海底光ケーブル心 km 

×（有中継海底光ケーブル心 km当たり単価＋海底光ケーブル心 km当たり漁業補償費） 

＋音声系有中継海底光ケーブル延長 km 
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七十九頁 
 

×有中継海底光ケーブル延長 km当たり単価 

＋音声系無中継海底光ケーブル心 km 

×（無中継海底光ケーブル心 km当たり単価＋海底光ケーブル心 km当たり漁業補償費） 

＋音声系無中継海底光ケーブル延長 km×無中継海底光ケーブル延長 km当たり単価 

海底中間中継伝送装置 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として海底光ケーブルが指定されている区間で有中継海底光ケーブルを使用する場合には区間里程を海底中間

中継伝送装置最大中継距離で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を区間中継数とする。これに

有中継海底光ケーブル条数を乗じたものを当該区間の海底中間中継伝送装置数とする。 

⑵ ループごとに、⑴の海底中間中継伝送装置数（当該ループが属する全ての区間について合計したもの。）からデータ系

に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを当該ループの海底中間中継伝送装置数とする。 

⑶ ⑴の場合の区間の両端の局に海底中間中継伝送装置用給電装置を１ずつ設置し、これを当該局の海底中間中継伝送装置

用給電装置数とする。 

⑷ 局ごとに、⑶の海底中間中継伝送装置用給電装置数（当該局が属する全てのループについて合計したもの。）からデー

タ系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系海底中間中継伝送装置用給電

装置数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと海底中間中継伝送装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、海底中間中継

伝送装置投資額を算定する。また、局ごと海底中間中継伝送装置用給電装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を

合算し、海底中間中継伝送装置用給電装置投資額を算定する。 

ループごと海底中間中継伝送装置投資額 

＝音声系海底中間中継伝送装置数×海底中間中継伝送装置単価 

局ごと海底中間中継伝送装置用給電装置投資額 

＝音声系海底中間中継伝送装置用給電装置数×海底中間中継伝送装置用給電装置単価 

無線伝送装置 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送装置が指定されている区間の両端の局ごとに、当該局間の通信量を勘案して求められた 52Ｍパ

ス数を、変復調回線切替装置１ユニット当たり最大収容 52Ｍパス数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるもの

とする。）を変復調回線切替装置ユニット数、無線送受信装置１ユニット当たり最大収容 52Ｍパス数で除したもの（１に

満たない端数は、切り上げるものとする。）を無線送受信装置ユニット数とする。 

⑵ 局ごとに、⑴の変復調回線切替装置ユニット数（それぞれ当該局が属する全てのループについて合計したもの。）を変

復調回線切替装置架当たりユニット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を変復調回線切替

装置架数とし、⑴の無線送受信装置ユニット数（それぞれ当該局が属する全てのループについて合計したもの。）を無線

送受信装置架当たりユニット数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を無線送受信装置架数と

する。 
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八十頁 
 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定した変復調回線切替装置ユニット数、変復調回線切替装置架数、無線送受信装置ユニット数

及び無線送受信装置架数からそれぞれデータ系に係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除した

ものを当該局の音声系変復調回線切替装置ユニット数、音声系変復調回線切替装置架数、音声系無線送受信装置ユニット

数及び音声系無線送受信装置架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと無線伝送装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、無線伝送装置投資額を算定

する。 

局ごと無線伝送装置投資額 

＝音声系変復調回線切替装置ユニット数×変復調回線切替装置ユニット単価 

＋音声系変復調回線切替装置架数×変復調回線切替装置架・共通部単価 

＋音声系無線送受信装置ユニット数×無線送受信装置ユニット単価 

＋音声系無線送受信装置架数×無線送受信装置架・共通部単価 

インタフェース変換装置 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送設備又は通信衛星設備が指定されている区間の両端の局ごとに、当該局間の通信量を勘案して

求められた 52Ｍパス数をインタフェース変換装置ポート収容率で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）をインタフェース変換装置インタフェース数とする。 

⑵ ⑴のインタフェース変換装置インタフェース数をインタフェース変換装置１ユニット当たり最大収容インタフェース数

で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を、インタフェース変換装置ユニット数とする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したインタフェース変換装置インタフェース数及びインタフェース変換装置ユニット数（そ

れぞれ当該局が属する全てのループについて合計したもの。）から、それぞれデータ系に係るもの（最繁時呼量帯域比に

より算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系インタフェース変換装置ユニット数及び音声系インタ

フェース変換装置インタフェース数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとインタフェース変換装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、インタフェース

変換装置投資額を算定する。 

局ごとインタフェース変換装置投資額 

＝音声系インタフェース変換装置ユニット数×インタフェース変換装置ユニット単価 

＋音声系インタフェース変換装置インタフェース数×インタフェース変換装置インタフェースポート単価 

無線アンテナ １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送設備が指定されている区間の両端の局ごとに、無線伝送設備が指定されている経路数の合計に

１経路当たりアンテナ数を乗じたものを当該局の無線アンテナ数とする。 

⑵ 局ごとに、⑴の無線アンテナ数（当該局が属する全てのループについて合計したもの。）からデータ系に係るもの（最

繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系無線アンテナ数とする。 

２ 投資額の算定 
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次の算定式により局ごと無線アンテナ投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、無線アンテナ投資額を算定

する。 

局ごと無線アンテナ投資額＝音声系無線アンテナ数×アンテナ単価 

無線鉄塔 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として無線伝送装置が指定されている区間の両端の局ごとに、無線アンテナ数（当該局が属する全てのループ

について合計したもの。）を最大アンテナ搭載数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該

局が無線単独局に該当する場合は当該局の地上設置用鉄塔数とし、当該局が無線併設局に該当する場合は当該局の屋上設

置用鉄塔数とする。 

⑵ ⑴の屋上設置用無線鉄塔数及び地上設置用無線鉄塔数から、それぞれデータ系に係るもの（最繁時呼量帯域比により算

定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系屋上設置用無線鉄塔数及び音声系地上設置用無線鉄塔数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと無線鉄塔投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、無線鉄塔投資額を算定する。 

局ごと無線鉄塔投資額 

＝音声系屋上設置用無線鉄塔数×屋上設置用鉄塔単価 

＋音声系地上設置用無線鉄塔数×地上設置用鉄塔単価 

衛星通信設備 １ 設備量の算定 

⑴ 区間設備として衛星通信設備が指定されている区間の両端の局ごとに、当該局間の通信量を勘案して求められた 52Ｍパ

ス数にチャネル切上単位（52Ｍ）を乗じたものを地球局必要回線数とする。 

⑵ ⑴の地球局必要回線数を、１トランスポンダ当たり最大接続可能回線数で除したものを必要トランスポンダ数、ＴＤＭ

Ａ装置架当たり最大収容回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）をＴＤＭＡ装置架数、衛

星送受信装置架当たり最大収容回線数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を衛星送受信装置

架数とする。 

⑶ 地球局１局ごとに衛星アンテナ数は１組とし、本土側地球局１局ごとに衛星回線制御装置架数は１組とする。 

⑷ 局ごとに、⑴から⑶までにより算定した必要トランスポンダ数、ＴＤＭＡ装置架数、衛星送受信装置架数、衛星アンテ

ナ数及び衛星回線制御装置架数（それぞれ当該局が属する全てのループについて合計したもの。）からそれぞれデータ系

に係るもの（最繁時呼量帯域比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系トランスポンダ数、音声

系ＴＤＭＡ装置架数、音声系衛星送受信装置架数、音声系衛星アンテナ数及び音声系衛星回線制御装置架数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと衛星通信設備投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、衛星通信設備投資額を算定

する。 

局ごと衛星通信設備投資額 

＝音声系トランスポンダ数×トランスポンダ単価 

＋音声系ＴＤＭＡ装置架数×ＴＤＭＡ装置架単価 

＋音声系衛星送受信装置架数×衛星送受信装置架単価 
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八十二頁 
 

＋音声系衛星アンテナ数×衛星アンテナ単価 

＋音声系衛星回線制御装置架数×衛星回線制御装置架単価 

加入系電柱 １ 設備量の算定 

局ごとに、架空メタルケーブル及び架空光ケーブルの敷設区間里程の総和を電柱間隔で除したものを当該局の電柱本数と

する。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系電柱投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、加入系電柱投資額を算定す

る。 

局ごと加入系電柱投資額＝音声系加入系電柱本数×加入系電柱単価×電柱共架率 

中継系電柱 １ 設備量の算定 

ループごとに、中継系管路亘長 km（離島設備の適用区間を除く。）に中継線路架空比率を乗じて電柱間隔で除したもの

（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該ループの中継系電柱本数とし、データ系に係るもの（心線数比に

より算定するものとする。）を控除したものを当該ループの音声系中継系電柱本数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系電柱投資額を求め、全てのループについて当該投資額を合算し、中継系電柱投資額を

算定する。 

ループごと中継系電柱投資額＝音声系中継系電柱本数×中継系電柱単価 

加入系管路 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに、地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの敷設区間里程の合計を当該局の加入系管路亘長 kmとする。 

⑵ ⑴の敷設区間ごとに、敷設する地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの設備量及び多条敷設の可否を勘案して、管路

の敷設条数及びインナーパイプの敷設条数を算定する。地下メタルケーブル及び地下光ケーブルの敷設区間ごとに、それ

ぞれ当該敷設区間の里程に管路の敷設条数及びインナーパイプの敷設条数を乗じたものを当該敷設区間の加入系管路条 km

及びインナーパイプ延長 km とし、これらを局ごとにそれぞれ合計したものを当該局の加入系管路条 km 及びインナーパイ

プ延長 kmとする。 

⑶ 局ごとに、加入系管路条 km 及び加入系管路亘長 km から、中口径管路、共同溝、とう道、電線共同溝、自治体管路及び

情報ボックスを適用した区間を控除する。 

⑷ ⑶の加入系管路条 km及び加入系管路亘長 km並びに⑵のインナーパイプ延長 kmからそれぞれデータ系に係るもの（メタ

ル回線及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系加入系管路条

km、音声系加入系管路亘長 km及び音声系インナーパイプ延長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系管路投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、加入系管路投資額を算定す

る。 

局ごと加入系管路投資額 

＝音声系加入系管路条 km×（加入系管路条 km当たり単価＋管路条 km当たり災害対策増分単価） 

1
1
0



八十三頁 
 

＋音声系加入系管路亘長 km×加入系管路亘長 km当たり単価 

＋音声系インナーパイプ延長 km×インナーパイプ延長 km当たり単価 

中継系管路 １ 設備量の算定 

⑴ ループごとに、光ケーブル条数を１管路当たり最大ケーブル条数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるもの

とする。）を管路条数とし、これにループ延長 km（離島設備及び架空設備の適用区間を除く。）を乗じたものを中継系管

路条 kmとする。また、ループ延長 km（離島設備及び架空設備の適用区間を除く。）を中継系管路亘長 kmとする。 

⑵ ⑴の中継系管路条 km 及び中継系管路亘長 km から、それぞれ中口径管路、共同溝、とう道の適用区間を控除し、データ

系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを当該ループの音声系中継系管路条 km 及び音声系

中継系管路亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系管路投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、中継系管路投資額を算定

する。この場合、中継系管路条 km当たり単価、管路条 km当たり災害対策増分単価及び中継系管路亘長 km当たり単価は、局

が属する都道府県の値を使用する。 

ループごと中継系管路投資額 

＝音声系中継系管路条 km×（中継系管路条 km当たり単価＋管路条 km当たり災害対策増分単価） 

＋音声系中継系管路亘長 km×中継系管路亘長 km当たり単価 

加入系中口径管路 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長 kmにき線中口径管路適用率を乗じたものをき線中口径管路亘長 kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のき線部分に中口径管路・共同溝・とう道を適用した後、管路条数が中口径管路適用管路数を超える区間

が残っている場合には、中口径管路を追加適用する。 

⑶ 局ごとに、中口径管路亘長 km から、中継系中口径管路亘長 km を控除し、データ系に係るもの（加入系音声比率（電柱

本数比率と管路延長比率のうち最大のもの。）により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系加入系中

口径管路亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系中口径管路投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、加入系中口径管路投資

額を算定する。 

局ごと加入系中口径管路投資額 

＝音声系加入系中口径管路亘長 km×中口径管路亘長 km当たり単価 

中継系中口径管路 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに算定した中口径管路亘長 kmを、条数比率により当該局が属する各ループに按分する。 

⑵ ループごと及び局ごとに、⑴の中口径管路亘長 km に中継系管路条数比率を乗じたものを当該ループに属する全ての局に

ついて合計し、データ系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを、当該ループの音声系中

継系中口径管路亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 
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八十四頁 
 

次の算定式によりループごと中継系中口径管路投資額を求め、全てのループについて当該投資額を合算し、中継系中口径

管路投資額を算定する。 

ループごと中継系中口径管路投資額 

＝音声系中継系中口径管路亘長 km×中口径管路亘長 km当たり単価 

加入系共同溝 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長 kmにき線共同溝適用率を乗じたものをき線共同溝亘長 kmとする。 

⑵ 局ごとに、共同溝亘長 km から、中継系共同溝亘長 km を控除し、データ系に係るもの（加入系音声比率により算定する

ものとする。）を控除したものを当該局の音声系加入系共同溝亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系共同溝投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、加入系共同溝投資額を算定

する。 

局ごと加入系共同溝投資額 

＝音声系加入系共同溝亘長 km×共同溝亘長 km当たり単価 

中継系共同溝 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに算定した共同溝亘長 kmを、条数比率により当該局が属する各ループに按分する。 

⑵ ループごと及び局ごとに、⑴の共同溝亘長 km に中継系管路条数比率を乗じたものを当該ループに属する全ての局につい

て合計し、データ系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを当該ループの音声系中継系共

同溝亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系共同溝投資額を求め、全てのループについて当該投資額を合算し、中継系共同溝投資

額を算定する。 

ループごと中継系共同溝投資額 

＝音声系中継系共同溝亘長 km×共同溝亘長 km当たり単価 

加入系とう道 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長 kmにき線とう道適用率を乗じたものをき線とう道亘長 kmとする。 

⑵ 局ごとに、とう道亘長 km から中継系とう道亘長 km を控除し、データ系に係るもの（加入系音声比率により算定するも

のとする。）を控除したものを当該局の音声系加入系とう道亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと加入系とう道投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、加入系とう道投資額を算定

する。 

加入ごと加入系とう道投資額 

＝音声系加入系とう道亘長 km×（とう道亘長 km当たり単価＋とう道亘長 km当たり災害対策増分単価） 

中継系とう道 １ 設備量の算定 

⑴ 局ごとに算定したとう道亘長 kmを、条数比率により当該局が属する各ループに按分する。 
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⑵ ループごと及び局ごとに、⑴のとう道亘長 km に中継系管路条数比率を乗じたものを当該ループに属する全ての局につい

て合計し、データ系に係るもの（心線数比により算定するものとする。）を控除したものを、当該ループの音声系中継系

とう道亘長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式によりループごと中継系とう道投資額を求め、全てのループについて当該投資額を合算し、中継系とう道投資

額を算定する。 

ループごと中継系とう道投資額 

＝音声系中継系とう道亘長 km×（とう道亘長 km当たり単価＋とう道亘長 km当たり災害対策増分単価） 

電線共同溝 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路条 kmにき線電線共同溝適用率を乗じたものをき線電線共同溝延長 kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のうち、配線部分の管路条 kmに配線電線共同溝適用率を乗じたものを配線電線共同溝延長 kmとする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したき線電線共同溝延長 km 及び配線電線共同溝延長 km の合計を当該局の電線共同溝延長 km

とし、これからデータ系に係るもの（メタル回線及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。）を控除

したものを当該局の音声系電線共同溝延長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと電線共同溝投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、電線共同溝投資額を算定す

る。 

局ごと電線共同溝投資額 

＝音声系電線共同溝延長 km×電線共同溝延長 km当たり単価 

自治体管路 １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路条 kmにき線自治体管路適用率を乗じたものをき線自治体管路延長 kmとする。 

⑵ 端末系伝送路のうち、配線部分の管路条 kmに配線自治体管路適用率を乗じたものを配線自治体管路延長 kmとする。 

⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したき線自治体管路延長 km 及び配線自治体管路延長 km の合計を当該局の自治体管路延長 km

とし、これからデータ系に係るもの（メタル回線及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。）を控除

したものを当該局の音声系自治体管路延長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

自治体管路は、自治体の資産であり、投資額は算定しない。 

情報ボックス １ 設備量の算定 

⑴ 端末系伝送路のうち、き線部分の管路条 km にき線情報ボックス適用率を乗じたものをき線情報ボックス延長 km とす

る。 

⑵ 端末系伝送路のうち、配線部分の管路条 km に配線情報ボックス適用率を乗じたものを配線情報ボックス延長 km とす

る。 
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⑶ 局ごとに、⑴及び⑵で算定したき線情報ボックス延長 km 及び配線情報ボックス延長 km の合計を当該局の情報ボックス

延長 km とし、これからデータ系に係るもの（メタル回線及び光回線のそれぞれの回線数比により算定するものとする。）

を控除したものを当該局の音声系情報ボックス延長 kmとする。 

２ 投資額の算定 

情報ボックスは、国の資産であり、投資額は算定しない。 

空調設備 １ ＲＴ―ＢＯＸ（収容局（音声収容装置架数、総合デジタル通信回線収容交換機架数及び共用架数がそれぞれ１以下のもの

に限る。）又は陸揚局の場合の局舎種別をいう。以下同じ。）に設置する場合の設備量の算定 

空調設備は、ＲＴ－ＢＯＸの局舎と一体のものとし、別途設備量の算定は行わない。 

２ ＲＴ－ＢＯＸ以外の局に設置する場合の設備量の算定 

⑴ 局ごと及び空調区画ごとに電力容量の合計に発熱量換算係数を乗じ、空調設備の１台当たりの能力で除した値（１に満

たない端数は、切り上げるものとする。）と空調予備機台数の合計を空調設備台数とする。この場合において、投資額が

最低となるように空調設備の種別（空調設備（大）及び（空調設備（小））を選択する。 

⑵ 空調区画及び空調設備の種別ごとに、⑴の空調設備台数からデータ系に係るもの（電力容量比により算定するものとす

る。）を控除し、全ての空調区画について合計したものを当該局の種別ごと音声系空調設備台数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと空調設備投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、空調設備投資額を算定する。 

局ごと空調設備投資額 

＝音声系空調設備（大）台数×空調設備（大）１台当たり取得単価 

＋音声系空調設備（小）台数×空調設備（小）１台当たり取得単価 

電力設備（整流装置） １ 設備量の算定 

⑴ 大規模局（コア局及び収容局（緊急通報設備又はオペレーション設備を設置するものに限る。）をいう。以下同じ。）

ごとに、当該局に設置される設備（整流装置を要するものに限る。）の所要電流値の合計を整流装置１系統当たり最大電

流で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の整流装置系統数とする。 

⑵ ⑴の所要電流値の合計を整流装置系統数及び整流器１ユニット当たり最大電流値で除したもの（１に満たない端数は、

切り上げるものとする。）に整流器予備ユニット数を加えたものを当該局の整流装置１系統当たりユニット数とする。 

⑶ ⑵の整流装置１系統当たりユニット数から整流装置基本部収容可能整流装置数を減じ、整流装置増設架収容可能整流器

数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の整流装置１系統当たり増設架数とする。 

⑷ ⑴の整流装置系統数を当該局の整流装置基本部数とする。⑵及び⑶で算定した整流装置１系統当たり増設架数及び整流

装置１系統当たりユニット数のそれぞれに整流装置系統数を乗じたものを当該局の整流装置増設架数及び整流器ユニット

数とする。 

⑸ ⑷の整流装置基本部数、整流装置増設架数及び整流器ユニット数からそれぞれデータ系に係るもの（電流比により算定

するものとする。）を控除したものを当該局の音声系整流装置基本部数、音声系整流装置増設架数及び音声系整流器ユ

ニット数とする。 

２ 投資額の算定 
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八十七頁 
 

次の算定式により局ごと整流装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、整流装置投資額を算定する。 

局ごと整流装置投資額 

＝音声系整流装置基本部数×整流装置基本部単価 

＋音声系整流装置増設架数×整流装置増設架単価 

＋音声系整流器ユニット数×整流器ユニット単価 

電力設備（直流変換電源装

置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、消防警察トランク数に警察消防用回線１回線当たりの消費電流を乗じたもの及び警察消防用回線共通

部の電流の合計を当該局の警察消防用回線所要電流値とする。 

⑵ ⑴の警察消防用回線所要電流値を直流変換電源装置１架最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるもの

とする。）を当該局の音声系直流変換電源装置架数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと直流変換電源装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、直流変換電源装置投資

額を算定する。 

局ごと直流変換電源装置投資額 

＝音声系直流変換電源装置架数×直流変換電源装置架当たり単価 

電力設備（交流無停電電源装

置） 

１ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流 100Ｖを要する設備の交流 100Ｖ所要容量の合計を交流無停電電源装置（100

Ｖ用最大規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該局の交流無停電電源装

置（100Ｖ）台数とする。また、それによって生じた交流 100Ｖ所要容量の余りから選定される交流無停電電源装置（100

Ｖ用直近上位規格）台数を交流無停電電源装置（100Ｖ）台数に加える。 

⑵ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流 200Ｖを要する設備の交流 200Ｖ所要容量の合計を交流無停電電源装置（200

Ｖ用最大規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該局の交流無停電電源装

置（200Ｖ）台数とする。また、それによって生じた交流 200Ｖ所要容量の余りから選定される交流無停電電源装置（200

Ｖ用直近上位規格）台数を交流無停電電源装置（200Ｖ）台数に加える。 

⑶ ⑴及び⑵で算定した交流無停電電源装置（100Ｖ）台数及び交流無停電電源装置（200Ｖ）台数から、それぞれデータ系

に係るもの（当該局の電力容量比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系交流無停電電源装置

（100Ｖ）台数及び音声系交流無停電電源装置（200Ｖ）台数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに種別ごと交流無停電電源装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、交流無停

電電源装置投資額を算定する。 

種別ごと交流無停電電源装置投資額 

＝当該種別音声系交流無停電電源装置台数×当該種別交流無停電電源装置単価 

電力設備（蓄電池） １ 大規模局に設置する場合の設備量の算定 
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八十八頁 
 

⑴ 局ごとに、当該局に設置される整流装置の所要電流値の合計に大規模局整流装置用蓄電池容量算出係数を乗じたものを

当該局の整流装置用蓄電池容量とする。 

⑵ 局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）の所要電流値の合計に大規模局交流無停電電源装置用蓄電

池容量算出係数を乗じたものを、当該局の交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池容量とする。また、当該局に設置される

交流無停電電源装置（200Ｖ）の所要電流値の合計に大規模局交流無停電電源装置用蓄電池容量算出係数を乗じたものを当

該局の交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池容量とする。 

⑶ 種別ごとに、⑴及び⑵で算定した蓄電池容量を蓄電池（種別ごと最大規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端

数は、切り捨てるものとする。）を当該局の種別ごと蓄電池（最大規格）組数とする。また、それによって生じた蓄電池

容量の余りから選定される蓄電池（種別ごと直近上位規格）組数を種別ごと蓄電池組数に加える。 

⑷ 種別ごとに、⑶の蓄電池組数からデータ系に係るもの（当該局の電力容量比により算定するものとする。）を控除した

ものを当該局の種別ごと音声系蓄電池組数とする。 

２ 小規模局（大規模局以外の局をいう。以下同じ。）に設置する場合の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、当該局に設置される小規模局用電源装置用蓄電池の所要電流値の合計に小規模局用電源装置用蓄電池容量算

出係数を乗じたものを当該局の小規模局用電源装置用蓄電池容量とする。 

⑵ ⑴の小規模局用電源装置用蓄電池容量を整流装置用蓄電池（最大規格）の規定容量で除したもの（１に満たない端数

は、切り捨てるものとする。）を当該局の小規模局用電源装置用蓄電池（最大規格）組数とする。また、それによって生

じた蓄電池容量の余りから選定される蓄電池（整流装置用直近上位規格）組数を蓄電池組数に加える。 

⑶ ⑵の蓄電池組数からデータ系に係るもの（当該局の電流比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音

声系小規模局用電源装置用蓄電池組数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに種別ごと蓄電池投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、蓄電池投資額を算定す

る。 

種別ごと蓄電池投資額 

＝当該種別音声系蓄電池組数×当該種別蓄電池取得単価 

電力設備（受電装置） １ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、当該局に設置される整流装置の所要電流値の合計に整流装置電圧を乗じ、整流装置総合効率で除した

ものを整流装置受電容量とする。 

⑵ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）の所要容量及び交流無停電電源装置（200Ｖ）の所

要容量の合計を交流無停電電源装置総合効率で除したものを交流無停電電源装置容量とする。 

⑶ 大規模局ごとに、当該局に設置される空調設備の種別ごと電力容量の合計を空調設備電力容量とする。 

⑷ 大規模局ごとに、当該局の建物付帯設備面積に単位面積当たり建物付帯設備受電容量を乗じたものを建物付帯設備受電

容量とする。 
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⑸ ⑴から⑷までにより算定した電力容量の合計を当該局の受電装置所要容量とし、これを受電装置（最大規格）の規定容

量で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該局の受電装置（最大規格）台数とする。また、

それによって生じた受電装置所要容量の余りから選定される受電装置（直近上位規格）台数を受電装置台数に加える。 

⑹ ⑴から⑸までにおいて、音声相当分の所要容量により算定した受電装置所要容量を当該局の音声系受電装置所要容量と

する。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと受電装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、受電装置投資額を算定する。 

局ごと受電装置投資額 

＝音声系受電装置所要容量×受電装置単位容量当たり取得単価 

電力設備（発電装置） １ 設備量の算定 

⑴ 大規模局ごとに、当該局に設置される整流装置のユニット数の合計に整流器１ユニット当たり最大電流及び整流装置電

圧を乗じ、整流装置総合効率で除したものを整流装置発電容量とする。 

⑵ 大規模局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）の所要容量及び交流無停電電源装置（200Ｖ）の所

要容量の合計を交流無停電電源装置総合効率で除したものを交流無停電電源装置容量とする。 

⑶ 大規模局ごとに、当該局に設置される空調設備の種別ごと電力容量の合計を空調設備電力容量とする。 

⑷ 大規模局ごとに、当該局の建物付帯設備面積に単位面積当たり建物付帯設備発電容量を乗じたものを建物付帯設備発電

容量とする。 

⑸ ⑴から⑷までにより算定した電力容量の合計を当該局の発電装置所要容量とし、これを発電装置（最大規格）の規定容

量で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該局の発電装置（最大規格）台数とする。また、

それによって生じた発電装置所要容量の余りから選定される発電装置（直近上位規格）台数を発電装置台数に加える。 

⑹ ⑴から⑸までにおいて、音声相当分のユニット数及び所要容量により算定した発電装置所要容量を当該局の音声系発電

装置所要容量とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと発電装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、発電装置投資額を算定する。 

局ごと発電装置投資額 

＝音声系発電装置所要容量×（発電装置単位容量当たり取得単価＋発電装置単位容量当たり停電対策増分単価） 

電力設備（小規模局用電源装

置） 

１ ＲＴ―ＢＯＸ以外の小規模局に設置する場合の設備量の算定 

局ごとに、当該局に設置される設備の所要電流値の合計を小規模局用電源装置の１台当たり最大電流で除したもの（１に

満たない端数は、切り上げるものとする。）を当該局の小規模局用電源装置台数とする。これからデータ系に係るもの（電

流比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系小規模局用電源装置台数とする。 

２ ＲＴ―ＢＯＸに設置する場合の設備量の算定 

局ごとに、当該局に設置される設備の所要電流値の合計を小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用最大規格）の１台当たり

最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を当該局の小規模局用電源装置台数とする。ま

た、それによって生じた所要電流値の余りから選定される小規模局用電源装置（ＲＴ－ＢＯＸ用直近上位規格）台数を小規

1
1
7



九十頁 
 

模局用電源装置台数に加える。これからデータ系に係るもの（電流比により算定するものとする。）を控除したものを当該

局の音声系小規模局用電源装置台数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに種別ごと小規模局用電源装置投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、小規模局

用電源装置投資額を算定する。 

種別ごと小規模局用電源装置投資額 

＝当該種別音声系小規模局用電源装置台数×当該種別小規模局用電源装置単価 

電力設備（可搬型発動発電

機） 

１ 設備量の算定 

⑴ 所要電流値ごとに、可搬型発動発電機設置台数に可搬型発動発電機規定容量を乗じ、全ての所要電流値について合計し

たものを可搬型発動発電機容量とする。 

⑵ 小規模局ごとに、可搬型発動発電機容量を総電流の割合に応じて割り当てたものを当該局の可搬型発動発電機容量とす

る。また、これからデータ系に係るもの（当該局の電力容量比により算定するものとする。）を控除したものを当該局の

音声系可搬型発動発電機容量とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により局ごとに可搬型発動発電機投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、可搬型発動発電機投

資額を算定する。 

可搬型発動発電機投資額 

＝音声系可搬型発動発電機所要容量×可搬型発動発電機単位容量当たり単価 

機械室建物 １ ＲＴ―ＢＯＸ以外の局の機械室建物の設備量の算定 

⑴ 局ごとに、次のアからエまでの手順で求めた面積の合計を当該局のネットワーク設備面積とする。 

ア 専用架搭載設備（音声収容装置、総合デジタル通信回線収容交換機、総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ、Ｃ

Ｓ、ＭＧＷ、ＸＣＭ、無線伝送装置、衛星通信設備、消防警察トランク、警察消防回線集約装置及び信号用中継交換

機）ごとに当該設備の架数に架当たり面積を乗じたものを全ての設備について合計したもの 

イ 単独設置設備（主配線盤、光ケーブル成端架、海底中間中継伝送装置及びオペレーション設備）ごとに当該設備のユ

ニット数に１ユニット当たり面積を乗じたものを全ての設備について合計したもの 

ウ 共用架搭載設備（音声収容装置用Ｌ２ＳＷ、音声収容ルータ、共用収容ルータ、共用コアルータ、コア局Ｌ２ＳＷ、

ＰＴＮ、ＣＷＤＭ、中間中継伝送装置、ＳＧＷ、ＭＧＣ及びインタフェース変換装置）ごとに、当該設備のユニット数

を共用架当たり最大搭載ユニット数で除し、全ての設備について合計したもの（１に満たない端数は、切り上げるもの

とする。）を当該局の共用架数とし、これに共用架当たり所要面積を乗じたもの 

エ 音声収容装置、総合デジタル通信回線収容交換機、総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣ

Ｍ、海底中間中継伝送装置、無線伝送装置、衛星通信設備、消防警察トランク、警察消防回線集約装置、信号用中継交

換機及び共用架の各設備の更改面積のうち最大のもの 

⑵ 局ごとに、次のアからクまでの手順で求めた面積の合計を当該局の電力設備面積とする。 

ア 整流装置系統数に整流装置基本部面積を乗じたもの及び整流装置増設架数に整流装置増設架面積を乗じたものの合計 
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イ 直流変換電源装置架数に直流変換電源装置架当たり単位面積を乗じたもの 

ウ 交流無停電電源装置種別ごとに、交流無停電電源装置台数に交流無停電電源装置所要面積を乗じたものの合計 

エ 蓄電池種別ごとに、蓄電池組数に蓄電池所要面積を乗じたものの合計 

オ 受電装置種別ごとに、受電装置台数に受電装置所要面積を乗じたものの合計 

カ 発電装置種別ごとに、発電装置台数に発電装置所要面積を乗じたものの合計 

キ 小規模局用電源装置種別ごとに、小規模局用電源装置台数に小規模局用電源装置所要面積を乗じたものの合計 

ク 整流装置、交流無停電電源装置、蓄電池、受電装置及び小規模局用電源装置の各設備について更改面積の合計 

⑶ 局ごとに、種別ごとの空調設備台数に空調設備単位面積を乗じたものの合計を当該局の空調設備面積とする。 

⑷ 局ごとに、⑴の面積のうち主配線盤の所要面積を当該局のケーブル室面積とする。 

⑸ 局ごとに、ネットワーク設備面積、電力設備面積、空調設備面積及びケーブル室面積の合計に、１から建物付帯設備面

積付加係数を減じたものを乗じ、建物付帯設備面積付加係数で除したものを当該局の建物付帯設備面積とする。 

⑹ ⑴から⑸までにより算定したネットワーク設備面積、電力設備面積、空調設備面積、ケーブル室面積及び建物付帯設備

面積の合計を当該局の機械室建物面積とし、それからデータ系に係るものを控除したものを当該局の音声系機械室建物面

積とする。 

２ ＲＴ―ＢＯＸの機械室建物の設備量の算定 

ＲＴ―ＢＯＸ数を１とし、これからデータ系に係るもの（機械室建物面積比により算定するものとする。）を控除したも

のを当該局の音声系ＲＴ－ＢＯＸ数とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと機械室建物投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、機械室建物投資額を算定す

る。 

⑴ 局舎種別が複数階局の場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝音声系機械室建物面積×（機械室建物建設単価＋機械室建物災害対策増分単価） 

⑵ 局舎種別が平屋局であって離島単独局の場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝音声系機械室建物面積×機械室建物建設単価 

⑶ 局舎種別が平屋局であって⑵以外の場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝音声系機械室建物面積×（機械室建物建設単価＋機械室建物災害対策増分単価） 

⑷ 局舎種別がＲＴ－ＢＯＸの場合 

局ごと機械室建物投資額 

＝音声系ＲＴ－ＢＯＸ数×ＲＴ―ＢＯＸ単価 

機械室土地 １ ＲＴ―ＢＯＸ以外の局の機械室土地の設備量の算定 
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九十二頁 
 

⑴ 大規模局の場合は、局舎種別は複数階局とする。大規模局以外の場合は、収容局（無線併設局及び衛星通信併設局に限

る。）の局舎種別は複数階局、収容局（離島単独局に限る。）の局舎種別は平屋局とし、その他の収容局の局舎種別につ

いては、建物及び土地に係る年間コストを比較し、複数階局と平屋局のうちより低い方を選択する。 

⑵ 局舎種別が複数階局の場合は、局ごとに、機械室建物面積を当該局の容積率で除したものを当該局の機械室土地面積と

する。ただし、当該局の容積率の指定がない場合には、機械室建物面積を複数階局容積率で除したものを当該局の機械室

土地面積とする。 

⑶ 局舎種別が平屋局の場合は、局ごとに、機械室建物面積を平屋局容積率で除したもの、駐車スペース等土地面積及び地

上鉄塔土地面積（無線伝送装置を設置する場合に限る。）の合を当該局の機械室土地面積とする。 

⑷ ⑵及び⑶で算定した機械室土地面積から駐車スペース面積のうちデータ系に係るもの（回線数比により算定するものと

する。）及び駐車スペース以外の土地面積のうちデータ系に係るもの（機械室建物面積比により算定するものとする。）

を控除したものを当該局の音声系機械室土地面積とする。 

２ ＲＴ―ＢＯＸの機械室土地の設備量の算定 

局ごとに、ＲＴ－ＢＯＸ土地面積を当該局の機械室土地面積とし、これから駐車スペース面積のうちデータ系に係るもの

（回線数比により算定するものとする。）及び駐車スペース以外の土地面積のうちデータ系に係るもの（機械室建物面積比

により算定するものとする。）を控除したものを当該局の音声系機械室土地面積とする。 

３ 投資額の算定 

次の算定式により局ごと機械室土地投資額を求め、全ての局について当該投資額を合算し、機械室土地投資額を算定す

る。この場合に使用する土地単価時点補正係数は、当該局が属する都道府県の値とする。 

局ごと機械室土地投資額 

＝音声系機械室土地面積×（固定資産評価額÷土地単価時価補正係数）×土地単価時点補正係数 

監視設備（総合監視） 監視設備（総合監視）投資額 

＝ネットワーク設備（注）投資額合計×監視設備（総合監視）対投資額比率 

注 ネットワーク設備とは、附則別表第２の１に規定する設備区分に係る設備及び附則別表第２の２に規定する附属設備等

のうち、空調設備、電力設備、機械室建物及び機械室土地の設備等区分に係る設備等をいう。以下この表において同じ。 

監視設備（収容局設備） 監視設備（収容局設備）投資額 

＝（音声収容ルータ投資額＋共用収容ルータ＋音声収容装置投資額 

＋音声収容装置Ｌ２ＳＷ投資額＋総合デジタル通信回線収容交換機投資額 

＋消防警察トランク投資額＋警察消防用回線集約装置投資額） 

×監視設備（収容局設備）対投資額比率 

監視設備（コア局設備） 監視設備（コア局設備）投資額 

＝（共用コアルータ投資額＋コア局Ｌ２ＳＷ投資額＋ＣＳ投資額 

＋ＭＧＷ投資額＋ＭＧＣ投資額＋ＸＣＭ投資額＋ＳＧＷ投資額） 

×監視設備（コア局設備）対投資額比率 

監視設備（伝送無線機械） 監視設備（伝送無線機械）投資額 
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九十三頁 
 

＝（伝送装置投資額＋中間中継伝送装置投資額＋無線伝送装置投資額 

＋インタフェース変換装置投資額＋無線アンテナ投資額＋無線鉄塔投資額＋衛星通信設備投資額） 

×監視設備（伝送無線機械）対投資額比率 

監視設備（市外線路） 監視設備（市外線路）投資額 

＝市外線路投資額（中継系光ケーブル、海底光ケーブル、海底中間中継伝送装置及び中継系電柱の投資額の合計） 

×監視設備（市外線路）対投資額比率 

監視設備（市内線路） 監視設備（市内線路）投資額 

＝市内線路投資額（加入系光ケーブル、メタルケーブル及び加入系電柱の投資額の合計） 

×監視設備（市内線路）対投資額比率 

共通用建物 共通用建物投資額 

＝ネットワーク設備投資額×共通用建物対投資額比率 

共通用土地 共通用土地投資額 

＝ネットワーク設備投資額×共通用土地対投資額比率×共通用土地単価補正係数 

構築物 構築物投資額 

＝（機械室建物投資額＋共通用建物投資額）×構築物対投資額比率 

機械及び装置 機械及び装置投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×機械及び装置対投資額比率 

車両 車両投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×車両対投資額比率 

工具、器具及び備品 工具、器具及び備品投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×工具、器具及び備品対投資額比率 

無形固定資産 無形固定資産投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×無形固定資産（ソフトウェア以外）対投資額比率 
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九十四頁 
 

附則別表第３の２（附則第６条関係） 正味固定資産価額算定に用いる数値 
項目 数値 単位 

メタルケーブル（小）規格対数⑴ 5 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑵ 10 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑶ 20 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑷ 30 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑸ 50 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑹ 100 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑺ 200 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑻ 400 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑼ 600 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑽ 800 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑾ 1,000 対 

メタルケーブル（小）規格対数⑿ 1,200 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒀ 1,400 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒁ 1,600 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒂ 1,800 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒃ 2,000 対 
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九十五頁 
 

メタルケーブル（小）規格対数⒄ 2,400 対 

メタルケーブル（小）規格対数⒅ 3,000 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑴ 5 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑵ 10 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑶ 20 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑷ 30 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑸ 50 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑹ 100 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑺ 200 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑻ 400 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑼ 600 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑽ 800 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑾ 1,000 対 

メタルケーブル（中）規格対数⑿ 1,200 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑴ 5 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑵ 10 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑶ 20 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑷ 30 対 
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九十六頁 
 

メタルケーブル（大）規格対数⑸ 50 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑹ 100 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑺ 200 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑻ 400 対 

メタルケーブル（大）規格対数⑼ 600 対 

メタルケーブル（小）最大規格対数 3,000 対 

メタルケーブル（中）最大規格対数 1,200 対 

メタルケーブル（大）最大規格対数 600 対 

加入系光ケーブル規格心数⑴ 8 心 

加入系光ケーブル規格心数⑵ 16 心 

加入系光ケーブル規格心数⑶ 24 心 

加入系光ケーブル規格心数⑷ 32 心 

加入系光ケーブル規格心数⑸ 40 心 

加入系光ケーブル規格心数⑹ 60 心 

加入系光ケーブル規格心数⑺ 80 心 

加入系光ケーブル規格心数⑻ 100 心 

加入系光ケーブル規格心数⑼ 120 心 

加入系光ケーブル規格心数⑽ 160 心 
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九十七頁 
 

加入系光ケーブル規格心数⑾ 200 心 

加入系光ケーブル規格心数⑿ 300 心 

加入系光ケーブル規格心数⒀ 400 心 

加入系光ケーブル規格心数⒁ 500 心 

加入系光ケーブル規格心数⒂ 600 心 

加入系光ケーブル規格心数⒃ 800 心 

加入系光ケーブル規格心数⒄ 1,000 心 

加入系電柱間隔 0.035 km 

配線回線予備率 0.026 ― 

加入系光予備心数 4 心 

区画戸建最大回線数 31.25 ― 

メタルケーブル（小）最大伝送距離 2 km 

メタルケーブル（中）最大伝送距離 4 km 

メタルケーブル（大）最大伝送距離 7 km 

メタルケーブル（小）最大規格対数（架空） 400 対 

メタルケーブル（中）最大規格対数（架空） 400 対 

メタルケーブル（大）最大規格対数（架空） 200 対 

加入系光ケーブル最大規格心数 1,000 心 

1
2
5



九十八頁 
 

加入系光ケーブル最大規格心数（架空） 200 心 

メタルケーブル（小）径⑴ 11 mm 

メタルケーブル（小）径⑵ 11 mm 

メタルケーブル（小）径⑶ 12 mm 

メタルケーブル（小）径⑷ 14 mm 

メタルケーブル（小）径⑸ 16 mm 

メタルケーブル（小）径⑹ 19 mm 

メタルケーブル（小）径⑺ 23 mm 

メタルケーブル（小）径⑻ 30 mm 

メタルケーブル（小）径⑼ 35 mm 

メタルケーブル（小）径⑽ 39 mm 

メタルケーブル（小）径⑾ 43 mm 

メタルケーブル（小）径⑿ 47 mm 

メタルケーブル（小）径⒀ 50 mm 

メタルケーブル（小）径⒁ 53 mm 

メタルケーブル（小）径⒂ 56 mm 

メタルケーブル（小）径⒃ 59 mm 

メタルケーブル（小）径⒄ 63 mm 
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九十九頁 
 

メタルケーブル（小）径⒅ 70 mm 

メタルケーブル（中）径⑴ 13 mm 

メタルケーブル（中）径⑵ 14 mm 

メタルケーブル（中）径⑶ 16 mm 

メタルケーブル（中）径⑷ 18 mm 

メタルケーブル（中）径⑸ 21 mm 

メタルケーブル（中）径⑹ 28 mm 

メタルケーブル（中）径⑺ 33 mm 

メタルケーブル（中）径⑻ 44 mm 

メタルケーブル（中）径⑼ 53 mm 

メタルケーブル（中）径⑽ 60 mm 

メタルケーブル（中）径⑾ 67 mm 

メタルケーブル（中）径⑿ 70 mm 

メタルケーブル（大）径⑴ 14 mm 

メタルケーブル（大）径⑵ 18 mm 

メタルケーブル（大）径⑶ 23 mm 

メタルケーブル（大）径⑷ 27 mm 

メタルケーブル（大）径⑸ 34 mm 
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百頁 
 

メタルケーブル（大）径⑹ 38 mm 

メタルケーブル（大）径⑺ 43 mm 

メタルケーブル（大）径⑻ 59 mm 

メタルケーブル（大）径⑼ 70 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑴ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑵ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑶ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑷ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑸ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑹ 11 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑺ 13 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑻ 13 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑼ 15 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑽ 15 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑾ 17 mm 

加入系光ファイバケーブル径⑿ 19 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒀ 19 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒁ 23 mm 
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百一頁 
 

加入系光ファイバケーブル径⒂ 23 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒃ 23 mm 

加入系光ファイバケーブル径⒄ 30 mm 

インナーパイプ径（外径）⑴ 27 mm 

インナーパイプ径（外径）⑵ 36 mm 

インナーパイプ径（外径）⑶ 47 mm 

インナーパイプ径（外径）⑷ 56 mm 

インナーパイプ径（内径）⑴ 14 mm 

インナーパイプ径（内径）⑵ 23 mm 

インナーパイプ径（内径）⑶ 32 mm 

インナーパイプ径（内径）⑷ 40 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑴ 42 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑵ 33 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑶ 22 mm 

インナーパイプ径（空き径）⑷ 13 mm 

予備管路あたり最大管路数 15 条 

き線点遠隔収容装置最大収容電話回線数 512 回線 

き線点遠隔収容装置最大収容低速専用回線数 23 回線 
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百二頁 
 

き線点遠隔収容装置最大収容高速メタル専用回線数 3 回線 

き線点遠隔収容装置当たり必要心数 4 心 

き線点遠隔収容装置収容配線最大長 7 km 

き線点遠隔収容装置設置最小回線数 400 回線 

き線点遠隔収容装置収容率 0.965 ― 

き線回線予備率 0.116 ― 

配線光予備心線数 2 心 

引込ビル数算定式二次係数 -0.0000007 ― 

引込ビル数算定式一次係数 0.0319 ― 

引込ビル数算定式定数 0 ― 

き線点遠隔収容装置～加入者交換機間中継伝送路年経費 0 円 

き線管路総延長 132,069 km 

自治体管路総延長 39 km 

電線共同溝総延長 1,483 km 

情報ボックス総延長 8,122 km 

配線自治体管路適用率 0.02275 ― 

配線電線共同溝適用率 0.10725 ― 

配線情報ボックス適用率 0 ― 
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百三頁 
 

き線点遠隔収容装置帰属先局舎種別判別値 15,000 回線 

第二種総合デジタル通信サービス換算係数 10 ― 

時間帯パラメータ（アナログ電話） 1 ― 

時間帯パラメータ（総合デジタル通信サービス） 1 ― 

呼完了率（アナログ電話） 0.7 ― 

呼完了率（総合デジタル通信サービス） 0.7 ― 

１接続当たり音声帯域 105 kbps 

１接続１秒当たり音声パケット数 100 pps 

音声パケット優先係数 1 ― 

６Ｍパス当たり帯域 6 Ｍbps 

ＩＰデータ系Ｍbps当たりパケット数 156 pps／Ｍbps 

音声収容装置ラインカード当たり最大収容回線数 32 回線／ラインカード 

音声収容装置シェルフ当たり最大収容ラインカード数 16 カード／シェルフ 

音声収容装置架当たり最大収容シェルフ数 4 シェルフ／架 

音声収容装置回線収容率 1 ― 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大インタフェース数 48 ＩＦ／ユニット 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大処理Ｍpps数 714.24 Ｍpps／ユニット 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ設置不要最大音声収容装置シェルフ数 2 シェルフ 
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百四頁 
 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ収容率 0.8 ― 

音声収容装置Ｌ２ＳＷポート収容率 1 ― 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ冗長化係数 2 ユニット 

総合デジタル通信サービス（ＩＳＤＮ64）ボード当たり最大収容回線数 4 回線／ボード 

総合デジタル通信サービス（ＩＳＤＮ1500）ボード当たり最大収容回線数 1 回線／ボード 

総合デジタル通信サービス（ＩＳＤＮ64）ボード１枚当たり占用スロット数 1 スロット／ボード 

総合デジタル通信サービス（ＩＳＤＮ1500）ボード１枚当たり占用スロット数 3 スロット／ボード 

総合デジタル通信回線収容交換機１ユニット当たりスロット数 48 スロット／ユニット 

架当たり最大収容総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数 2 ユニット／架 

総合デジタル通信回線収容交換機回線収容率 1 ― 

総合デジタル通信回線収容交換機内蔵Ｌ２ＳＷ収容率 1 ― 

総合デジタル通信回線収容交換機内蔵Ｌ２ＳＷ当たり最大収容総合デジタル通信回線収容交換機ユニット数 7 ユニット／Ｌ２ＳＷ 

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数 10,080,000 ＢＨＣＡ／ユニット 

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ収容率 0.8 ― 

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ冗長化係数 2 ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たり最大インタフェース数 26 ＩＦ／ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理ＢＨＭbps 44,000 Ｍbps／ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たり最大処理ＢＨＭpps 65 Ｍpps／ユニット 

1
3
2



百五頁 
 

音声収容ルータ収容率 0.9 ― 

音声収容ルータ冗長化係数 2 ユニット 

共用収容ルータ１Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 26 ＩＦ／ボード 

共用収容ルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 2 ＩＦ／ボード 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大１Ｇボード数 1 ボード／ユニット 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数 1 ボード／ユニット 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大処理ＢＨＭbps 44,000 Ｍbps／ユニット 

共用収容ルータ１ユニット当たり最大処理ＢＨＭpps 65 Ｍpps／ユニット 

共用収容ルータ収容率 0.8 ― 

信号区域間リンク分散数 2 数 

信号用中継交換機収容率 1 ― 

信号用中継交換機当たり最大リンク数 1,056 リンク／ＳＴＰ 

信号用中継交換機対当たり渡りリンク数 8 リンク／ＳＴＰ対 

信号用中継交換機当たり処理信号数 56,320 信号数／ＳＴＰ 

専用６Ｍパス収容回線数（低速） 96 回線／６Ｍパス 

専用６Ｍパス収容回線数（高速メタル） 48 回線／６Ｍパス 

専用６Ｍパス収容回線数（高速光） 4 回線／６Ｍパス 

中間中継伝送装置平均距離（ＣＷＤＭ） 80 km 
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百六頁 
 

中間中継伝送装置平均距離（ＰＴＮ） 80 km 

コア局Ｌ２ＳＷ１ユニット当たり最大収容インタフェース数 48 ＩＦ／ユニット 

コア局Ｌ２ＳＷ冗長化係数 2 ユニット 

共用コアルータ 10Ｇボード当たり最大収容インタフェース数 18 ＩＦ／ボード 

共用コアルータ１ユニット当たり最大 10Ｇボード数 4 ボード／ユニット 

共用コアルータ１ユニット当たり最大処理ＢＨＭbps 240,000 Ｍbps／ユニット 

共用コアルータ１ユニット当たり最大処理ＢＨＭpps 180 Ｍpps／ユニット 

共用コアルータ収容率 0.8 ― 

ＳＧＷ１リンク当たり信号数 240 信号数／リンク 

ＳＧＷ１ユニット当たり最大リンク数 128 リンク／ユニット 

ＳＧＷ１ユニット当たり最大処理可能ポイントコード数 
8 

ポイントコード／ユ

ニット 

ＳＧＷ収容率 1 ― 

ＳＧＷ冗長化係数 2 ユニット 

ＣＳ１ユニット当たり最大処理回線数 260,000 回線／ユニット 

ＣＳ収容率 1 ― 

ＣＳ冗長化係数 2 ユニット 

ＣＳ用ＤＢ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数 2,190,000 ＢＨＣＡ／ユニット 

1
3
4



百七頁 
 

ＣＳ用ＤＢ収容率 1 ― 

ＣＳ用ＤＢ冗長化係数 2 ユニット 

ＭＧＣ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数 3,750,000 ＢＨＣＡ／ユニット 

ＭＧＣ収容率 0.8 ― 

ＭＧＣ冗長化係数⑴ 1 ユニット 

ＭＧＣ冗長化係数⑵ 1 ユニット 

ＭＧＣ用ＤＢ１ユニット当たり最大処理最繁時呼数 3,750,000 ＢＨＣＡ／ユニット 

ＭＧＣ用ＤＢ収容率 1 ― 

ＭＧＣ用ＤＢ冗長化係数 0 ユニット 

ＭＧＷ ＳＴＭ－１ 冗長化係数⑴ 1 ポート 

ＭＧＷ ＳＴＭ－１ 冗長化係数⑵ 1 ポート 

ＭＧＷ１ユニット当たり最大ＳＴＭ－１ポート数 9 ポート／ユニット 

ＭＧＷ収容率 1 ― 

ＭＧＷポート収容率 1 ― 

ＩＣ接続 156Ｍ接続回線比率 0.5 ― 

中継系電柱距離 0.035 km 

中継系管路当たり最大ケーブル条数 2 ケーブル条数／管路 

チャネル切上単位（52Ｍ） 672 ― 
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百八頁 
 

チャネル切上単位（156Ｍ） 2,016 ― 

クロスコネクト装置ユニット当たり 52Ｍパス数 18 52Ｍパス／ユニット 

クロスコネクト装置基本架当たりユニット数（１架構成） 1 ユニット／架 

クロスコネクト装置基本架当たりユニット数（複数架構成） 2 ユニット／架 

クロスコネクト装置接続架当たり基本架数 4 基本架／接続架 

クロスコネクト装置最大接続架数 2 架 

クロスコネクト装置ユニット当たり増設リンク数 6 ＪＩＦ／ユニット 

クロスコネクト装置冗長構成係数 2 ＪＩＦ／ユニット 

クロスコネクト装置スイッチユニット当たり増設リンクインタフェース数 16 ＪＩＦ／ＳＳＷＵｎ

ｉｔ 

架当たり回線数（主配線盤） 150,000 回線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架大） 2,000 心線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架小１） 128 心線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架小２） 256 心線／架 

架当たり心線数（光ケーブル成端架中） 389 心線／架 

ＣＷＤＭ 低速 10Ｇカード当たり最大収容インタフェース数 1 ＩＦ／カード 

ＣＷＤＭ 低速ＳＴＭ－１カード当たり最大収容ＳＴＭ－１ インタフェース数 4 ＩＦ／カード 

ＣＷＤＭ 高速インタフェース最大波長数 8 波長／ＩＦ 

1
3
6



百九頁 
 

ＣＷＤＭ１ユニット当たり心線数 1 心／ユニット 

ＰＴＮ2.4Ｇ高速インタフェース最大容量 2.4 Ｇbps 

ＰＴＮ10Ｇ高速インタフェース最大容量 10 Ｇbps 

ＰＴＮ１リング当たり高速インタフェース数 2 ＩＦ／リング 

ＰＴＮ１ユニット当たり最大高速インタフェース数 4 ＩＦ／ユニット 

ＰＴＮ高速インタフェース当たり心線数 2 心／ＩＦ 

ＰＴＮ低速混在インタフェースボード最大ＳＴＭ－１ポート数 
4 

ＳＴＭ－１ポート／

混在ボード 

ＰＴＮ低速混在インタフェースボード最大１Ｇポート数 
8 

１Ｇポート／混在

ボード 

ＰＴＮ１ユニット当たり最大低速インタフェースボード数 2 ボード／ユニット 

ＰＴＮ冗長化係数 2 ユニット 

データ系高速インタフェース最大容量 10 Ｇbps 

データ系高速インタフェース当たり心線数 2 心／ＩＦ 

伝送装置収容率 1 ― 

伝送装置ポート収容率 1 ― 

１Ｇポート最大Ｍbps 1,000 Ｍbps／ポート 

10Ｇポート最大Ｍbps 10,000 Ｍbps／ポート 
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百十頁 
 

ＳＴＭ－１ポート最大Ｍbps 156 Ｍbps／ポート 

回線当たり心線数（第二種総合デジタル通信サービス） 2 心線／回線 

回線当たり心線数（高速光専用線） 2 心線／回線 

主配線盤回線収容率 0.965 ― 

光ケーブル成端架収容率 0.965 ― 

中継系光ケーブル規格心数⑴ 8 心 

中継系光ケーブル規格心数⑵ 16 心 

中継系光ケーブル規格心数⑶ 24 心 

中継系光ケーブル規格心数⑷ 32 心 

中継系光ケーブル規格心数⑸ 40 心 

中継系光ケーブル規格心数⑹ 60 心 

中継系光ケーブル規格心数⑺ 80 心 

中継系光ケーブル規格心数⑻ 100 心 

中継系光ケーブル規格心数⑼ 120 心 

中継系光ケーブル規格心数⑽ 160 心 

中継系光ケーブル規格心数⑾ 200 心 

中継系光ケーブル規格心数⑿ 300 心 

海底用中間中継伝送装置最大中継距離 130 km 
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百十一頁 
 

有中継光ケーブル最大規格心線数 8 心 

無中継光ケーブル最大規格心線数 100 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑴ 16 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑵ 24 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑶ 32 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑷ 40 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑸ 60 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑹ 80 心 

無中継光ケーブル規格心線数⑺ 100 心 

52Ｍパス当たり帯域 52 Ｍbps 

変復調回線切替装置ユニット当たり最大収容 52Ｍパス数 1 52Ｍパス／ユニット 

架当たりユニット数（変復調回線切替装置） 4 ユニット／架 

無線送受信装置ユニット当たり最大収容 52Ｍパス数 1 52Ｍパス／ユニット 

架当たりユニット数（無線送受信装置） 5 ユニット／架 

ルート当たりアンテナ数 3 個 

最大アンテナ搭載数 12 個 

中継系最大規格心線数 300 心 
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百十二頁 
 

トランスポンダ当たり最大接続可能回線数 149 回線／トランスポン

ダ 

時分割多元接続装置架当たり最大収容回線数 298 回線／架 

衛星送受信装置架当たり最大収容回線数 298 回線／架 

局当たり衛星通信用アンテナ数 2 個 

インタフェース変換装置１ユニット当たり最大収容インタフェース数 6 ＩＦ／ユニット 

インタフェース変換装置ポート収容率 1 ― 

ＲＴ－ＢＯＸ最大音声収容装置架数 1 架／ＲＴＢＯＸ 

ＲＴ－ＢＯＸ最大総合デジタル通信回線収容交換機架数 1 架／ＲＴＢＯＸ 

ＲＴ－ＢＯＸ最大共用架数 4 架／ＲＴＢＯＸ 

共用架当たり所要面積 1.5 ㎡／架 

音声収容装置１シェルフ当たりＤＣ電流 22.5 Ａ／シェルフ 

音声収容装置架当たり面積 1.5 ㎡／架 

音声収容ルータ１ユニット当たりＤＣ電流 5 Ａ／ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 0 Ａ／ユニット 

音声収容ルータ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニット 

音声収容ルータ 共用架当たり最大搭載ユニット数 11 ユニット／架 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ １ユニット当たりＤＣ電流 0 Ａ／ユニット 
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百十三頁 
 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ １ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 6.6 Ａ／ユニット 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ 共用架当たり最大搭載ユニット数 8 ユニット／架 

共用収容ルータ１ユニット当たりＤＣ電流 5 Ａ／ユニット 

共用収容ルータ 共用架当たり最大搭載ユニット数 12 ユニット／架 

総合デジタル通信回線収容交換機１ユニット当たりＤＣ電流 27.1 Ａ／ユニット 

総合デジタル通信回線収容交換機架当たり面積 2 ㎡／架 

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ１ユニット当たりＤＣ電流 36.1 Ａ／ユニット 

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ架当たり最大搭載ユニット数 4 ユニット／架 

総合デジタル通信回線収容交換機用ＤＢ架当たり面積 1.5 ㎡／架 

共用コアルータ１ユニット当たりＤＣ電流 88 Ａ／ユニット 

共用コアルータ１ユニット当たりＡＣ200Ｖ電流 0 Ａ／ユニット 

共用コアルータ 共用架当たり最大搭載ユニット数 2 ユニット／架 

コア局Ｌ２ＳＷ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 6.6 Ａ／ユニット 

コア局Ｌ２ＳＷ 共用架当たり最大搭載ユニット数 6 ユニット／架 

ＣＳ１ユニット当たりＤＣ電流 54.5 Ａ／ユニット 

ＣＳ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 0 Ａ／ユニット 

ＣＳ架当たり最大搭載ユニット数 12 ユニット／架 

ＣＳ架当たり面積 1.5 ㎡／架 
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百十四頁 
 

ＣＳ用ＤＢ架当たり最大搭載ユニット数 2 ユニット／架 

ＣＳ用ＤＢ架当たり面積 3 ㎡／架 

ＭＧＷ１ユニット当たりＤＣ電流 40 Ａ／ユニット 

ＭＧＷ架当たり最大搭載ユニット数 0 ユニット／架 

ＭＧＷ 共用架当たり最大搭載ユニット数 4 ユニット／架 

ＭＧＷ架当たり面積 0 ㎡／架 

ＳＧＷ１ユニット当たりＤＣ電流 15.63 Ａ／ユニット 

ＳＧＷ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 0 Ａ／ユニット 

ＳＧＷ 共用架当たり最大搭載ユニット数 7 ユニット／架 

ＭＧＣ１ユニット当たりＤＣ電流 0 Ａ／ユニット 

ＭＧＣ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 13 Ａ／ユニット 

ＭＧＣ 共用架当たり最大搭載ユニット数 11 ユニット／架 

クロスコネクト装置基本架電流 40.3 Ａ／架 

クロスコネクト装置増設架基本部電流 38.2 Ａ／架 

クロスコネクト装置ユニット電流 7.9 Ａ／ユニット 

クロスコネクト装置架面積 1.44 ㎡／架 

ＰＴＮ１ユニット当たりＤＣ電流 3.05 Ａ／ユニット 

ＰＴＮ 共用架当たり最大搭載ユニット数 16 ユニット／架 
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百十五頁 
 

ＣＷＤＭ１ユニット当たりＤＣ電流 4.2 Ａ／ユニット 

ＣＷＤＭ１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 2 Ａ／ユニット 

ＣＷＤＭ 共用架当たり最大搭載ユニット数 8 ユニット／架 

中間中継伝送装置１ユニット当たりＤＣ電流 4.2 Ａ／ユニット 

中間中継伝送装置１ユニット当たりＡＣ100Ｖ電流 2 Ａ／ユニット 

中間中継伝送装置 共用架当たり最大搭載ユニット数 8 ユニット／架 

信号用中継交換機基本部電流 12.7 Ａ／台 

信号用中継交換機収容架単位電流 67 Ａ 

信号用中継交換機収容架単位電流最大収容リンク数（48Ｋ換算） 480 リンク 

信号用中継交換機ＡＣ電流 0.16 Ａ／台 

信号用中継交換機基本部面積 0 ㎡／台 

信号用中継交換機収容架単位面積 1.5 ㎡ 

信号用中継交換機収容架単位面積最大収容リンク数（48Ｋ換算） 480 リンク 

１万端子当たりの必要主配線盤長 2.52 ｍ 

作業スペース込みの主配線盤幅 3.9 ｍ 

光ケーブル成端架単位面積（大） 12 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積最大収容端子数（大） 2,000 端子 

光ケーブル成端架単位面積（小１） 1 ㎡ 

1
4
3



百十六頁 
 

光ケーブル成端架単位面積最大収容端子数（小１） 128 端子 

光ケーブル成端架単位面積（小２） 2 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積最大収容端子数（小２） 256 端子 

光ケーブル成端架単位面積（中） 2 ㎡ 

光ケーブル成端架単位面積最大収容端子数（中） 389 端子 

オペレーション設備（総合監視）単位面積当たりＡＣ電流 0.8 Ａ／㎡ 

オペレーション設備（試験受付）単位面積当たりＡＣ電流 0.8 Ａ／㎡ 

オペレーション設備（総合監視）面積 505 ㎡ 

オペレーション設備（試験受付）面積 432 ㎡ 

海底中間中継伝送装置用給電装置単位電流 0.92 Ａ／台 

海底中間中継伝送装置用給電装置単位面積 1.44 ㎡ 

変復調回線切替装置単位電流 1.7 Ａ／台 

変復調回線切替装置架面積 1.92 ㎡／架 

無線送受信装置単位電流 0.5 Ａ／台 

無線送受信装置架面積 1.44 ㎡／架 

地上鉄塔土地面積 144 ㎡ 

発熱量換算係数 860 kcal／ｋＶＡ 

空調１台当たりの能力⑴ 30,000 kcal／台 
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百十七頁 
 

空調１台当たりの能力⑵ 13,050 kcal／台 

空調設備１台当たりの電力容量⑴ 11.55 ｋＶＡ 

空調設備１台当たりの電力容量⑵ 5.4 ｋＶＡ 

空調設備単位面積⑴ 5 ㎡ 

空調設備単位面積⑵ 2.2 ㎡ 

空調予備機台数 1 台 

整流器１ユニット当たり最大電流 100 Ａ／ユニット 

整流装置１系統当たり最大電流 800 Ａ／系統 

整流装置基本部収容可能整流器数 4 個／架 

整流装置増設架収容可能整流器数 4 個／架 

整流装置総合効率 0.87 ― 

整流装置基本部面積 10 ㎡／架 

整流装置増設架面積 2 ㎡／架 

整流器予備ユニット数 1 ユニット 

直流電圧値 48 Ｖ 

警察消防用回線１回線当たりの消費電流 0.484375 Ａ／回線 

直流変換電源装置１架最大電流 80 Ａ／架 

直流変換電源装置架単位面積 5 ㎡／架 
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百十八頁 
 

交流無停電電源装置規定出力容量⑴ 1 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑵ 3 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑶ 5 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑷ 7 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑸ 10 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑹ 15 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑺ 20 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑻ 30 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑼ 50 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑽ 75 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑾ 100 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⑿ 200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒀ 250 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒁ 300 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒂ 400 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒃ 500 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒄ 600 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒅ 800 ｋＶＡ 
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百十九頁 
 

交流無停電電源装置規定出力容量⒆ 1,000 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量⒇ 1,200 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置規定出力容量（２１） 1,500 ｋＶＡ 

交流無停電電源装置所要面積⑴ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑵ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑶ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑷ 4 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑸ 7 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑹ 7 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑺ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑻ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑼ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑽ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑾ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⑿ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒀ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒁ 10 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒂ 30 ㎡ 
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百二十頁 
 

交流無停電電源装置所要面積⒃ 30 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒄ 20 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒅ 30 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒆ 50 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積⒇ 40 ㎡ 

交流無停電電源装置所要面積（２１） 50 ㎡ 

交流無停電電源装置総合効率 0.88 ― 

蓄電池容量算出係数（大規模局、整流装置用、保持時間：３時間） 5.8 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（大規模局、ＵＰＳ用、保持時間：３時間） 4.2 ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（小規模局（作業員の到着に 1.5時間以上を要するもの及び災害対策の強化を目的とす

るものを除く。）、保持時間：10時間） 
12.6 

ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（小規模局（作業員の到着に 1.5時間以上を要するものに限る。）、保持時間：18時

間） 
21.7 

ＡＨ／Ａ 

蓄電池容量算出係数（小規模局（災害対策の強化を目的とするものに限る。）、保持時間：36時間） 39.7 ＡＨ／Ａ 

整流装置用蓄電池規定容量⑴ 200 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑵ 300 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑶ 500 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑷ 1,000 ＡＨ 
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百二十一頁 
 

整流装置用蓄電池規定容量⑸ 1,500 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑹ 2,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑺ 3,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑻ 4,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑼ 5,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池規定容量⑽ 6,000 ＡＨ 

整流装置用蓄電池所要面積⑴ 5 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑵ 6 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑶ 5 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑷ 8 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑸ 11 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑹ 13 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑺ 17 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑻ 18 ㎡ 

整流装置用蓄電池所要面積⑼ 22 ㎡ 

整流装置用蓄電池取得面積⑽ 23 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑴ 50 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑵ 100 ＡＨ 
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百二十二頁 
 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑶ 200 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑷ 300 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑸ 500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑹ 1,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑺ 1,500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑻ 2,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池規定容量⑼ 3,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑴ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑵ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑶ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑷ 9 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑸ 8 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑹ 13 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑺ 18 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑻ 21 ㎡ 

交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池所要面積⑼ 27 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑴ 200 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑵ 300 ＡＨ 
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百二十三頁 
 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑶ 500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑷ 1,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑸ 1,500 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑹ 2,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池規定容量⑺ 3,000 ＡＨ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑴ 13 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑵ 16 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑶ 22 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑷ 22 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑸ 31 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑹ 38 ㎡ 

交流無停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池所要面積⑺ 49 ㎡ 

建物付帯設備面積付加係数（複数階局舎、オペレーション設備あり） 0.7 ― 

建物付帯設備面積付加係数（複数階局舎、オペレーション設備なし） 0.8 ― 

建物付帯設備面積付加係数（平屋局舎） 0.9 ― 

単位面積当たりの建物付帯設備電力容量 0.01 ｋＶＡ／㎡ 

受電装置規定容量⑴ 100 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑵ 200 ｋＶＡ 
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百二十四頁 
 

受電装置規定容量⑶ 300 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑷ 500 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑸ 750 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑹ 1,000 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑺ 1,500 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑻ 2,000 ｋＶＡ 

受電装置規定容量⑼ 4,000 ｋＶＡ 

受電装置所要面積⑴ 30 ㎡ 

受電装置所要面積⑵ 45 ㎡ 

受電装置所要面積⑶ 45 ㎡ 

受電装置所要面積⑷ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑸ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑹ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑺ 50 ㎡ 

受電装置所要面積⑻ 60 ㎡ 

受電装置所要面積⑼ 162 ㎡ 

受電装置更改面積⑴ 15 ㎡ 

受電装置更改面積⑵ 25 ㎡ 
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百二十五頁 
 

受電装置更改面積⑶ 25 ㎡ 

受電装置更改面積⑷ 32 ㎡ 

受電装置更改面積⑸ 35 ㎡ 

受電装置更改面積⑹ 37 ㎡ 

受電装置更改面積⑺ 52 ㎡ 

受電装置更改面積⑻ 54 ㎡ 

受電装置更改面積⑼ 212 ㎡ 

発電装置規定容量⑴ 10 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑵ 20 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑶ 37.5 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑷ 50 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑸ 75 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑹ 100 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑺ 150 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑻ 200 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑼ 250 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑽ 300 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⑾ 375 ｋＶＡ 
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百二十六頁 
 

発電装置規定容量⑿ 500 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒀ 625 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒁ 750 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒂ 1,000 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒃ 1,500 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒄ 1,750 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒅ 2,000 ｋＶＡ 

発電装置規定容量⒆ 3,125 ｋＶＡ 

発電装置所要面積⑴ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑵ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑶ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑷ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑸ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑹ 36 ㎡ 

発電装置所要面積⑺ 54 ㎡ 

発電装置所要面積⑻ 54 ㎡ 

発電装置所要面積⑼ 54 ㎡ 

発電装置所要面積⑽ 72 ㎡ 
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百二十七頁 
 

発電装置所要面積⑾ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⑿ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⒀ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⒁ 72 ㎡ 

発電装置所要面積⒂ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒃ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒄ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒅ 108 ㎡ 

発電装置所要面積⒆ 108 ㎡ 

小規模局用電源装置１台あたりの最大電流（小規模局） 150 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）⑴ 37.5 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）⑵ 50 Ａ 

小規模局用電源装置１台当たりの最大電流（ＲＴ―ＢＯＸ）⑶ 100 Ａ 

小規模局用電源装置１台あたりの所要面積（小規模局） 7 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）⑴ 9 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）⑵ 9 ㎡ 

小規模局用電源装置１台当たりの所要面積（ＲＴ―ＢＯＸ）⑶ 9 ㎡ 

可搬型発動発電機規定容量⑴ 1 ｋＶＡ 
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百二十八頁 
 

可搬型発動発電機規定容量⑵ 2 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑶ 3 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑷ 4 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑸ 5 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑹ 6 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑺ 7 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑻ 8 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑼ 9 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑽ 10 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機規定容量⑾ 11 ｋＶＡ 

可搬型発動発電機設置台数⑴ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑵ 29 台 

可搬型発動発電機設置台数⑶ 6 台 

可搬型発動発電機設置台数⑷ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑸ 2 台 

可搬型発動発電機設置台数⑹ 2 台 

可搬型発動発電機設置台数⑺ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑻ 0 台 
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百二十九頁 
 

可搬型発動発電機設置台数⑼ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑽ 0 台 

可搬型発動発電機設置台数⑾ 1 台 

複数階局舎容積率 400 ％ 

平屋局舎容積率 100 ％ 

駐車スペース等土地面積 90 ㎡ 

ＲＴ―ＢＯＸ土地面積 75 ㎡ 

駐車スペース面積 21 ㎡ 

時分割多元接続装置架単位電流 9.5 Ａ／架 

時分割多元接続装置架単位面積 1.44 ㎡／架 

衛星送受信装置架単位電流 36.7 Ａ／架 

衛星送受信装置架単位面積 1.44 ㎡／架 

衛星回線制御装置架単位電流 210.5 Ａ／架 

衛星回線制御装置架単位面積 16.38 ㎡／架 

インタフェース変換装置１ユニット当たりＤＣ電流 3.125 Ａ／ユニット 

インタフェース変換装置 共用架当たり最大搭載ユニット数 5 ユニット／架 

土地単価時価補正係数 0.7 ― 

土地単価時点補正係数（北海道） 0.8009 ― 

1
5
7



百三十頁 
 

土地単価時点補正係数（青森県） 0.6907 ― 

土地単価時点補正係数（岩手県） 0.7265 ― 

土地単価時点補正係数（宮城県） 0.9647 ― 

土地単価時点補正係数（秋田県） 0.6519 ― 

土地単価時点補正係数（山形県） 0.7589 ― 

土地単価時点補正係数（福島県） 0.8078 ― 

土地単価時点補正係数（茨城県） 0.7287 ― 

土地単価時点補正係数（栃木県） 0.7500 ― 

土地単価時点補正係数（群馬県） 0.7542 ― 

土地単価時点補正係数（埼玉県） 0.8701 ― 

土地単価時点補正係数（千葉県） 0.8862 ― 

土地単価時点補正係数（東京都） 0.9895 ― 

土地単価時点補正係数（神奈川県） 0.9184 ― 

土地単価時点補正係数（新潟県） 0.7829 ― 

土地単価時点補正係数（富山県） 0.8353 ― 

土地単価時点補正係数（石川県） 0.7852 ― 

土地単価時点補正係数（福井県） 0.7356 ― 

土地単価時点補正係数（山梨県） 0.7724 ― 
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百三十一頁 
 

土地単価時点補正係数（長野県） 0.7705 ― 

土地単価時点補正係数（岐阜県） 0.8238 ― 

土地単価時点補正係数（静岡県） 0.8509 ― 

土地単価時点補正係数（愛知県） 0.9716 ― 

土地単価時点補正係数（三重県） 0.8074 ― 

土地単価時点補正係数（滋賀県） 0.8770 ― 

土地単価時点補正係数（京都府） 0.9126 ― 

土地単価時点補正係数（大阪府） 0.9035 ― 

土地単価時点補正係数（兵庫県） 0.8828 ― 

土地単価時点補正係数（奈良県） 0.8512 ― 

土地単価時点補正係数（和歌山県） 0.7167 ― 

土地単価時点補正係数（鳥取県） 0.6966 ― 

土地単価時点補正係数（島根県） 0.7546 ― 

土地単価時点補正係数（岡山県） 0.8305 ― 

土地単価時点補正係数（広島県） 0.8273 ― 

土地単価時点補正係数（山口県） 0.7233 ― 

土地単価時点補正係数（徳島県） 0.6503 ― 

土地単価時点補正係数（香川県） 0.7078 ― 
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百三十二頁 
 

土地単価時点補正係数（愛媛県） 0.7751 ― 

土地単価時点補正係数（高知県） 0.6240 ― 

土地単価時点補正係数（福岡県） 0.8948 ― 

土地単価時点補正係数（佐賀県） 0.7271 ― 

土地単価時点補正係数（長崎県） 0.7852 ― 

土地単価時点補正係数（熊本県） 0.8470 ― 

土地単価時点補正係数（大分県） 0.7870 ― 

土地単価時点補正係数（宮崎県） 0.8087 ― 

土地単価時点補正係数（鹿児島県） 0.7288 ― 

土地単価時点補正係数（沖縄県） 1.0047 ― 

監視設備（総合監視） 対投資額比率 0.001417 ― 

監視装置（収容局設備） 対投資額比率 0.05425 ― 

監視装置（コア局設備） 対投資額比率 0.07380 ― 

監視設備（市外線路） 対投資額比率 0.03438 ― 

監視設備（市内線路） 対投資額比率 0.01151 ― 

監視設備（伝送無線機械） 対投資額比率 0.1453 ― 

共通用建物 対投資額比率 0.008702 ― 

共通用土地 対投資額比率 0.006861 ― 
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百三十三頁 
 

共通用土地単価補正係数 1 ― 

構築物 対投資額比率 0.06732 ― 

機械及び装置 対投資額比率 0.0006718 ― 

車両 対投資額比率 0.0001112 ― 

工具、器具及び備品 対投資額比率 0.004834 ― 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 対投資額比率 0.004397 ― 
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百三十四頁 
 

附則別表第４（附則第６条関係） 

様式第１ 固定資産明細表 

 

 

音
声
収
容
ル
ー
タ 

共
用
収
容
ル
ー
タ 

音
声
収
容
装
置 

音
声
収
容
装
置
Ｌ
２
Ｓ
Ｗ 

Ｃ
Ｓ 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
回
線
収
容
交
換
機 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
回
線
収
容
交
換
機
用
Ｄ
Ｂ 

消
防
警
察
ト
ラ
ン
ク 

警
察
消
防
用
回
線
集
約
装
置 

き
線
点
遠
隔
収
容
装
置 

主
配
線
盤 

光
ケ
ー
ブ
ル
成
端
架 

共
用
コ
ア
ル
ー
タ 

コ
ア
局
Ｌ
２
Ｓ
Ｗ 

Ｍ
Ｇ
Ｗ 

Ｍ
Ｇ
Ｃ 

伝
送
装
置 

中
間
中
継
伝
送
装
置 

メ
タ
ル
ケ
ー
ブ
ル 

加
入
系
光
ケ
ー
ブ
ル 

中
継
系
光
ケ
ー
ブ
ル 

海
底
光
ケ
ー
ブ
ル 

海
底
中
間
中
継
伝
送
装
置 

無
線
伝
送
装
置 

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
変
換
装
置 

無
線
ア
ン
テ
ナ 

無
線
鉄
塔 

衛
星
通
信
設
備 

加
入
系
電
柱 

中
継
系
電
柱 

加
入
系
管
路 

中
継
系
管
路 

加
入
系
中
口
径
管
路 

中
継
系
中
口
径
管
路 

加
入
系
共
同
溝 

中
継
系
共
同
溝 

加
入
系
と
う
道 

中
継
系
と
う
道 

電
線
共
同
溝 

正
味
固
定
資
産
価
額 

定額法 

                                       

定率法 
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総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
局
内
回
線
終
端
装
置 

ア
ナ
ロ
グ
局
内
回
線
収
容
装
置 

ア
ナ
ロ
グ
・
デ
ジ
タ
ル
回
線
共
通
部 

Ｓ
Ｇ
Ｗ 

信
号
用
中
継
交
換
機 

空
調
設
備 

電
力
設
備
（
整
流
装
置
） 

電
力
設
備
（
直
流
変
換
電
源
装
置
） 

電
力
設
備
（
交
流
無
停
電
電
源
装
置
） 

電
力
設
備
（
蓄
電
池
） 

電
力
設
備
（
受
電
装
置
） 

電
力
設
備
（
発
電
装
置
） 

電
力
設
備
（
小
規
模
局
用
電
源
装
置
） 

電
力
設
備
（
可
搬
型
発
動
発
電
機
） 

機
械
室
建
物 

機
械
室
土
地 

監
視
設
備
（
総
合
監
視
） 

監
視
設
備
（
収
容
局
設
備
） 

監
視
設
備
（
コ
ア
局
設
備
） 

監
視
設
備
（
伝
送
無
線
機
械
） 

監
視
設
備
（
市
外
線
路
） 

監
視
設
備
（
市
内
線
路
） 

共
通
用
建
物 

共
通
用
土
地 

構
築
物 

機
械
及
び
装
置 

車
両 

工
具
、
器
具
及
び
備
品 

無
形
固
定
資
産 

                             

                             

 

  

1
6
3



百三十六頁 
 

様式第２ 固定資産帰属明細表 
 

音
声
収
容
ル
ー
タ 

共
用
収
容
ル
ー
タ 

音
声
収
容
装
置 

音
声
収
容
装
置
Ｌ
２
Ｓ
Ｗ 

Ｃ
Ｓ 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
回
線
収
容
交
換
機 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
回
線
収
容
交
換
機
用
Ｄ
Ｂ 

消
防
警
察
ト
ラ
ン
ク 

警
察
消
防
用
回
線
集
約
装
置 

き
線
点
遠
隔
収
容
装
置 

主
配
線
盤 

光
ケ
ー
ブ
ル
成
端
架 

共
用
コ
ア
ル
ー
タ 

コ
ア
局
Ｌ
２
Ｓ
Ｗ 

Ｍ
Ｇ
Ｗ 

Ｍ
Ｇ
Ｃ 

伝
送
装
置 

中
間
中
継
伝
送
装
置 

メ
タ
ル
ケ
ー
ブ
ル 

加
入
系
光
ケ
ー
ブ
ル 

中
継
系
光
ケ
ー
ブ
ル 

海
底
光
ケ
ー
ブ
ル 

海
底
中
間
中
継
伝
送
装
置 

無
線
伝
送
装
置 

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
変
換
装
置 

無
線
ア
ン
テ
ナ 

無
線
鉄
塔 

衛
星
通
信
設
備 

加
入
系
電
柱 

中
継
系
電
柱 

加
入
系
管
路 

中
継
系
管
路 

加
入
系
中
口
径
管
路 

中
継
系
中
口
径
管
路 

加
入
系
共
同
溝 

中
継
系
共
同
溝 

加
入
系
と
う
道 

中
継
系
と
う
道 

電
線
共
同
溝 

端末系伝送路設備                                        

収容ルータ                                        

 収容ルータに係る設備 

区分のうち、回線数の 

増減に応じて当該設備 

に係る費用が増減する 

もの 

                                       

共用コアルータ                                        

 中継系伝送路設備等で

あって、収容ルータと

共用コアルータとの間

に設置されるもの 

                                       

信号用伝送路設備及び信

号用中継交換機 
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総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
局
内
回
線
終
端
装
置 

ア
ナ
ロ
グ
局
内
回
線
収
容
装
置 

ア
ナ
ロ
グ
・
デ
ジ
タ
ル
回
線
共
通
部 

Ｓ
Ｇ
Ｗ 

信
号
用
中
継
交
換
機 

空
調
設
備 

電
力
設
備
（
整
流
装
置
） 

電
力
設
備
（
直
流
変
換
電
源
装
置
） 

電
力
設
備
（
交
流
無
停
電
電
源
装
置
） 

電
力
設
備
（
蓄
電
池
） 

電
力
設
備
（
受
電
装
置
） 

電
力
設
備
（
発
電
装
置
） 

電
力
設
備
（
小
規
模
局
用
電
源
装
置
） 

電
力
設
備
（
可
搬
型
発
動
発
電
機
） 

機
械
室
建
物 

機
械
室
土
地 

監
視
設
備
（
総
合
監
視
） 

監
視
設
備
（
収
容
局
設
備
） 

監
視
設
備
（
コ
ア
局
設
備
） 

監
視
設
備
（
伝
送
無
線
機
械
） 

監
視
設
備
（
市
外
線
路
） 

監
視
設
備
（
市
内
線
路
） 

共
通
用
建
物 

共
通
用
土
地 

構
築
物 

機
械
及
び
装
置 

車
両 

工
具
、
器
具
及
び
備
品 

無
形
固
定
資
産 
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百三十八頁 
 

附則別表第５の１（附則第６条関係） 費用算定方式 
費用区分 算定方式 

減価償却費 （（（投資額－最低残存価額）÷法定耐用年数）×法定耐用年数＋除去損）÷経済的耐用年数 

土地は、減価償却しない。除去損＝最低残存価額とする。 

通信設備使用料 ⑴ 伊豆大島と本土中継交換機間及び犬石と中継交換局間の伝送路に係るもの 

伝送路数×専用線料金単価 

⑵ 信号用中継交換機に係るもの 

信号用中継交換機伝送路数×信号用中継交換機専用線料金単価 

固定資産税 定率法正味固定資産価額×固定資産税率 

定率法正味固定資産価額は、附則別表第３の１に定める算出式により算定する。 

施設保全費 ⑴ 加入系線路に係るもの 

設備延長 km×１km当たりの施設保全費＋加入者数×１加入者当たり施設保全費 

⑵ 中継系架空光ケーブル、中継系地下光ケーブル、海底光ケーブル、電線共同溝、自治体管路、市内線路監視設備及び市外線路監視設

備に係るもの 

設備延長 km×１km当たりの施設保全費 

⑶ 管路、中口径管路、共同溝及びとう道に係るもの 

設備亘長 km×１km当たりの施設保全費 

⑷ 上記以外のもの 

投資額×施設保全費対投資額比率 

道路占用料 ⑴ 電柱に係るもの 

電柱本数×電柱１本当たり道路占用料 

⑵ 管路、中口径管路及びとう道に係るもの 

設備亘長 km×１km当たり道路占用料 

⑶ 電線共同溝、自治体管路及び情報ボックスに係るもの 

設備延長 km×１km当たり道路占用料 

⑷ き線点遠隔収容装置に係るもの 

き線点遠隔収容装置ユニット数×き線点遠隔収容装置１ユニット当たり道路占用料 

撤去費用 投資額×撤去費用対投資額比率 

試験研究費 直接費×対直接費比率 

直接費＝減価償却費＋通信設備使用料＋固定資産税＋施設保全費＋道路占用料＋撤去費用 

接続関連事務費 音声回線数×１回線当たり接続関連事務費 

管理共通費 （施設保全費＋試験研究費＋接続関連事務費）×管理共通費比率 
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百三十九頁 
 

 

附則別表第５の２（附則第６条関係） 共通費等の配賦基準 
区分 帰属対象設備 配賦基準 

試験研究費 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 直接費比 

接続関連事務費 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 投資額比 

管理共通費 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 施設保全費＋試験研究費＋接続関連事務費の合計額比 

監視設備 総合監視 収容局以上の各設備 資本コスト＋保守コストの合計額比 

 収容局設備 収容局の各設備 資本コスト＋保守コストの合計額比 

 コア局設備 コア局の各設備 資本コスト＋保守コストの合計額比 

 伝送無線機械 伝送装置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、無線

鉄塔、無線アンテナ、衛星通信設備及びインタ

フェース変換装置 

資本コスト＋保守コストの合計額比 

 市外線路 中継系光ケーブル、海底光ケーブル及び海底中間中

継伝送装置 

資本コスト＋保守コストの合計額比 

 市内線路 メタルケーブル及び加入系光ケーブル 資本コスト＋保守コストの合計額比 

共通用建物 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 施設保全費＋試験研究費＋接続関連事務費の合計額比 

共通用土地 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 施設保全費＋試験研究費＋接続関連事務費の合計額比 

構築物 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 機械室土地建物及び共通用土地建物の資本コスト＋保守コストの合計額比 

機械及び装置 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 施設保全費＋試験研究費＋接続関連事務費の合計額比 

車両 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 施設保全費比 

工具器具及び備品 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 施設保全費＋試験研究費＋接続関連事務費の合計額比 

無形固定資産 附則別表第２の１の設備区分に定める各設備 ネットワーク設備投資額比 

空調設備 音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、消

防警察トランク、警察消防用回線集約装置、共用コ

アルータ、コア局Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣ

Ｍ、ＭＧＣ、伝送装置、中間中継伝送装置、無線伝

送装置、インタフェース変換装置、衛星通信設備、

信号用中継交換機、ＳＧＷ及びオペレーション設備 

電力容量比 

電力設備 整流装置 音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

電流比 
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交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、消

防警察トランク、警察消防用回線集約装置、共用コ

アルータ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣＭ、ＭＧＣ、伝送装

置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、インタ

フェース変換装置、衛星通信設備、信号用中継交換

機及びＳＧＷ 

 蓄電池 音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、消

防警察トランク、警察消防用回線集約装置、共用コ

アルータ、コア局Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣ

Ｍ、ＭＧＣ、伝送装置、中間中継伝送装置、無線伝

送装置、インタフェース変換装置、衛星通信設備、

信号用中継交換機、ＳＧＷ及びオペレーション設備 

電流比 

 交流無停電電

源装置 

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、警察消防用回線集約装置、

共用コアルータ、コア局Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＣ、

伝送装置、中間中継伝送装置、信号用中継交換機、

ＳＧＷ及びオペレーション設備 

電流比 

 受電装置 音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、消

防警察トランク、警察消防用回線集約装置、共用コ

アルータ、コア局Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣ

Ｍ、ＭＧＣ、伝送装置、中間中継伝送装置、無線伝

送装置、インタフェース変換装置、衛星通信設備、

信号用中継交換機、ＳＧＷ及びオペレーション設備 

電力容量比 

 発電装置 音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、消

防警察トランク、警察消防用回線集約装置、共用コ

アルータ、コア局Ｌ２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣ

Ｍ、ＭＧＣ、伝送装置、中間中継伝送装置、無線伝

送装置、インタフェース変換装置、衛星通信設備、

信号用中継交換機、ＳＧＷ及びオペレーション設備 

電力容量比 
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百四十一頁 
 

 小規模局舎用

電源装置 

音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、伝

送装置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、インタ

フェース変換装置及び衛星通信設備 

電流比 

 小規模局舎用

蓄電池 

音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、伝

送装置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、インタ

フェース変換装置及び衛星通信設備 

電流比 

 可搬型発動発

電機 

音声収容ルータ、共用収容ルータ、音声収容装置、

音声収容装置Ｌ２ＳＷ、総合デジタル通信回線収容

交換機、総合デジタル通信回線収容交換機ＤＢ、伝

送装置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、インタ

フェース変換装置及び衛星通信設備 

電流比 

 直流変換電源

装置 

消防警察トランク及び警察消防用回線集約装置 電流比 

機械室建物 主配線盤、光ケーブル成端架、音声収容ルータ、共

用収容ルータ、音声収容装置、音声収容装置Ｌ２Ｓ

Ｗ、総合デジタル通信回線収容交換機、総合デジタ

ル通信回線収容交換機ＤＢ、消防警察トランク、警

察消防用回線集約装置、共用コアルータ、コア局Ｌ

２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣＭ、ＭＧＣ、伝送装

置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、無線鉄塔、

インタフェース変換装置、衛星通信設備、信号用中

継交換機、ＳＧＷ及びオペレーション設備 

面積比 

機械室土地 主配線盤、光ケーブル成端架、音声収容ルータ、共

用収容ルータ、音声収容装置、音声収容装置Ｌ２Ｓ

Ｗ、総合デジタル通信回線収容交換機、総合デジタ

ル通信回線収容交換機ＤＢ、消防警察トランク、警

察消防用回線集約装置、共用コアルータ、コア局Ｌ

２ＳＷ、ＣＳ、ＭＧＷ、ＸＣＭ、ＭＧＣ、伝送装

置、中間中継伝送装置、無線伝送装置、無線鉄塔、

インタフェース変換装置、衛星通信設備、信号用中

面積比 
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百四十二頁 
 

継交換機、ＳＧＷ及びオペレーション設備 

  

1
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百四十三頁 
 

附則別表第５の３（附則第６条関係） 費用算定に用いる数値 
項目 数値 単位 

加入者交換機 施設保全費対投資額比率 0.04436 ― 

中継交換機施設保全費対投資額比率 0.04164 ― 

伝送装置施設保全費対投資額比率 0.02873 ― 

音声収容装置 施設保全費対投資額比率 0.0519 ― 

音声収容装置 L2SW 施設保全費対投資額比率 0.0519 ― 

総合デジタル通信回線収容交換機 施設保全費対投資額比率 0.0519 ― 

音声収容ルータ 施設保全費対投資額比率 0.1365 ― 

共用収容ルータ 施設保全費対投資額比率 0.1491 ― 

共用コアルータ 施設保全費対投資額比率 0.1488 ― 

コア局 L2SW 施設保全費対投資額比率 0.0519 ― 

CS 施設保全費対投資額比率 0.039 ― 

中継系ソフトスイッチ 施設保全費対投資額比率 0.0644 ― 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 151,648 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 143,229 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 148,491 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 155,332 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 146,386 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 150,596 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 153,227 円／km 
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百四十四頁 
 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 154,806 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 153,227 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 151,122 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 161,647 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 162,699 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 173,224 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 163,225 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 151,648 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 156,911 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 157,437 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 144,807 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 160,594 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 153,753 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 152,701 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 159,015 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 153,227 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 153,753 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 151,122 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 148,491 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 152,701 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 146,912 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 151,122 円／km 
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百四十五頁 
 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 151,648 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 136,388 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 135,861 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 142,176 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 141,650 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 141,124 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 144,807 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 146,912 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 142,176 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 142,176 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 145,860 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 143,755 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 139,545 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 137,966 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 139,019 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 136,914 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 139,545 円／km 

メタルケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 127,968 円／km 

メタルケーブル加入者回線当たり施設保全費 210 円／回線 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 29,345 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 27,716 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 28,734 円／km 
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百四十六頁 
 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 30,058 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 28,327 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 29,142 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 29,651 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 29,956 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 29,651 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 29,243 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 31,280 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 31,484 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 33,520 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 31,586 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 29,345 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 30,364 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 30,465 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 28,021 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 31,076 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 29,753 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 29,549 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 30,771 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 29,651 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 29,753 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 29,243 円／km 
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百四十七頁 
 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 28,734 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 29,549 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 28,429 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 29,243 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 29,345 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 26,392 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 26,290 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 27,512 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 27,410 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 27,309 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 28,021 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 28,429 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 27,512 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 27,512 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 28,225 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 27,818 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 27,003 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 26,698 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 26,901 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 26,494 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 27,003 円／km 

加入系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 24,763 円／km 
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百四十八頁 
 

加入系光ケーブル加入者回線当たり施設保全費 210 円／回線 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 109,696 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 103,561 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 107,395 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 112,380 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 105,861 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 108,929 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 110,846 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 111,996 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 110,846 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 109,312 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 116,981 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 117,748 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 125,416 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 118,131 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 109,696 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 113,530 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 113,913 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 104,711 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 116,214 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 111,229 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 110,463 円／km 
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百四十九頁 
 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 115,064 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 110,846 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 111,229 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 109,312 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 107,395 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 110,463 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 106,245 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 109,312 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 109,696 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 98,576 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 98,193 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 102,794 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 102,411 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 102,027 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 104,711 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 106,245 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 102,794 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 102,794 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 105,478 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 103,944 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 100,877 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 99,727 円／km 
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百五十頁 
 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 100,494 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 98,960 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 100,877 円／km 

中継系光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 92,442 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（北海道） 297,895 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（青森県） 280,803 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岩手県） 291,485 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮城県） 305,372 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（秋田県） 287,212 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山形県） 295,758 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福島県） 301,099 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（茨城県） 304,304 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（栃木県） 301,099 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（群馬県） 296,826 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（埼玉県） 318,190 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（千葉県） 320,327 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（東京都） 341,691 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（神奈川県） 321,395 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（新潟県） 297,895 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（富山県） 308,577 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（石川県） 309,645 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福井県） 284,008 円／km 

1
7
8



百五十一頁 
 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山梨県） 316,054 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長野県） 302,167 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岐阜県） 300,031 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（静岡県） 312,849 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛知県） 301,099 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（三重県） 302,167 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（滋賀県） 296,826 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（京都府） 291,485 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大阪府） 300,031 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（兵庫県） 288,281 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（奈良県） 296,826 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（和歌山県） 297,895 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鳥取県） 266,917 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（島根県） 265,848 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（岡山県） 278,667 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（広島県） 277,599 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（山口県） 276,530 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（徳島県） 284,008 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（香川県） 288,281 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（愛媛県） 278,667 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（高知県） 278,667 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（福岡県） 286,144 円／km 
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百五十二頁 
 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（佐賀県） 281,871 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（長崎県） 273,326 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（熊本県） 270,121 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（大分県） 272,258 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（宮崎県） 267,985 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（鹿児島県） 273,326 円／km 

海底光ケーブル延長１km当たり施設保全費（沖縄県） 249,825 円／km 

管路延長 km当たり施設保全費 58,231 円／km 

中口径管路亘長 km当たり施設保全費 58,231 円／km 

とう道亘長 km当たり施設保全費 58,231 円／km 

共同溝亘長 km当たり施設保全費 58,231 円／km 

自治体管路延長 km当たり施設保全費 58,231 円／km 

電線共同溝延長 km当たり施設保全費 58,231 円／km 

電力設備施設保全費対投資額比率 0.04565 ― 

機械室建物施設保全費対投資額比率 0.01898 ― 

監視設備（総合監視）施設保全費対投資額比率 0.1674 ― 

監視設備（収容局設備）施設保全費対投資額比率 0.04430 ― 

監視設備（コア局設備）施設保全費対投資額比率 0.04161 ― 

監視設備（市外線路）市外線路延長 km当たり施設保全費 4,176 円／km 

監視設備（市内線路）市内線路延長 km当たり施設保全費 1,248 円／km 

監視設備（伝送無線機械）施設保全費対投資額比率 0.02873 ― 

共通用建物施設保全費対投資額比率 0.01898 ― 
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構築物施設保全費対投資額比率 0 ― 

機械及び装置施設保全費対投資額比率 0 ― 

車両施設保全費対投資額比率 0.03451 ― 

工具、器具及び備品施設保全費対投資額比率 0.002161 ― 

音声収容装置ソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.0519 ― 

総合デジタル通信回線収容交換機ソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.0519 ― 

音声収容ルータソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.1365 ― 

共用収容ルータソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.1491 ― 

共用コアルータソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.1488 ― 

CSソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.039 ― 

中継系ソフトスイッチソフトウェア 施設保全費対投資額比率 0.0644 ― 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。）施設保全費対投資額比率 0 ― 

電柱１本当たり道路占用料 290 円／本 

管路１km当たり道路占用料 33,744 円／km 

中口径管路１km当たり道路占用料 337,418 円／km 

とう道１km当たり道路占用料 725,935 円／km 

情報ボックス１km当たり道路占用料 3,821 円／km 

自治体管路１km当たり道路占用料 3,821 円／km 

電線共同溝１km当たり道路占用料 3,821 円／km 

き線点遠隔収容装置１台当たり道路占用料 57 円／台 

機械設備撤去費用対投資額比率 0.003421 ― 

市外線路撤去費用対投資額比率 0.003766 ― 
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市内線路撤去費用対投資額比率 0.002397 ― 

土木設備撤去費用対投資額比率 0.001239 ― 

建物撤去費用対投資額比率 0.002532 ― 

構築物撤去費用対投資額比率 0.002488 ― 

機械及び装置撤去費用対投資額比率 0.0006553 ― 

車両撤去費用対投資額比率 0 ― 

工具、器具及び備品撤去費用対投資額比率 0.0009559 ― 

試験研究費対直接費比率 0.02488 ― 

１回線当たり接続関連事務費 0 円／回線 

管理共通費比率 0.1506 ― 

経済的耐用年数 

交換機 30.9 年 

音声収容装置 9 年 

音声収容装置 L2SW 9 年 

総合デジタル通信回線収容交換機 9 年 

音声収容ルータ 9 年 

共用収容ルータ 9 年 

共用コアルータ 9 年 

コア局 L2SW 9 年 

CS  9 年 

中継系ソフトスイッチ 9 年 

伝送装置 9 年 

き線点遠隔収容装置 13.5 年 
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無線伝送装置 9 年 

通信衛星設備 9 年 

架空メタルケーブル 31.2 年 

地下メタルケーブル 40.6 年 

陸上架空光ケーブル 17.6 年 

陸上地下光ケーブル 23.7 年 

海底光ケーブル 26.5 年 

電柱 21.2 年 

管路 62.7 年 

中口径管路 62.7 年 

とう道 75 年 

共同溝 75 年 

電線共同溝 62.7 年 

無線アンテナ 24.3 年 

無線鉄塔 24.3 年 

空調設備 22.8 年 

電力設備（整流装置） 15.7 年 

電力設備（整流装置用蓄電池） 9.9 年 

電力設備（直流変換電源装置） 20.4 年 

電力設備（交流無停電電源装置） 12.9 年 

電力設備（交流無停電電源装置用蓄電池） 9.4 年 

電力設備（小規模局用電源装置） 17.6 年 
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百五十六頁 
 

電力設備（小規模局用電源装置用蓄電池） 9.9 年 

電力設備（発電装置） 18.2 年 

電力設備（受電装置） 20.9 年 

電力設備（可搬型発動発電機） 22.5 年 

機械室建物 24.1 年 

監視設備（総合監視） 9 年 

監視設備（収容局設備） 10.6 年 

監視設備（コア局設備） 10.5 年 

監視設備（伝送無線機械） 10.8 年 

監視設備（市外線路） 14.1 年 

監視設備（市内線路） 17.4 年 

共通用建物 23.1 年 

構築物 15.8 年 

機械及び装置 10.7 年 

車両 5 年 

工具、器具及び備品 5.5 年 

音声収容装置ソフトウェア 5 年 

総合デジタル通信回線収容交換機ソフトウェア 9 年 

音声収容ルータソフトウェア 5 年 

共用収容ルータソフトウェア 5 年 

共用コアルータソフトウェア 5 年 

ＣＳソフトウェア 5 年 
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中継系ソフトスイッチソフトウェア 5 年 

無形固定資産（ソフトウェアを除く。） 5.2 年 
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百五十八頁 
 

附則別表第６（附則第６条関係） 設備区分別費用明細表 
 

音
声
収
容
ル
ー
タ 

共
用
収
容
ル
ー
タ 

音
声
収
容
装
置 

音
声
収
容
装
置
Ｌ
２
Ｓ
Ｗ 

Ｃ
Ｓ 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
回
線
収
容
交
換
機 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
回
線
収
容
交
換
機
用
Ｄ
Ｂ 

消
防
警
察
ト
ラ
ン
ク 

警
察
消
防
用
回
線
集
約
装
置 

き
線
点
遠
隔
収
容
装
置 

主
配
線
盤 

光
ケ
ー
ブ
ル
成
端
架 

共
用
コ
ア
ル
ー
タ 

コ
ア
局
Ｌ
２
Ｓ
Ｗ 

Ｍ
Ｇ
Ｗ 

Ｍ
Ｇ
Ｃ 

伝
送
装
置 

中
間
中
継
伝
送
装
置 

メ
タ
ル
ケ
ー
ブ
ル 

加
入
系
光
ケ
ー
ブ
ル 

中
継
系
光
ケ
ー
ブ
ル 

海
底
光
ケ
ー
ブ
ル 

海
底
中
間
中
継
伝
送
装
置 

無
線
伝
送
装
置 

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
変
換
装
置 

無
線
ア
ン
テ
ナ 

無
線
鉄
塔 

衛
星
通
信
設
備 

加
入
系
電
柱 

中
継
系
電
柱 

加
入
系
管
路 

中
継
系
管
路 

加
入
系
中
口
径
管
路 

中
継
系
中
口
径
管
路 

加
入
系
共
同
溝 

中
継
系
共
同
溝 

加
入
系
と
う
道 

中
継
系
と
う
道 

設備区分直接の減価償却費                                       

設備区分直接の通信設備使用料                                       

設備区分直接の固定資産税                                       

設備区分直接の施設保全費                                       

設備区分直接の道路占用料                                       

設備区分直接の撤去費用                                       

附属設備の減価償却費                                       

附属設備の固定資産税                                       

附属設備の施設保全費                                       

附属設備の撤去費用                                       

試験研究費                                       

接続関連事務費                                       

管理共通費                                       

設備区分ごとの費用合計                                       
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電
線
共
同
溝 

自
治
体
管
路 

情
報
ボ
ッ
ク
ス 

総
合
デ
ジ
タ
ル
通
信
局
内
回
線
終
端
装
置 

ア
ナ
ロ
グ
局
内
回
線
収
容
装
置 

ア
ナ
ロ
グ
・
デ
ジ
タ
ル
回
線
共
通
部 

Ｓ
Ｇ
Ｗ 

信
号
用
中
継
交
換
機 
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